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はじめに

早稲田大学大学院法務研究科（以下、本研究科という）は、2006 年度に、日弁連法務研

究財団の認証評価を受け、同財団より「法科大学院評価基準に適合している」との「認定」

を受けた。2011 年度は、2 度目の認証評価を控えている。

本報告書は、前回の認証評価以降の本研究科の活動状況とそれに対する自己点検・評価

を年次報告書としてまとめたものである。各点検項目は、2010 年 8 月に日弁連法務研究財

団より示された評価基準に基づく。本研究科は、「入試改革」や「カリキュラム改革」を行

い、常に自己改革に努めてきた。

本年次報告書が、今後の本研究科の発展に役立てば幸いである。

なお、本年次報告書の作成に携わったのは、以下の者である（アイウエオ順）。
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第１分野 運営と自己改革

１－１ 法曹像の周知

１．現状

（１）養成しようとする法曹像

本法科大学院が養成しようとする法曹像は、＜時に常識を超え、既成の枠を飛び越え、

自らが信じるところで、いかなるときも在るべき「法」と真摯に向き合い、学び、戦い、

真のプロフェッショナルとして人と社会と世界に貢献できる“挑戦する法曹”＞である。

このような法曹像は、早稲田大学（以下、「本学」という。）の「建学の精神」と 1882 年

の東京専門学校法律学科創設以来の経験・実績を踏まえ、司法制度改革審議会意見書に示

された基本理念を実現する方向で練り上げられたものである。すなわち、本法科大学院は、

＜刻々と移り変わる社会に正面から立ち向かいこれに挑戦する努力を惜しまず、社会正義

と法の支配を打ち立てるべく持てる専門知識を最大限に駆使して迅速かつ的確な判断を行

い、そして何よりも、人の喜び、苦しみ、痛みを理解し、これに共感できる豊な人間性を

もった法曹＞、すなわち 21 世紀の社会をリードできる質の高い法曹の養成を目的としてい

る。

また、本法科大学院は、その創設以来、高度専門職業人としての法曹（裁判官・検察官・

弁護士）だけでなく、これからの日本と国際社会が要求する法曹資格や法務博士号をもっ

た法律専門職（国際公務員、外交官を含む国家公務員、政策秘書、企業法務担当者、研究

者など）を志望する人材の養成も目指し、現に、国家公務員Ⅰ種（法務省、外務省等）、三

井物産、東京電力等、衆議院議員政策秘書、早稲田大学助教などに就職している者もいる。

（２）法曹像の周知

① 教員、職員、学生への周知

本法科大学院が養成しようとする法曹像の内容は、毎年発行されるブローシャー、Web

サイトのホームページにおける「科長からメッセージ」「法務研究科がめざすもの」「法

務研究科３つのポリシー」などによって明確にされ、それらは、教員（兼任教員を含む）、

職員、学生および社会に対して周知されている。また、年 2 回、「梓」という広報誌を発

行し（1 回につき 5000 部発行）、それを教員（兼任教員を含む）、職員、学生、修了者（「稲

門法曹会」および「ロースクール稲門会」のメンバー）に配布することによっても、継

続的に本法科大学院のめざす法曹像の周知・徹底を行っている。

（ア）教員

専任教員に対しては、以上のほかに、教授会、FD 研修会、各種委員会等において、教

学にかかわる様々な議論をする中で周知をはかっている。また、兼任教員に対しては、

FD 研修会（年 2 回程度）や懇親会（年度当初 1 回）に招いて、そこでの意見交換などを
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通じて周知をはかる努力をしている。

（イ）学生

現役学生に対しては、履修選択や進路選択の場面で、養成しようとする法曹像に沿っ

た指導・助言や情報提供を行っている。本法科大学院では、学生の法曹としての多様な

将来目標に応えるために、8 つのワークショップ（民事法務、刑事法務、企業法務、渉外・

国際法務、行政・租税法務、知的財産法務、環境法務、労働・福祉法務）が置かれ、ワ

ークショップ選択にあたっての指導を通じて養成しようとする法曹像の実現に向けた相

談と支援が行われている。なお、学生へアドバイスは、７－８に記載する。

また、合格者に対しても、説明会（「入学予定者説明会」）を開催し、養成しようとす

る法曹像も含め、本法科大学院の基本方針を入学前から周知・徹底している。

②社会への周知

本法科大学院を志望する者を含む社会に対しては、上記①でも言及したブローシャー

及び Web サイトのホームページにおいて、養成しようとする法曹像の内容を掲載してい

る。

本研究科として毎年説明会を開催しているだけでなく、民間機関が主催し、全国各地

（東京・大阪・名古屋・福岡）で開催される法科大学院説明会に積極的に参加し、本法

科大学院が養成しようとする法曹像について必要な伝達や発信を行っている。

また、マスコミや広報機関からの取材に積極的に応じ、本法科大学院の基本方針を社

会に対して広く伝える努力を行っている。

２．点検・評価

養成しようとする法曹像は、本法科大学院の開設にあたって、本学の伝統や経験と司法

制度改革審議会の最終報告を踏まえて十分に練り上げられたものであり、標語としても明

確化され、その意味する内容についても、創設後 6 年の経過の中で表現の変化はあるが、

明確な表現で説明されている。

また、構成員の規模が大きい本法科大学院にあっては、構成員間の意思疎通を円滑にす

る広報戦略を重視しており、広報誌「梓」の発行はそれに対応したものである。これは、

前回認証評価における「兼任教員に対しては、パンフレットの配布や FD 関係会議への出席

要請にとどまらず、さらに『養成しようとする法曹像』の法曹像の周知を図ることが望ま

れる」という指摘に対応し、兼任教員への周知の円滑化を図るとともに、修了者との意思

疎通の強化をめざすものである。

創設以来 6 年間の経過の中で、教員、職員、学生および社会の各レベルにおいて、それぞ

れの実情に応じた多様な周知方法を身につけ、実践してきており、法曹像については十分

な周知が行われている。
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１－２ 特徴の追求

１．現状

（１）本法科大学院の特徴

“挑戦する法曹”という標語に象徴される法曹養成を最終目標とする本法科大学院の特

徴は以下の 3 つの点にある。

第 1 の特徴は、多彩なバックグランドを持ち個性あふれる学生を多数受け入れると同時

に、国内外を問わず様々な地域・分野で活躍できる人材を送り出す＜多様性＞である。“挑

戦する法曹”とは、国を超え、文化を超え、階層を超えて法の下に正義を貫くことのでき

る法曹のことであるが、こうした法曹を養成するためには、多様な潜在能力をもった学生

を入学させ、それらの者を社会の多様な分野での法実践に果敢に挑戦できるようなかたち

で送り出さなければならない。こうした多様性を、入口（入学時）と出口（修了時）の双

方の段階で確保しようとしているのが本法科大学院の特徴である。

第 2 の特徴は、専門的な法知識の確実な習得を重視しつつ、理論と実務の連携を図る＜

質の高い教育の提供＞である。“挑戦する法曹”とは、社会正義と法の支配を打ち立てるべ

く、持てる専門知識を最大限に駆使し、迅速かつ的確な判断を行うことができる法曹のこ

とであるが、こうした法曹を養成するためには、幅広い教養と強い使命感をもって入学し

てきた学生に対して、法律基本科目を体系的・立体的に学ぶことを重視しつつ、理論と実

務の架橋をはかるべく実務的・実践的教育にも大きな比重をかける教育が必要である。基

礎教育を重視しつつ理論と実務の連携を図る、質の高い教育の提供を目指していることが

本法科大学院の特徴である。

第 3 の特徴は、学びの機会を海外のロースクールに拡げる＜国際的な法曹の養成＞であ

る。この第 3 の特徴は、第 1、第 2 の特徴と重なるところがあるが、国を超え、文化を超え

て活躍できる“挑戦する法曹”を養成するためには、志のある学生に対して、実際に海外

のロース―クールに留学できる機会を提供する必要がある。外国の一流ロースクールとの

交換留学制度を用意し、即戦力となりうる国際的な法曹を養成できることも、本法科大学

院の特徴である。

（２）特徴の追求

①多様性の確保

多様性には、入口の多様性と出口の多様性があり、双方の段階で多様性が確保されな

ければならない。すなわち、入学者選抜で追求されるのが「入口の多様性」であるとす

ると、将来めざしたい分野の専門科目を選べる専門カリキュラムの構築は「出口の多様

性」である。

（ア）入口での多様性の確保

従来、本法科大学院は、入口の多様性を確保するため、入学者選抜において、法学既修
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者と法学未修者を分けて別枠で選抜する別枠方式ではなく、すべての受験生に法学未修者

試験を課し、法学未修者として合格させた者に対して法学既修者試験おこなう内部振分方

式を採用してきた。そのため、第 1 期生や第 2 期生頃までは、法学部出身者だけでなく、

広く社会科学系、理工・医学系、文学・外国語系と多様な学部教育を受けた他学部生や社

会人学生が多数入学し、入口での多様性を確保していた。しかし、第 3 期以降になると、

とくに法学未修者の新司法試験合格率が低迷する中で、他学部出身者や社会人の受験生が

減少し、法学未修者でも法学部出身者の数が増大するに及んで、上記の内部振分方式の入

学者選抜によって学生の多様性を確保することは徐々に困難になっていった。そこで、本

法科大学院は、熟慮を重ねたうえ、2011 年度入試より、別枠方式の入学者選抜に転換し、

法学未修者（3 年標準課程）コースに社会人・他学部優先枠（50 名を目途）を設けて入口

における多様性の確保をめざすことにした。

（イ）出口（修了時）での多様性の確保

出口における多様性を確保するためには、個々の学生の自らが抱く将来の法曹像にとっ

て必要な専門知識を幅広く学べる必要がある。本法科大学院は、この要請に応えるために、

創設時から 3 年次に、「ワークショップ」と称する共通選択科目群を設置し、学生がその中

から学ぶべき内容を選択し、自らの知識・能力を専門的に特化できるようにしています。

この共通選択科目群（ワークショップ）の編成は、若干の変遷はあるものの、現在は、民

事法務、刑事法務、福祉・労働法務、行政法務、企業法務、渉外法務、知的財産法務、租

税法務、環境法務の 9 つのワークショップを設置し、それぞれの専門分野における内外の

トップレベルの研究者教員と実務家教員の指導のもと、学生は、自らがめざす将来の専門

分野を意識しながら学修することができるようになっている。本法科大学院は、こうした

試みを通じて、出口における多様性の確保をめざし、それが定着してきている。

② 質の高い教育の提供

質の高い教育を提供するために、教育研究に実績をもつ教員が必要であるが、本法科

大学院は、74 名の専任教員（内、実務家教員 20 名）と 86 名の兼担・兼任教員（内、実

務家教員 41名）の総勢 160名以上の第１線の研究者教員と実務家教員が教育を受け持ち、

全国の法科大学院でも最多の延べ 200 以上の教育科目を提供している。

カリキュラムにおいては、その改革によって、法律基本科目の基礎的理解から応用展

開力の習得にいたる徹底学習を基礎に、理論と実務の架橋を図る教育を実践している。

とくに理論と実務の架橋については、基本科目や展開・先端科目でも意識されているが、

附設の法律事務所における「リーガルクリニック」や外部の法律事務所、企業法務部、

官公庁、国際機関などでの「エクスターンシップ」を通じて、現実の社会に生きて働く

法律実務を学ぶことによって、より深く理論と実務の関連の学修する指導を行っている。
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③ 国際的な法曹の養成

本法科大学院では、北米（アメリカ、カナダ）、欧州（フランス、ドイツ）、アジア（韓

国、台湾）の名門ロースクール 16 校と「交換留学制度」を設け、留学生の派遣、受け入れ

を積極的に行っている。一定の要件（語学力と成績）を満たした学生は、この交換留学制

度を利用し、国内では学修し得ない外国法や国際的な法律知識を現地で学べるとともに、

世界各国の学生と一緒に学ぶことで、国際的な人的ネットワークの基盤を作ることもでき

る。これまでも、アメリカに留学した学生のうち、計 10 名が LL.M.の学位を取得し、8 名

がニューヨーク州司法試験に合格している。

ただし、年々海外の提携校からの受け入れ留学生数に比べ、本法科大学院から派遣する

日本人留学生数が減少しており、交換留学生制度を活用しての国際的な法曹養成の安定的

な数の確保が課題となっている。

２．点検・評価

本科大学院の特徴は明確であり、その諸特徴を実現する取組も、状況の変化や経験の蓄

積の中での検証を踏まえながら着実に行われている。
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１－３ 自己改革

１．現状

（１） 自己改革を目的とした組織・体制

本法科大学院における法曹養成教育の状況等を検証し、その検証結果を踏まえて、本法

科大学院の社会的使命である“挑戦する法曹”を多数世に送り出せるよう自己改革する組

織・体制としては、研究科の外部から意見を聞く組織と研究科の内部において点検と自己

改革を行う組織とがある。

①研究科の外部から意見を聞く組織

研究科の外部からの意見を聞く組織としては、国内外の有識者からなる「運営諮問委

員会」（委員：猪口邦子（参議院議員）、岩城本臣（弁護士・元大阪弁護士会副会長）、清

水勇男（公証人・元浦和地方検察庁検事正）、千種秀夫（桐蔭横浜大学教授・元最高裁判

事）、萩原敏孝（株式会社小松製作所相談役）、坂東真理子（昭和女子大学長・元内閣府

男女共同参画局長）、平山正剛（弁護士・元日本弁護士連合会会長）、マイケル・Ａ・フ

ィッツ（米国・ペンシルバニア大学ロースクール長）梁三承（韓国・Yoon & Yang 代表

弁護士））がある。

②研究科の内部における点検と自己改革のための組織

研究科の内部における組織・体制としては、（ア）自己点検評価を継続的に行う「自己

点検評価委員会」、（イ）教育内容と教育方法等についての自己改革のための「FD 委員会」、

（ウ）入学者選抜ついて検討を行う「入試委員会」、（エ）カリキュラムについて検討を

行う「カリキュラム検討委員会」がある。

（２）組織・体制の機能

①運営諮問委員会

直近では、2010 年 3 月 8 日（月）にリーガロイヤルホテル東京において開催され（欠

席したのは岩城本臣委員とマイケル・A・フィッツ委員の二名であった）、研究科長およ

び教務主任より、入試・カリキュラム改革の状況、国際交流の概要など法務研究科の現

状について説明があり、出席委員会から概ね次のような意見が出された。①多様な人材

を集める必要もあると思うが新司法試験の合格率を上げる必要がある。②多様性の確保

ために、社会人・他学部の優先枠を大事にしてほしい。③修了者の進路として法曹のみ

ならず、政策秘書などになることにより社会に貢献する道もある。④新司法試験不合格

者の進路が心配であるので対策が必要である。⑤国際貢献に資する法曹の要請が必要で

あるなど、本法務研究科のあり方や法科大学院制度全体に関しても貴重な意見が寄せら

れた。
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②自己点検評価活動

研究科内の自己点検評価委委員会は、2 年に 1 度、法務研究財団の評価項目について、

追跡的な自己点検評価をおこなっており、2007 年度と 2010 年度（予定）の自己点検評

価報告書が教授会に提出され、検討されたうえで、研究科のホームページにおいて公開

されている。

③学者の質の確保のための取り組み

本法科大学院おける 2011 度入試に至るまでの選抜状況は、2004 年度入試を除き、04

年度から 09 年度入試までは、法科大学院進学希望者の減少傾向に比例して、志願者数も

減少傾向にあった。そこで、そうした状況について入試委員会において検討し、2011 年

度入試から入試方法を従来の内部振分方式から別枠方式（法学既修者と未修者を区別し

て別個の入学者選抜を行い、既修者の定員は 150 名程度とする）に変更した結果、同年

度入試（2010 年 8 月）の志願者数が大幅に増大した（全志願者数は、前年度 1,786 名か

ら本年度 2,612 名と、46％増加）。

④多様性の確保のための取り組み

本法科大学院の特徴は、「１－２ 特徴の追求」で述べたように、多様性であるが、社

会人・他学部の法科大学院進学希望者が減少する中で、本法科大学院においても、「入口

の多様性」が失われる傾向にあった。そこで、そうした状況について入試委員会におい

て検討し、2011 年度入試から、多様性を確保するために上記②で述べた別枠方式の入学

者選抜方法に転換し、未修者枠の中に 50 名を目途とする社会人・他学部出身者の優先枠

を設けた。

⑤カリキュラムの改革

③、④で述べた入学者の質の確保と多様性の確保のための改革を行う過程で、制度の

改革に則しつつ、学生が自身をもって 2 年間ないし 3 年間の課程で法律基本科目を基礎

から応用まで徹底して学ぶことができるようなカリキュラム改革を、執行部とカリキュ

ラム検討委員会が主導して行った。具体的には、（ア）既修者が 2 年間の課程のなかで、

法曹に必要な知識・実務体系を修得しうるよう、法律基本科目の配当学年等を変更した。

（イ）法律基本科目のより確実な修得を目指して、2010 年度より、未修者の 3 年標準課

程の教育において、1 年必修科目の単位数を 4 単位増加させた。（ハ）2007 年度より、2

年次秋学期および 3 年次において法律基本科目応用演習（民法応用演習、刑法応用演習

など）を展開し、要件事実の把握、法的論点の析出などを行う能力とともに、文章起案

能力の徹底的な訓練を開始した。

⑥修了者の進路の把握
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修了者の進路の把握については、基本的に、執行部と事務所が修了者の組織である「稲

門法曹会」「ロースクール稲門会」などと連携しながら行っているが、個人情報の問題も

あり、十分ではない。2008 年度と 2007 年度については、新司法試験の合格状況も含め、

修了者の進路がある程度わかっている。

２．点検・評価

自己改革が独善に陥らないために、内部の自己点検評価委員会だけでなく、外部からの

勧告や助言を受けるための運営諮問委員会が設置され、大所高所からの意見や助言を受け

ている。すでに 2 回開催され、有益な指摘を受けているが、なおより有効な組織として機

能できるよう、しっかりした準備を踏まえての開催が必要であろう。

その他の入試や教育方法の改革に向けての組織は、有効に機能しているといってよいで

あろう。
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１－４ 法科大学院の自主性・独立性

１．現状

（１） 教育活動に関する重要事項の意思決定主体としての本法科大学院

本法科大学院では、研究科に教授会を置き、専任教員および任期付専任教員をもって

組織している。研究科教授会は、①研究および教育に関する事項、②教員の嘱任、休職、

解任および懲戒に関する事項、③学位の授与に関する事項、④教育課程に関する事項、

⑤授業科目等の担当に関する事項、⑥学生の試験および履修単位に関する事項、⑦学生

の入学、休学、退学等および懲戒に関する事項、⑧研究科長候補者の選挙に関する事項、

⑨研究科教授会の運営に関する事項、⑩その他研究科に関する重要事項を議決するとと

もに、⑪研究科の研究および教育に関する予算を審議ことになっている。

（２） 法学学術院との関係

本学には、2004 年 9 月から、「系統ごとの主体的かつ一体的な教育研究活動を推進し、

もって学部教育、大学院教育および研究機能の一層の強化をはかることを目的とする」

学術院が設けられ、2009 年 4 月から、本法科大学院も、法学部、大学院法学研究科、比

較法研究所、法務教育研究センターとともに法学学術院を構成している。

本法科大学院は、法学学術院の構成主体になるにあたり、法科大学院が「運営におい

て一定の独立性を確保」することが求められていることに鑑み、教員の嘱任および研究

科の運営に関する事項については、「当分の間、法務研究科の研究科運営委員会の議決を

もって、法学学術院の教授会の議決とみなす」（早稲田大学学術院規則・経過措置第 3 項）

としている。したがって、現状は、本法科大学院の独立性を保持したうえで法学学術院

規則の制定に向けた協議を他の構成主体と行うことになっているが、その際の本法科大

学院の基本方針としては、「人事および教務（入試を含む）に関する事項については、特

段の事情がないかぎり、各箇所運営委員会（法務研究科教授会）の決定をもって、法学

学術院教授会の決定とみなす。」とすることを決定している（2010 年 7 月 21 日・第 4 回

大学院法務研究科教授会）。これにより、法学学術院における本法科大学院の教育活動に

関する重要事項の意思決定にあたっての自主性・独立性は維持されるものと考える。

（３） 理事会との関係

理事会は学校法人としての重要事項を審議するが、教育活動および教員人事について

は、学術院教授会の決定が理事会によって覆されることはなく、教授会の決定通りに承

認されるのが、本学における確立した慣行である。なお、教育活動に関する重要事項に

関しては、本法科大学教授会（研究科運営委員会）の決定をもって法学学術院の決定と

みなされることについては、上記（２）に述べたとおりである。
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２．点検・評価

以上の現状からすると、法学学術院の構成主体となっても、本法科大学院の自主性・独

立性には特段の問題は生じないと思われる。
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１－５ 情報公開

１．現状

（１） 開示されている情報の範囲

現在開示されている教育活動等に関する情報は、①本法科大学院の基本方針（養成し

ようとする法曹像を含む）、②教育内容（カリキュラム概要、カリキュラムの紹介、臨床

法学教育、外国のロースクールとの交換留学制度、アカデミック・アドバイザリー制度

なのどの学生支援体制など）、③教員紹介（研究業績等の公開を含む）、④施設・設備、

⑤入学者選抜（基本的考え方・基準・方法・受験資格など）、⑥学費・奨学金、⑦シラバ

ス、科目登録の手引き、学科目配当・時間割、⑧自己改革の取り組み（自己点検評価報

告書など）である。

（２） 開示の方法

開示の方法は、①から⑥については、本法科大学院の Web サイト（ホームページ）と

ブローシャーで公開され、Web サイトは随時、ブローシャーは毎年更新されている。

⑦および研究科内情報については、本法科大学院の教員・学生に対して、「法科大学院

教育研究支援システム」（以下、「教育支援システム」という。）によって周知され、自宅

からもアクセスできるようになっている。⑦の文書資料（シラバス・講義要項など）に

ついては、教員・学生に紙媒体でも配布されると同時に、事務所に常備され、希望者へ

の閲覧に供されている。

⑧ついては、Web ページにフルテキストが開示されている。

また、年 2 回発行されるニュースレター「梓」には、学生の声や留学生の紹介、研究

科の様々な活動状況が紹介され、学生・教員・修了者に配布されている。

（３） 学内外からの質問や提案への対応

開示された情報に対する質問や意見は、メール、電話、事務所カウンターで対応して

いる。教学関係については教務担当教務主任、学生生活関係については学生担当教務主

任、入学選抜については入試委員会委員長および教務担当教務主任が責任者となって、

対応および回答を行っている。入試出願期間を除いて、月平均 100 件ほどの問い合わせ

がある。

学生からの質問や意見は、From-LS-Students というメーリングリストへのメールで受

け付け、執行部が随時回答を行っているが、重要な提案については、執行部や各種委員

会において検討が行われ、改善に生かされている（例：学生用自習室の整備・拡充など）。

２．点検・評価

本法科大学院の教育活動等に関する情報については、Web サイト（ホームページ）およ
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びブローシャーにおいて、詳細かつ網羅的に公開され、誰でもがアクセスできるようにな

っており、教員・学生に対しては、それに加えて Web 上の教育支援システムおよび紙媒体

で開示されている。また、教育活動等に関する質問や提案にも対応できる体制が構築され

ており、執行部や各種委員会に受けとめられ、改善に生かされている。質問や提案へのフ

ィードバックについては、公開できるものに関して、具体的な質問や提案に対応するかた

ちで解答を行っている。全体としてはかなりの水準で情報公開が行われていると考える。
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１－６ 学生への約束の履行

１．現状

（１）学生に約束した重要事項

学生に約束した重要事項としては、

① 学生の希望にあわせた多様な分野の専門知識が得られるようなカリキュラムと教

員の準備

② 国際的な法曹を養成する「交換留学生制度」の充実

③ きめ細かい学習サポート体制の確立（「教育支援システム」の活用、「アカデミック・

アドバイザリー制度」の充実など）

④ 学修環境の整備（専用棟の整備、自習室スペースの拡充など）

⑤ 子どものいる学生にための保育所の整備

⑥ 経済的なサポート体制の確立（奨学金など）

などがある。

（２） 約束の履行

① については、3 年次のワークショップを整備しつつ、常勤・非常勤を含む第 1 線の

講師陣による教育が行われている。

② については、北米だけでなく、欧州（フランス、ドイツ）やアジア（韓国、台湾）

に提携校を拡大し体制を整備しているが、学生の応募者が少ない。

③ については、従来問題となっていた教育支援システムを使わないあるいは使えない

教員は、事務のサポートや教育の成果もあり、根絶され、また、アカデミック・ア

ドバイザリー制度は、人的な側面でも、内容的な側面でも、飛躍的に拡充されてい

る。

④ の自習室の増設要求には、既存の自習室のキャレルの増設に加え、大学が法科大学

院棟（27 号館）に隣接する建物（関口ビル＝27-10 号館）の一部を新たに借り上げ

でこれに対応した。また、27 号館において学生が飲食に使うことのできるテーブ

ルおよび椅子の増設要求には、27 号館 1、2、3 階の随所にテーブルおよび椅子を

増設（2010 年 9 月 1 日現在、1 階 10 席、２階 26 席、3 階 8 席）した。

⑤ については、法務研究科棟から 5 分程度のところに東京都認証保育所「ポピンズナ

ーサリー早稲田」があり、子どもにいる学生も安心して学修に集中できるようにな

っている。

⑥ については、早稲田大学出身の法曹（稲門法曹）からの寄付からなる奨学金を充実

させ、2011 年度の選抜合格者からは約 100 名（法学既修者 80 名、法学未修者 20

名）を目途に学費半期相当分を給付することになっている。
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（３）問題となる事項の解決

自習スペースの確保など施設整備の面ではなお課題があるが、従来問題であった事項

（「教育支援システム」の活用、自習スペースの拡充など）についても、継続的な取り組み

が行われ、問題の解決について着実に前進している。

２．点検・評価

学生に約束した重要事項については、概ね約束の履行が行われ、なお問題が残る事項に

ついても、継続的な改善努力が行われている。
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第２分野 入学者選抜

２－１ 入学者選抜（入学者選抜基準等の規定・公開・実施）

１．現状

（１）学生受入の基本方針の規定と公開

本法科大学院は、教育研究の目的を以下の通り、定め、公表している。

「早稲田大学大学院法務研究科（法科大学院）は、法律学の専門知識を具え、それを批判

的に検討し、さらに発展させる創造的な思考力を持つとともに、社会に生起する法律問題

を的確に分析し、解決する能力を持つ志の高い法曹、すなわち 21 世紀の社会をリードする

質の高い法曹の養成、これからの日本社会が要求する法律資格を持った法律専門職の育成

を目的とする」。

このような教育研究の目的にかなう、優秀な人材を受入れるため、入学者選抜試験にお

いては、学生受入方針（アドミッション・ポリシー）を次のように定めている。

「早稲田大学では、『学問の独立』の教育理念のもとで、一定の高い基礎学力を持ち、か

つ知的好奇心が旺盛で、本学の理念である進取の精神に富む、勉学意欲の高い学生を、わ

が国をはじめ世界から多数迎え入れる。早稲田大学大学院法務研究科においては、優れた

法律家として実社会で活躍できる人材の発掘を第一の目標に、専門知識はもちろんのこと、

個々の受験生のバックグラウンドや特徴をも精査し、その資質や能力を総合的に評価し選

抜を行う。」

以上の方針に基づき、受験生を含めた各種ステークホルダーに対し、毎年、パンフレッ

トや本研究科 WEB のみならず、多くの入試説明会で繰り返し、学生受入方針、選抜基準及

び選抜手続を明確に説明している（各年度入試要項「入学者選抜の方針（アドミッション・

ポリシー）」、法務研 WEB「入学者選抜試験の考え方」・パンフレット参照）。

（２）学生選抜の概要（学生選抜基準及び選抜手続きの明確な規定と、適切な実施）

2010 年度入試以前と 2011 年度入試以降で、学生選抜方法に大きな変更が生じているた

め、ここでは変更の経緯を説明するとともに、各入試の方式について説明する。

2010 年度入試以前

2010 年度入試(2009 年夏実施)までは、1 学年あたりの定員を 300 名とし、書類審査と面

接試験からなる二段階の選抜方式を採用していた。書類審査では、法科大学院適性試験成

績・学業成績・申述書・能力証明資料・推薦状を審査対象とし、総合的に選抜を行った。

面接試験では、受験生 1 名と教員 2 名によるディベートおよび志望動機を中心とした課題

を用いて選抜を行った。この書類審査と面接試験の結果を総合し、最終合格者を決定して

いた。原則として、法学未修者（3 年標準課程）として全員を選抜し、そのうち法学既修者

(2 年短縮課程)として入学を希望する者には、最終合格後に憲法、民法、刑法、刑事訴訟法、
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民事訴訟法、会社法からなる 6 科目の法律論述試験を課し、既修者認定を行った。

2011 年度入試以降

しかし、社会人・法学部以外の学部出身者を中心に、法科大学院志願者数が全国的に減

少する傾向に歯止めがかからないこと（反面、学部で法律学を十分に学んだ現役法学部生

の比重が高まりつつあること）、全国的に法科大学院の定員見直しの機運が高まったことを

背景にして、入学者の質の確保のため、2011 年度入試(2010 年夏実施)において入学者選抜

試験の方式を大幅に変更することとした。概要は以下のとおりである。

①これまで内部振分方式としていた法学既修者の選抜を、法学未修者の選抜と区別し、個

別の試験とする外部振分方式に変更した。

②定員を 300 名から 270 名に 1 割削減したうえで、法学未修者を約 120 名、法学既修者を

約 150 名募集することとし、両試験の併願を認めた。

③法学未修者試験においては、書類審査のほか小論文試験(100 点)を課し、これらの総合評

価により合格者を決定した。また、多様なバックグラウンドを備えた人材を一定数確保す

るという観点から、社会人または法学部以外の学部出身者を対象に、概ね 50 名を優先的に

選抜することとした。

法学未修者試験については、受験生の資質を総合的に評価できる書類審査を重視するた

め、書類審査と小論文試験の配点は概ね 2：1 とした。書類審査においては、これまで行っ

てきた評価方法を踏襲し、各種資料の提出を通じて、４つの側面「知的側面」「情の側面」

「意志の側面」「知識の側面」から受験生の資質を多面的に判断し、適性試験の結果を加味

したうえで評価を行っている。

④法学既修者試験においては、書類審査のほか、択一試験と論述試験からなる法律試験を

課し、これらの総合評価により、合格者を決定した。また、日弁連法務研究財団が当該年

度に実施する『法学既修者試験』、または前年度に実施した『法学検定試験 2 級』の試験結

果（憲法・民法・刑法・民事訴訟法・刑事訴訟法）を提出することを必須とし、これを択

一試験の結果として用いた。

法学既修者試験については、受験生の法的素養を直接的に確認することを重視するため、

書類審査と法律試験の配点は概ね 2：5 とした。書類審査においては、前述③で述べたよう

な能力評価に加えて、法律能力が直接的に確認できる資料（法律系資格の有無、法律検定

試験の結果等）も評価の対象としている。

⑤上記の法律論述試験・小論文試験を通じ、受験生の「書く」能力を、これまで特定の課

題について「論じる」能力を問うていた面接試験に代わる評価要素として捉えなおし、従

来の面接試験については、これを廃止した。

こうした選抜の在り方は、法科大学院を志向する志願者の実態に合わせて法学既修者の

受け入れを拡大する一方で、中央教育審議会答申および法科大学院設置基準に示された理

念に忠実に従い、学部の専門分野を問わず、社会人を含めた多様なバックグラウンドを持

った人材を受入れ、優れた法律家を養成することを目指す立場に立っている。そのため、
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入学者の選抜も、その実現のために求められる公平性、開放性、多様性を確保することを

第一義として設計され、その理念に忠実に実施されている。

（３）入学を検討するものに対する学生受入方針、選抜基準、選抜手続きなどの開示

本研究科は、元来より学生受入方針、選抜基準、選抜手続等をパンフレット、WEB ペー

ジ、入学者選抜試験要項、法科大学院説明会を通じて適切な時期に開示してきたが、今回

の入試方式の変更に伴い、さらなる情報の開示に努めた。書類審査については、これまで

の選抜方法並びに選抜基準を踏襲し、これをパンフレット上で公表するとともに、2011 年

度入試以降、新たに行われる小論文・択一試験ならびに論述試験の配点と、書類審査との

相対的な配点割合を入試要項・WEB 上で公表した。

さらに今回の入試方式の変更に伴う受験生への周知については十分な猶予期間を持って

対応してきた。2011 年度入試(2010 年夏実施)の変更点を 2008 年冬に周知し、以後説明会、

WEB ページで積極的に広報するとともに、新聞・雑誌等各種メディアを利用した取材にも

積極的に応じた。他にも、WEB ページ上で次年度の入試（小論文）のサンプル問題、なら

びに前年度法学既修者試験の「問題の趣旨」を掲載し、各受験生が、学部等でどのように

準備を行えばよいかを周知した。

２．点検・評価

（１）本研究科の教育方針と学生受入の基本方針の適合性

本法科大学院の教育上の目的は 1.（1）に述べたとおりである。この目的を達するために

は、多様なバックグラウンドの上に法曹となることを志望するに至った学生が、法律専門

教育を受け、地域・文化・分野を超えて、多様な視点、多様な価値観から、教場において

活発な意見交換を行い、切磋琢磨することが重要な意味を持つ。

このため、本研究科の掲げる学生受入方針は、多種多様な専門知識を備え、かつ勉学の

意欲にあふれる学生を、個々の受験生のバッググラウンドや特徴を精査し、社会から幅広

く受入ることを念頭に置いており、両者は密接な関係にあると評価できる。

また、2010 年度・2011 年度入試にかけて、法学既修者の受入を大きく増やしたが、こう

した学生受入方針に変更はない。法律学の力を測ることを前提としつつ、書類審査を通じ

て、受験生のバックグラウンドや勉学への意欲、各種能力の検討を充分に行っている。こ

れまで未修者主体の法科大学院として培ってきたノウハウを生かし、多様性を損なわずに

教育方針に合致した受入を行っていると評価できる。

（２）学生選抜の概要（学生選抜基準及び選抜手続きの明確な規定と、適切な実施）

入学者選抜において、適切な学生受入方針、選抜基準及び選抜手続が明確に規定され、

適切に公開された上で、選抜が適切に実施されている。また、年々減少傾向にあった志願

者数も、2011 年度を機に相当数確保できており、改革の効果が現れている。なお、入学者
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選抜の公正さ・公平さに疑問を提起される事態はないし、実際にそういった事態そのもの

が発生していない。

（３）入学を検討するものに対する学生受入方針、選抜基準、選抜手続きなどの開示

新しい入試制度を、適切なタイミングで、過去の入試制度より明確な選抜基準とともに

公開できており、評価できる。志願者側も、こうした大きな変化をスムーズに受け入れら

れた模様で、2011 年度入試において前年までの志願者を大きく上回る出願者数の増加があ

ったにもかかわらず、志願者の混乱や受験上の不備は非常に少なかった。

（付記）今後、さらに多様で優秀な人材を確保するために、2012 年度入試以降、「交換留

学生優先枠(LL.M.コース)」を新設する予定である。本研究科が交換留学協定を締結して

いるアメリカのロースクールに留学し国際的な法曹を目指す学生を、入試において優先

して選抜することとする。（2010 年 12 月に Web 上で周知を開始した）

優先選抜の概要は以下のとおりである。

＜優先選抜基準＞

次の２つの基準を満たすものを対象に、法学未修者試験・法学既修者試験の別を問わずに

概ね５名を優先的に合格させる。

・学士(法学)の学位を持っていること(見込含む)

・TOEIC スコア 900 点以上または TOEFL（IBT）スコア 95 点以上を持つ者

この新しい試験制度は 2010 年 12 月に概要を公表したばかりで、緒に就いたばかりの

ものであるが、グローバル社会が求める法曹を育成するための有意義な取り組みである

と評価できる。
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２－２ 既修者認定（既修者選抜基準等の規定・公開・実施）

１．現状

本法科大学院における法学既修者の選抜は、前項（２－１）で述べたとおり、2010 年度

入試までは入試合格者に対して「法学既修者認定試験」を課す内部振分方式だったが、2011

年度入試以降は完全な外部振分方式に転換した。非常に大きな入試上の変更であることか

ら、受験生への周知、浸透に十分猶予をもたせるために、2011 年度入試の改革を最終的な

到達点と定め、2010 年度入試は、それまでの試験の在り方と、2011 年度以降の入試の在り

方を繋ぐ、過渡期としての入試制度として設計、実施した。

（1）選抜基準・選抜手続の規定と公開、実施について

2010 年度入試

2010 年度入試においては、2009 年度以前と同様、内部振分方式の「法学既修者認定試験」

の形式を保っている。出願後、第一次選抜（書類審査）に合格した受験生に対して本学独

自の法律試験を実施し、入試合格発表と同時に法学既修認定者を発表した。このとき、書

類審査と面接試験による入試合格者の判定と、法学既修認定者の判定は互いに関係なく別

個に行われ、法学既修者認定試験の結果が入試の合否に影響することはない。

従来の 2009 年度法学既修者認定試験までは「民法・刑法・憲法・民事訴訟法・刑事訴訟

法・会社法」からなる 6 科目の論述試験を課していたが、2010 年度の法学既修者認定試験

では、新たに択一試験を採用し、下表の通りとした。

※択一試験については、2011 年度入試以降、日弁連法務研究財団『法学既修者試験』の試

験結果を利用することを前提とし、2010 年度においては、同財団に『法学既修者試験』

『法学検定試験』の形式を踏襲した試験問題の作成・採点を委託する形で行った。

各科目の配点は、１年次で認定される各科目の単位の配分と関連付けられている。民事

訴訟法、刑事訴訟法、会社法について論述試験を実施しない理由として、①既修者として

入学する２年次以降も学修の機会が用意されていること、②択一試験によって各科目の幅

広い知識を正確に押さえていることが担保できれば、残る民法・刑法・憲法の論述試験に

より「書く」能力を十分に評価できると結論付けたためである。

2011 年度入試

2010 年度「法学既修者認定試験」の形式を踏襲したうえで、2011 年度は外部振分による

入学者選抜試験として実施された（2011 入学者選抜試験の概要については、前項２－１で

述べたとおり）。また、同時に行われたカリキュラム改革で 1 年次のカリキュラムから会社

民法 刑法 憲法 民訴法 刑訴法 会社法 合計

択 一 40 40 40 40 40 40 240

論 文 150 90 60 300

計 190 130 100 40 40 40 540
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法が除外されたことに伴い、択一試験は、会社法を除く 5 科目とした。

各科目の配点は下表の通りである。

※択一試験については、日弁連法務研究財団の実施する『法学既修者試験』または前年

度に同財団が実施した『法学検定試験２級』の受験を必須とし、この成績を用いた。

これらの基準は、2011 年度・2010 年度ともに、全て十分な余裕をもって公表されるとと

もに、入試要項や web に明確に記載され、なおかつその通りに実施された。

（２）既修単位認定基準・認定手続が明確に規定され、適切に実施されているか。

2010 年度入試

法学既修者試験では、本法科大学院 1 年次の必修単位（30 単位）を免除することを前提

に、各科目の学修量、単位認定数に相応するような配点割合を定めた。論述試験の出題に

あたっては、「論述試験出題委員会」を設置し、学部等で十分修得できる法律学の基礎的

な理解と論述能力を客観的に確認できるような内容の問題を作成している。

実際の認定手続においては、上記（1）の配点に従って各科目採点を行い、合計得点の高

い者から法学既修認定者を決定した。その際、単位認定が不適切となる科目が生じないよ

う、科目毎の平均点・標準偏差を勘案した合格最低基準点を設け、基準に達しない志願者

には既修認定を与えなかった。

法学既修者認定試験の認定基準・認定手続は、本法科大学院入試委員会によって原案が

作成され、本法科大学院教授会で適切・客観的な検討が為されたうえで、承認されている。

2011 年度入試

入学者選抜試験として実施され、書類審査の結果と法律試験の結果を概ね 2：5 とし、合

格者を決定した。法律試験の評価方法、既修者としての認定手続きについては、2010 年度

の法学既修者認定試験の方法を踏襲している。すなわち、書類審査の結果と総合した評価

が高いものから順に、合格者を決定することになるが、その際、単位を認定することが不

適切である科目が生じないよう、科目毎の平均点・標準偏差を勘案した合格最低基準点を

設け、基準に達しない志願者は法学既修者として合格させない措置をとった。

２．点検・評価

これまでの法学既修者認定試験で培ったノウハウをもとに、公平性・客観性を損なわな

いよう綿密に計画され、十分に余裕をもって準備を進め、選抜が適切に実施されている。

同時に、受験生に与える影響をできる限り最小限にとどめ、なおかつ円滑な受験準備を

進められるよう、十分に早い段階で選抜基準を公表し、web、入試要項、大学説明会等を通

民法 刑法 憲法 民訴法 刑訴法 合計

択 一 40 40 40 40 40 200

論 文 150 90 60 300

計 190 130 100 40 40 500
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じて受験生に広報している。あわせて、志願者の受験勉強に資するよう、2010 年度の法学

既修者認定試験より、過去問題とともに「出題の趣旨」を web 上に公開している。

その結果、2011 年度入試における法学既修者の志願者数は 1,635 名となり、2010 年度の

法学既修認定を希望した志願者(1,055 名)から、大幅に増加している。
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２－３ 多様性（入学者の多様性の確保）

１．現状

本法科大学院は、すでに前項（２－１）で述べたとおり、学部の専門分野を問わず、社

会人を含めた多様なバックグラウンドを持った人材を受入、社会で活躍する法曹を養成す

るという立場に立ち、学生の選抜を行っている。

これまで、未修者主体の法科大学院として相応の認知度を得てきたこともあり、社会人

や法学部以外の学部出身者の入学者数は３割以上を維持している。入学者の多様性は確保

されており、それは選抜方式の変更後も基本的に維持されている。

(1) 入学者の属性について

入学者の属性は、法学部出身者が概ね 7 割に対して、社会人・法学部以外の学部出身者

は、2007 年度 83 名(30.1%)、2008 年度 88 名(31.0%)、2009 年度 96 名(34.9%)、2010 年度

79(30.7%)と、概ね 3 割以上を確保している。

(2) 多様性を確保する取組み

2011 年度入試より、法学未修者試験において「社会人・法学部以外の学部出身者の優先

選抜制度」（入試要項 p1．P7 参照）を設け、概ね 50 名を優先的に合格させることにしてい

る。なお、社会人・他学部出身者の定義については、次の通りである。

＜社会人＞

・出願時点において、官公庁・会社等における勤務経験、自営業、主婦・主夫等、通算し

て２年以上の社会経験を持つ者。

＜法学部以外の学部出身者＞

・次の何れかに該当する（見込の）者。

（１）法学以外の分野の学位（学士、修士、博士、専門職）を取得したことがある者また

は 2011 年 3 月までに取得見込の者。

（２）「学士（法学）」の学位しか取得していない者または 2011 年 3 月までに取得見込の

者でも、学位取得時点で、修得単位のうち、専門科目における法律科目の単位数が

過半数に達しない者。

２．点検・評価

社会人出身者が減少傾向にある。これは、本学に特有の現象ではなく、全国的に社会人

の出願が減少する傾向から来ている。その中にあって、社会人・他学部出身者が概ね 3 割

確保できているのは、評価できる。また、入試改革後も、優先選抜等の取組を通じて、多

様性を維持することができると考えられる。今後もこの努力を堅持する必要がある。
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第３分野 教育体制

３－１ 教員体制・教員組織（１）〈専任教員の必要数及び適格性〉

１．現状

学生収容定員数：900 人（1 学年 300 名） 2011 年度より 1 学年の収容定員を 270 名と

する。

専任教員総数： 74 人

専任教員の数は、74 名（内、併任教員 20 名、任期付専任教員 20 名）であり、法令によ

る必要専任教員数を満たしている（表１）。また兼担教員 28 名、兼任教員 58 名で、教員数

の合計は 160 名である。

専任教員の適格性については、専任教員の採用時においては、別紙「専任教員嘱任に関

する法務研究科細則」1にしたがって、審査委員会が専任教員候補者の適格性についての実

質審査を行い、その審査報告にもとづき教授会において最終判断を行っている。審査にお

いては、担当科目を教えるに相応しい教育能力があるかどうかを、研究業績あるいは実務

経験だけでなく、教育実績を含めて多角的に審査をしている。設置申請時においても同様

の適格性の審査を行った。また派遣裁判官教員あるいは派遣検察官教員についても司法研

修所等での教官経験など教育経験のある者の派遣を要請している。

法科大学院の自己点検時においては、各専任教員から提出された「個人調書」をもとに、

自己点検評価委員会が、形式的審査を行った。

専任教員とその担当科目は、別紙「教員一覧」2の通り。

２．点検・評価

学生 900 人に対して求められる専任教員数は 60 人であるから、教員数は基準を満たして

いる。また、必要な実務家教員数は、12 人であるが、この教員数に関しても基準を満たし

ている。（３－４ 表 2 を参照）

教員の適格性については、「専任教員嘱任に関する法務研究科細則」3、「専任教員の昇任

に関する法務研究科細則」4、「任期付き専任教員の身分変更に関する法務研究科細則」5及

1別紙「専任教員嘱任に関する法務研究科細則」「教員一覧」

2別紙「教員一覧」

3別添資料「専任教員嘱任に関する法務研究科細則

4別添資料「専任教員の昇任に関する法務研究科細則」
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び「派遣教員の嘱任に関する法務研究科細則」6に定める資格要件及び手続にしたがって審

査が行われており、問題点はない。

5別添資料「任期付き専任教員の身分変更に関する法務研究科細則」

6別添資料「派遣教員の嘱任に関する法務研究科細則」
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３－２ 教員体制・教員組織（２）〈教員の確保・維持・向上〉

（評価基準）○ 継続的な教員確保に向けた工夫がなされ、教員の教育に必要な能力を適

切に評価し、その後も維持・向上するための体制が設備され、有効に機能していること。

（多）

１．現状

本法科大学院における人事は、研究科人事委員会が、法科大学院設置基準、同認証評価

基準および研究科が設置する科目等に照らして策定した人事計画により、具体的条件を提

示して、候補者の推薦を求める研究科内公募の形式を採っている7。昇任については、「専

任教員の昇任に関する法務研究科細則」により、「審査委員会」を構成し審査するものと

されている。

２．点検・評価

現状に記述した方法により、教員として優秀な人材の確保ができているものと考えてい

る。次世代を担う教員の育成についても、「助教に関する法務研究科内規」を定め、若手研

究者の任用・養成に努めている。

7別添資料「専任教員嘱任に関する法務研究科細則」第 9 条、第 11 条
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３－３ 教員体制・教員組織（３）〈専任教員の構成〉

（評価基準）○ 教員の科目別構成等が適切であり、バランスが取れている等、法曹養成

機関として充実した教育体制を確保できるように配慮されていること。（多）

１．現状

法律基本科目担当の専任教員の必要数（表１）、実務家教員の割合及び教授の比率につい

ては、ともに基準を満たしている。

憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法のそれぞれの分野に該当す

る各科目について、各教員の科目適合性については、別紙「法律基本科目担当者一覧」の

通りである。

表１ 専任教員の必要数

憲法 行政法 民法 商法
民事

訴訟法
刑法

刑事

訴訟法

必要

教員数

公法系

4 名
4 名 2 名 2 名

刑事法系

4 名

実員数 4 名 3 名 10 名 6 名 4 名 7 名 4 名

先端・展開科目の専任教員数は、労働法 3 名、独占禁止法 1 名、環境法 1 名、知的財産

法 2 名であり、国際関係科目の専任教員数は 5 名、基礎法科目の専任教員数は 4 名、外国

法科目の専任教員数は 3 名、実務系科目の専任教員数は 16 名である。

２．点検・評価

現状に記述したとおり、法律基本科目を担任する各専任教員は、いずれも科目適合性の

観点から適格性を充足しているものと思われる。

法律基本科目に関する各分野について、必要とされる専任教員数は、公法系 4 名、刑事

法系 4 名、民法に関する分野 4 名、商法に関する分野 2 名、民事訴訟法に関する分野 2 名

以上であり、上記表のとおり、各科目とも必要教員数を充足している。
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３－４ 教員体制・教員組織（４）〈教員の年齢構成〉

１．現状

専任教員の年齢構成（表２）については、50 代の専任教員が多く、40 歳以下の専任教員

が少ない。現在は、年齢構成の上で改善をしなければならない点はないが、今後の人事政

策として 40 歳以下の若手研究者教員の補充が課題となろう。

表２ 教員の年齢構成

40 歳以下 41～50 歳 51～60 歳 61～70 歳 71 歳以上 計

専任教員

研究者

教員

5 名 6 名 23 名 20 名 0 名 54 名

9％ 11％ 43％ 37％ 0％ 100.0％

実務家

教員

1 名 7 名 6 名 6 名 0 名 20 名

5％ 35％ 30％ 30％ 0％ 100.0％

合計
6 名 13 名 29 名 26 名 0 名 74 名

8％ 18％ 39％ 35％ 0％ 100.0％

２．点検・評価

教員の年齢構成につき、教育の多様性や教育・研究水準の維持発展の観点から現状に問

題はない。

現状の教員の年齢構成については特段改善を要する問題はないが、10 年後の年齢構成を

考えたとき、教員の補充に際しては、45 歳以下の若手教員を積極的に採用することと、次

世代を担う法科大学院教員の養成が大切であると考えている。
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３－５ 教員体制・教員組織（５）〈教員のジェンダーバランス〉

１．現状

表３ 教員のジェンダー構成

教員区分

性別

専任教員 兼担・兼任教員

計研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

男性
50 名 16 名 41 名 33 名 140 名

93 ％ 80％ 91％ 80％ 87.5％

女性
4 名 4 名 4 名 8 名 20 名

7％ 20％ 9％ 20％ 12.5％

全体における女性の割合 11％ 14％ 13％

２．点検・評価

女性の専任教員は 8 名（11％）であり、改善されてきているが、なお少ない。女性の法

学研究者が男性に比べて極めて少ない日本の現状を考えたとき、適材の女性研究者教員を

確保することは困難な状況にあるが、教員のジェンダー構成の適正化を考えて、新規嘱任

教授については、女性教員の採用に努力をしている。2009 年には、助教として、1 名の女

性教員を嘱任した。
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３－６ 教員支援体制（１）〈担当授業時間数〉

１．現状

2008 年度春学期 教員担当コマ数

教員区分

授業

時間数

専任教員 兼担教員・兼任教員

備考
研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

最 高 12.4 9 3 1.5
１コマ

９０分
最 低 1 1 0.53 0.26

平 均 6.84 3.53 1.2 0.89

2008 年度秋学期 教員担当コマ数

教員区分

授業

時間数

専任教員 兼担教員・兼任教員

備考
研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

最 高 15.0 11.0 4.0 1.0
１コマ

９０分
最 低 1.13 1.0 0.125 0.13

平 均 6.29 4.02 1.26 0.83

2009 年度春学期 教員担当コマ数

教員区分

授業

時間数

専任教員 兼担教員・兼任教員

備考
研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

最 高 12.2 9.0 3.0 1.4
１コマ

９０分
最 低 2.0 1.0 0.2 0.2

平 均 6.42 3.37 1.2 0.8

2009 年度秋学期 教員担当コマ数

教員区分

授業

時間数

専任教員 兼担教員・兼任教員

備考
研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

最 高 16.16 8.66 4.0 2.0
１コマ

９０分
最 低 2.0 2.0 0.13 0.2

平 均 6.27 3.39 1.25 0.91
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2010 年度春学期 教員担当コマ数

教員区分

授業

時間数

専任教員 兼担教員・兼任教員

備考
研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

最 高 11.1 6.0 3.0 1.0
１コマ

９０分
最 低 1.0 1.0 1.0 0.26

平 均 5.37 2.83 1.25 0.72

2010 年度秋学期 教員担当コマ数

教員区分

授業

時間数

専任教員 兼担教員・兼任教員

備考
研究者教員 実務家教員 研究者教員 実務家教員

最 高 11.3 12.3 2.0 1.0
１コマ

９０分
最 低 1.0 1.0 0.13 0.2

平 均 6.2 3.46 0.86 1.2

［注］ １ 教員が早稲田大学において担当する週当たりの最高、最低及び総平均授業時間（コマ数）

を記載した。

２ 専任教員については、早稲田大学における担当コマ数を、兼担・兼任教員については、本法科大

学院での担当コマ数を記載した。

２．点検・評価

本法科大学院の教員は、授業準備に多大な時間を費やしている。授業において、対話形

式で、短時間に高い水準をもった情報の提供と討論を実現するため、教員は専門的情報の

整理のみでなく、授業の進め方についても事前の周到な準備を必要とする。さらに、授業

の効果を測定するために、定期的なレポートを学生に作成させる方法を採用している教員

にとっては、このレポートの採点作業にも多くの時間を要する。このような目標・現状の

もとでの教育実践においては、その授業の質を維持するために、教員の授業担当コマ数を

制限することが重要になる。

そのため本法科大学院では、「法務研究科教員の服務等に関する内規」において、「教員

は、本学において通年で 16 単位（1 週平均 4 時限（1 時限は 90 分とする））以上の各授業

科目および研究指導（以下、「授業等」という。）を担当することを原則とし、「通年で 30

単位（1 週平均 7.5 時限）を超えて授業等を担当することはできない」としているが、本法

科大学院の多くの教員が法学部・大学院法学研究科の授業を兼担しており、この制限を超

える教員もいる。同内規では、そうした場合には、「通年で 30 単位（1 週平均 7.5 時限）を

超えて授業等を担当しなければならないときは、その理由を附して研究科長に申請をしな

ければならない。研究科長は、教授会の承認を得て、これを許可するものとする」と定め、

やむを得ない場合に限って、これを認めることとしている。
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多くの教員については、担当授業時間数が、授業の準備等に要する時間等も考えて適当

であると考えられる。しかし、法学部・大学院法学研究科の授業を兼務している教員のな

かには基準を超える授業時間数になっている場合がある。法学部や大学院法学研究科に在

籍する学生からは、教員が本法科大学院への授業準備に多くの時間を割いているのではな

いかとの不満も出されているところであり、本法科大学院の授業の充実ということばかり

でなく、法学部や大学院法学研究科の充実という観点からも、授業担当時間数が基準を超

えている教員が居る点については、早急に改善をしなければならない点であると認識して

いる。
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３－７ 教員支援体制（２）〈研究支援体制〉

１．現状

本法科大学院は、法学教育における理論と実務の架橋を目標としているが、その教育目

標の達成は、教員が実際に取り組んでいる具体的紛争や理論研究のなかで感じている緊張

の一端を、迫力をもって学生に伝えることで実現する部分がある。それゆえ、教員には、

その研究を支援する体制を保障する必要がある。以下、人的な支援体制、施設・設備面で

の支援体制、経済的・研究休暇にかかわる支援体制について、現状の確認と評価をおこな

う。

（１）人的な支援体制

教員総数 職員総数 TA の総数

74名 16名 41名

［注］ １ 「教員総数」は、2010年5月1日現在の総数。

２ 「職員」とは、学校法人との契約関係に基づき、法科大学院の事務を担当している者を指します。

専従者、派遣職員、パート等を含み、雇用形態は問いません。パートの人数は、フルタイムの人数に

換算。

３ 「TA」とは、教育的配慮の下に、法科大学院の学生に対する教育的補助業務を行う者を指し、そ

の名称を問わない。

教員の研究支援という点からは、多くの時間と労力を必要とする教員の教育活動につい

ての人的支援体制が整えられることが重要である。

現在、学生の学習を支援するためのスタッフとして、職員（専任職員・嘱託職員・派遣

職員）16 名とティーチング・アシスタント（TA）41 名（2009 年度秋学期、2010 年度春学

期の延べ数）が配置されている。この他、入試業務を支援するために、季節的パートタイ

ム職員 21名がいる。

TA は、各教員の希望により授業やその準備等を支援するための TA と事務所での教材作

成や授業補助（法廷教室の機器類の操作等）のために配置されている TA（一般 TA）がい

る。TA は総時間数で予算化されており、今年度、本法科大学院に割り当てられた総時間数

は 7,500 時間である。

期末試験のときには、TA とは別途に、他研究科の大学院在学生から補助監督員を募集し、

各教員の期末試験の実施を支援している。

研究支援体制にとって重要なチューター制度及びアカデミック・アドバイザー制度につ

いては、７－８で触れられる。

授業で配付する教材・レジュメの作成は、基本的には、各教員が「法科大学院教育研究

支援システム」に掲載をすることになっているが、著作権法上の問題もあり、事務所に対

して教材等の作成を依頼することも少なくない。依頼のあった教材等については、一般 TA

が印刷し、各教員がそれを教室で配付する場合と事務所でそれを配付する場合がある。事
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務所で配付する教材については、当該科目の履修であるか否かを確認のうえ、事務所カウ

ンターで配付している。教材の中には回収を義務づけられている教材もあり、そうした教

材については事務所で回収を行っている。

授業で配付する教材等の作成について、「法科大学院教育研究支援システム」に掲載する

ことで、教員の教材等の作成の事務量はかなり軽減されている。

（２） 施設・設備面での体制

専任教員・兼担教員には、個人研究室と PC が貸与され、PCは学内 LAN に接続されており、

図書館のサーバーを経由して全世界の判例や雑誌論文、新聞記事等を検索・印刷すること

ができるほか、「法科大学院教育研究支援システム」によって、法学研究に必要な国内情報

（判例、学術雑誌、法令、新聞・雑誌記事、行政情報等）のほぼすべてにアクセスできる

環境が整っている。

「法科大学院教育研究支援システム」については、学外においても 2 台の PC からアクセ

スが可能な設計となっているため、自宅の PC でも、教材を提示することが可能である。ま

た、研究室棟 8 号館の偶数階には、コピー室が設置されており、コピーの作成が研究室の

直近でできる体制となっている。

（３）経済的な支援体制

専任教員が個人で行う学術研究を助成するため、個人研究費として年間 423,000 円、学

会出張補助費として 90,000 円、海外学会出張補助費として 110,000 円、複写代補助費とし

て、半額補助（個人研究費支出の範囲内）が支給されている。このほか、専任教員が個人

または共同で行う研究に対し、大学が助成する特定課題研究助成費（50 万円～500 万円）

がある。学会活動を支援するための学会経費補助金・大会開催補助金・懇親会補助金、学

術論文掲載料補助費、学術研究書出版制度、講演会に対する補助金、国際的ワークショッ

プ等開催助成費などの支援もある 。図書費・図書資料費・データベース資料費として 2,250

万円が本法科大学院に予算配分されている。

外部の競争的研究資金の獲得もおこなわれており、本学研究推進部が中心となって、競

争的研究資金の獲得のための精度の高い支援体制もできている。この関連で、外部資金の

公正で適正な支出という点を確保するための、職員による教員への助言・支援体制も、相

当に厳格な基準で構築。運用されている。

特別研究期間制度として 2009 年度は 3 名、2010 年度は 1 名が適用を受け、海外の大学・

研究機関で研究をおこなっている。適用者は授業担当を免除され、自身の研究に集中する

機会が与えられている。また、海外で特別研究期間を実施するものには 350 万円を上限と

して旅費・滞在費が支給されている。
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２．点検・評価

本法科大学院の専任教員は、それぞれの属する学界において先端的な研究を展開してお

り、このことは、本法科大学院には研究支援する体制が一般的に実現されていることを証

するものであると考えられる。専任教員による国内外の学会での研究報告、研究論文の作

成、学外研究資金の獲得、そして本法務研究会での国際研究会議の開催などの高い質と量

は、本研究会における研究支援体制が整っていなければ実現しえないものである。このよ

うなことから、教員の研究活動を支援するための制度・環境は整えられていると評価され

る。

まずは、教員の人的な点からの研究支援体制は、各個々の職員や TA の努力により、必要

とする支援は十分に確保されていると考えられる。しかしながら、160 名以上の教員と 793

名の学生を抱え、約 400 クラスの学科目を展開している本法科大学院の教員の教育研究及

び学生の学習を支援する人的体制としては、なお不十分であると認識している。取りわけ

て、職員については、夜遅くまでの勤務が常態化しており、労働条件の改善が望まれると

ころである。週休二日制が完全実施され、土曜日出勤の職員については、振替休日を取る

ことになっているため、事務所内での担当者がそろわず事務が一部停滞することもあり、

変則的週休二日制の運用については、なお改善の必要があるように思われる。
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第４分野 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み

４－１ 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み（１）〈FD 活動〉

１．現状

（１） 取り組み体制

教育内容・教育方法の改善活動の取り組み体制は、前回認証評価時と同様、法務研究科

規程第 14 条別表第 1 で「教授方法・効果（Faculty Development）に関する事項」を所管

するとされる FD 委員会が中心となっている。同委員会は、2 年任期の委員 5 名および職務

上の委員である教務担当教務主任からなり、一部の委員を除き、任期満了で交代すること

で、より多くの教員がＦＤ委員会の活動に従事するようにしている。また、各法領域から

バランスよく委員を選任しているのも、ＦＤ活動に対する認識を共有化するためである。

現在、ＦＤ委員会の構成は、職務上の委員を除き、基礎法系 1 名、民事系 1 名、刑事系 1

名、公法系１名、実務系 1 名（実務家教員１名）となっている。

また、担当分野毎のＦＤ活動を含めた教学事項に関する組織として、法務研究科規約第

14 条別表第 2 に基づき、民事法系、企業法系、刑事法系等の８つの教学懇談会を設置し、

カリキュラム編成のほか、シラバスを含めた授業内容の統一・調整、授業方法の検討等を

行っている。

（２） 取り組み内容

①ＦＤ委員会の活動概要

前回認証評価までと同様、ＦＤ委員会は、研修会の開催、授業の相互参観、授業アンケ

ートの実施作業を行うとともに、その結果を各教員および教授会へ報告している。なお、

研修会の開催、授業の相互参観、授業アンケートに関する記録は、事務所において保存し

ている。

②研修会の開催

各年度、春学期と秋学期の 2 回、FD 研修会を行っている。2010 年度の春学期からの新

カリキュラムの実施を踏まえて、2010 年 5 月に開催された研修会では、新設科目や内容を

変更した科目を中心に新カリキュラムの実施状況と問題点について、各科目の担当者の報

告に基づき意見交換を行った。また、同年 9 月に開催された研修会では、本学と同じくカ

リキュラム改革に取り組んでいる明治大学法科大学院のカリキュラム改革の目的・経緯・

課題等について明治大学大学院長を招いて報告してもらい、意見交換を行った。いずれも、

教授会後の時間に設定し、40 名程度の参加者を得た。

③授業の相互参観（見学）

2009年度、2010年度も、従来と同様、春学期と秋学期の2回、授業の相互参観期間を設け、

相互参観を実施した。専任教員は、原則として各年度内に一度は授業見学をするよう要請し

ている。相互参観の実施率を向上させるため、ＦＤ委員会で検討の上、授業アンケートの結果
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や科目間のバランスを考慮して推奨授業を設けて、見学を促した。事務所に届け出た数によ

ると、2009 年度の秋学期は見学教員数 21名、被見学授業数 20 コマ、2010 年度の春学期は

見学教員数 18 名、被見学コマ数は 16 コマであった。

④外部からの見学者

本法科大学院では、随時外部からの見学者を受け入れている。2０09 年度、2010 年度の見

学者には、タイタマサート大学一行(30 名)、司法研修所(15 名)、中国全南大学教務主任・学

生、スイスザンクトガレン大学一行（5名）、中国刑事司法関係者(20 名)、カンボジア司法官(5

名)、フィリピン司法官(10 名)などがあった。

⑤外部研修会への参加等

2010年8月および9月に司法研修所にて開催された法科大学院協会主催の教員研修会に、

同協会研修等主任の 1 名を含めて、本法科大学院から 3 名が参加した。また、2010 年 3

月に開催された法科大学院協会主催のシンポジウムにも本学から 6 名が参加した。そのほ

か、外部の各種研修会等について各教員に周知し、その参加を促している。

２．点検・評価

（1） 取り組み体制

ＦＤ委員会の構成・組織は適切に行われている。また、同委員会からの教授会での報告・

提言ならびにＦＤ研修会において、その問題意識は、教授会構成員に共有されている。

（2） 取り組み内容

研修会については、各年度各 2 回、必ず実施しており、テーマも毎回変え、必要に応じ

て外部講師を招くなどしており、各教員からも活発な発言があり、適切に実施されている。

授業見学については、見学する教員の率が不十分である。その一つの理由は、法科大学

院発足時から相互参観制度を実施しているため、各教員は、既に自分の担当する科目ない

し関連する科目の授業については、過去に既に参観してしまっていることにあると考えら

れるが、なお実施率の向上が課題といえる。

外部研修会への参加については、その成果を各教員へフィードバックする方法について

検討の余地が残されている。
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４－２ 教育内容・教育方法の改善に向けた組織的取り組み（２）〈学生評価〉

１．現状

（１） 調査方法

ＦＤ委員会が主体となって、教育支援システムを利用し web 上で無記名の学生アンケー

トを実施している。また、メーリングリストによる目安箱を設け、学生が直接執行部に意

見、要望を伝えることができるようにしている。

（２） 授業アンケート

2009 年度春学期までは、各学期に 1 回、学期途中にアンケートを実施してきた。法科大

学院において重要と考えられる双方向授業の実施、予習・復習のバランス、適切な難易度

の設定等々をめぐりその現状について、学生の評価を得ることで、授業方法の改善に努め

ようとするものであり、実際に、ほとんどの点で年を追うごとに、その評価は向上してき

た。具体的には、アンケートの結果、当初、課題として認識された双方向授業の浸透や、

予習量の適正化が、着実に進んできたと言える。また、こうした各項目についての評価の

みならず、授業への総合的満足度が、双方向的授業の実施と相関関係にあるなど、授業構

成における重要な要素のありかについても知見を得ることができた。

反面、いくつかの課題も発見された。おおむね高い評価を得ながら、若干の教員につい

て評価が有意に低い場合があること、アンケートの実施が学期ごとに 1 回に限られていた

ことから、十分に評価可能な授業実施後にアンケートを実施した場合、各教員において学

生評価の結果を授業に反映させるには遅すぎること、逆に、授業への反映・改善を目的と

し早期に実施した場合には、適切な授業評価を得られるほどの授業回数を確保できないこ

となどであった。

こうした問題点を踏まえて、各教員への評価結果のフィードバックと併せて、複数教員

に担当される同一必修科目については、その平均評価についてもフィードバックし、比較

検討できるように改善してきたほか、2009 年度秋学期からは、学生評価を受けて直ちに授

業改善に反映させるべき質問項目と、授業終了後の的確な評価を要する項目とに分け、授

業期間中、授業期間終了直後の 2 回に分けて実施するように改善を施した。

なお、学生の回答率は、2009 年度の春学期が 54 パーセント、秋学期中間が 55 パーセン

ト、秋学期学期末が 29 パーセント、2010 年度春学期中間が 61 パーセント、春学期学期末

が 34 パーセントであった。

また、授業アンケートの結果については、総合的分析結果を教授会で報告するとともに、

先にのべたように、必修科目に関してアンケート結果（平均点）を記した表を教授会で配

布し、当該科目の担当教員が自己の授業の相対的評価を知りうるようにしている。また、

各担当教員には、すべての項目に関する数値および記述欄の意見を示すとともに、それに

対する所感の提出を求め、それを教育研究支援システムを通じて履修学生に公表している。
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２．点検・評価

アンケート中の学生の満足度は、年を追うごとに向上しているが、これは、各担当教員

がアンケートの結果を参考に授業の内容・方法の改善に取り組んできた成果といえる。

学期中 2 回アンケートをとる方法については、まだ変更後の実績が蓄積されていないた

め十分な評価はできないものの、これにより、早期の授業改善への取り組みと、授業全体

の総合評価という 2 つの目的が達成されるものと考えられる。

回答率については、授業改善につながる授業期間中のアンケートについてはそれなりの

回答率が確保されているものの、授業期間終了後のアンケートへの回答率は低く、その向

上へ向けた検討が今後必要である。この点は、アンケート結果の学生へのフィードバック

の有効性とも関連し、この点を検討する必要がある。
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第５分野 カリキュラム

５－１ 科目構成（１）〈科目設定・バランス〉

１．現状

（１）科目群の構成は次の通りである。各科目群に配当されている具体的な科目は、別添

別紙「2010 年度 大学院法務研究科 学科目配当表」に示した。

・法律基本科目群：36 科目（うち必修 25 科目、選択 11 科目）

内訳：民事系 20 科目（うち必修 14 科目、選択 6 科目[中級民法、発展民事訴訟法、

民法応用演習、民事手続法応用演習、民事法応用演習、商法応用演習]）、

刑事系 9 科目（うち必修 6 科目、選択 3 科目[発展刑事訴訟法、刑法応用演習、

刑事手続法応用演習]）

公法系 7 科目（うち必修 5 科目、選択 2 科目[憲法応用演習、行政法応用演習]）

・法律実務基礎科目群：25 科目（うち必修 3 科目、選択必修 22 科目[2 科目履修]）

・基礎法学・隣接科目群：25 科目

・展開・選択科目群：97 科目

なお、必修科目のうち、3 科目（6 単位）が法律実務基礎科目であり、かつ、各自が

基礎法学・隣接科目群、法律実務基礎科目群、展開・選択科目群を合計し 28 単位以上

選択して履修することが修了要件の１つとなっているため、法律実務基礎科目，基礎

法学・隣接科目及び展開・先端科目の合計で 33 単位以上という要件は満たしている。

また、2009 年度より、以下の変更を行った。

・法律基本科目群・法律実務基礎科目群のうち必修科目について、内容の見直し、お

よび、科目名称の変更を行った。その具体的な内容は、次の通りである。

2009 年度 1 年次入学者まで 2010 年度１年次入学者より

配当 科目名
単

位
配当 科目名

単

位
備考

1 年春 民法 I 4 → 1 年春 民法 I 4

総則総論･

物権総論

1 年春 民法 II 4 → 1 年春 民法 II 4 債権・契約

1 年春 民法 III (新設) 2 家族

1 年春 刑法 4 → 1 年春 刑法Ⅰ 4 総論

1 年春 人権論 2 → 1 年春 憲法 I 2

1 年秋 国家と法 2 → 1 年秋 憲法 II 2

1 年秋 民法 IV (新設) 2 契約各論

1 年秋 民法 III 2 → 1 年秋 民法 V 2 担保
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1 年秋 民法 IV 2 → 1 年秋 民法 VI 2 不法行為等

1 年秋 民事訴訟法 4 → 1 年秋 基礎民事訴訟法 4

1 年秋 会社法 I 2 →2 年春へ

1 年秋 刑法 II （新設） 2 各論

1 年秋 刑事訴訟法 4 → 1 年秋 基礎刑事訴訟法 4

‘08 年度 1 年次入学者・‘09 年度既修認定者まで ‘09 年度 1 年次入学者･’10 年度既修認定者より

2 年春 民事法総合 I 2 → 2 年秋 民事訴訟法総合Ｉ 2

2 年春 会社法 I 2

2 年春 会社法 II 2 → 2 年秋 会社法 II 2

2 年春 刑法総合 I(新設) 2 総論の応用

2 年春 刑事法総合 I ※各論 2 → 2 年秋 刑法総合Ⅱ 2 各論の応用

2 年春 憲法総合 2 → 2 年春 憲法総合 2

2 年春 行政過程論 2 → 2 年春 行政法 2

2 年春 弁護士の役割と責任 2 → 2･3 年春 法曹倫理 2

2 年春 民事法総合 III 2 → 2 年秋 民法総合 I 2

2 年春 刑事法総合 II 2 → 2 年秋 刑事訴訟法総合 2

2 年秋 民事法総合 II 2 → 3 年春 民事訴訟法総合 II 2

2 年秋 商法総合 2 →3 年春（会社法総合）へ

2 年秋 民事法総合 IV 2 → 3 年春 民法総合 II 2

2 年秋 行政法総合 2 → 2 年秋 行政法総合 2

2 年秋 民事訴訟実務の基礎 2 → 2･3 年春 民事訴訟実務の基礎 2

2 年秋 刑事訴訟実務の基礎 2 → 2･3 年秋 刑事訴訟実務の基礎 2

3 年春 会社法総合 2

合計単位数 58 合計単位数 66

・法律基本科目群中の選択科目について、2009 年度１年次入学者・2010 年度既修認定

者より、「法律基本科目応用演習」を 3 年次に 2 科目選択して履修することとした。

（２）法曹に必要な資質・能力を養成し、かつ、多様な法曹を社会に送り出すという法科

大学院制度の理念（これは本法科大学院が追求する理念でもある）を実現する趣旨から、

科目の履修を次のように設定している。

・法律基本科目：必修 25 科目（60 単位）

※法律基本科目応用演習：3 年次に 2 科目（4 単位）選択

・法律実務基礎科目：必修 3 科目（6 単位）、選択必修 2 科目（4 単位）
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・基礎法学・隣接科目：選択必修 2 科目（4 単位）

・展開・先端科目：法律実務基礎科目（選択必修部分）および基礎法学・

隣接科目と合わせ 14 科目（28 単位）

（３）学生の履修科目状況（上記 4 科目群ごとの履修単位数の平均）は、次の通りである。

科目群 １年 ２年 ３年 計

法律基本科目 33.4 22.6 8.7 64.7

法律実務基礎科目 0.0 8.7 2.0 10.7

基礎法学・隣接科目 4.4 1.4 0.4 6.2

展開・先端科目 0.2 2.5 19.2 21.9

※2010 年 11 月 5 日現在のデータで算出

２．点検・評価

法律基本科目、法律実務基礎科目、基礎法学・隣接科目、展開・先端科目の 4 科目群す

べてについて科目を開設している。さらに、展開・先端科目として極めて多様な科目を開

設している点も、本法科大学院の大きな特徴である。このように、法律基本科目群のみな

らず、その他の科目群もバランスよく履修できるように科目の配当が設計されており、学

生の状況を見ても、特定の科目群に偏った履修状況は見られない。
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５－２ 科目構成（２）〈科目の体系性・適切性〉

１．現状

（１）法律基本科目および法律実務基礎科目

法律家にとって必要な法律知識とその運用を効果的に学修するために、法律基本科目お

よび法律実務基礎科目を次のように開設している。

（a） 1 年次

法律基本科目のうち、憲法・民法・刑法・民事訴訟法・刑事訴訟法の科目を開設し、こ

れらの領域に関する基礎的な知識・理論を修得するものとしている。

（b） 2 年次～3 年次

法律基本科目においては、1 年次に履修した科目について、2 年次～3 年次春学期に総合

科目を設置している。これは、1 年次に修得した基礎的な知識・理論をより強固なものにす

るとともに、法律家として直面する様々な事案に対応するための総合的な能力を身につけ

ることを目的としている。また、行政法・会社法の科目を設置し、同様のことを修得する

ものとしている。

法律実務基礎科目においては、法律基本科目において修得した知識・理論と有機的に関

連づけながら、法律実務に関する基礎的な素養を身につけるものとしている。

さらに、3 年次に法律基本科目がほとんどないという学生の要望に応じるため、2007 年

度より、法律基本科目応用演習を開設・増設した。そして、2009 年度 1 年次入学者・2010

年度既修認定者より、3 年次に法律基本科目応用演習を 2 科目（4 単位）履修しなければな

らないものとした。これにより、法律基本科目および法律事務基礎科目において修得した

知識・能力を、文書作成や口頭発表・討論等の方法を通じて一層発展させることが可能と

なった。

また、2010 年度より、選択科目として、中級民法、発展民事訴訟法、発展刑事訴訟法を

新設した。これは、既修者認定を受けた学生が、1 年次の科目の履修を免除されているもの

の、やや苦手な科目がある場合に、当該科目へのより良い理解を後押しするとともに、2 年

次以降の法律基本科目の学修にスムーズに移行することができるようにするために、新た

に設けたものである。なお、これらの科目は、既修者認定を受けた学生の他、1 年次より進

級した学生も履修することができるものとしているので、1 年次の科目だけでは民法・民事

訴訟法・刑事訴訟法を十分に修得できなかった学生にとっても、有意義な学修の機会とな

っている。

（２）展開・先端科目――9 分野のワークショップ

学生の多様な問題意識と将来目指す法曹像に対応するために、展開・先端科目として、

専門分野別に科目をセットした 9 分野のワークショップを用意している。各ワークショッ

プには、別添資料「2010 年度 大学院法務研究科 学科目配当表」の通り、極めて多種多様
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な科目が開設されている。これによって、学生は、将来の法曹像を描きながら、希望する

分野の専門知識を体系的・有機的に学修することができるシステムとなっている。

各ワークショップに配当された具体的な科目については、本法科大学院の理念との関連

性や学生の履修状況を見ながら、随時、新設や見直しを行っている。

（３）研究論文指導・ペーパーオプション

将来の進路として研究者を志望する学生や、研究論文が執筆できる能力を持った法曹の

養成に資するために、「研究論文指導Ⅰ・Ⅱ」を開設している。この科目は、指導教員の指

導を毎週受けながら、5 万字程度の学術論文を執筆するというものであり、春学期に概要書

（8 千字程度）および中間報告書、秋学期に研究論文（5 万字程度）を作成することにより、

各 2 単位（計 4 単位）を修得することができる。また、春学期もしくは秋学期のみに指導

を受け、半期で研究論文（5 万字程度）を提出し、2 単位を修得することもできる。

さらに、「法律基本科目応用演習」「基礎法演習」「外国法基礎」「外国法演習」「共通選択

科目」の科目群の中で、ペーパーオプションの指定のある科目を履修するとともに、2 万字

程度のリサーチ・ペーパーを執筆し合格したときは、履修した科目の 2 単位に加えて、さ

らに 2 単位を修得することができる。

以上の「研究論文指導」および「ペーパーオプション」により、2007 年度から 2009 年

度までに、16 名の学生が執筆を行った。その中には、研究者志望の学生も含まれており、

かつ、当該学生は大学院博士課程にも進学したため、当初の目的が達成されているといえ

る。

（４）臨床法学教育

2007 年度より、臨床法学教育（クリニック、エクスターンシップ）の科目について、3

年次だけでなく、2 年次秋学期からも履修可能とした。そのため、2007 年度以降は、2 年

次にこれらの科目を履修する学生が増え、その傾向は現在ではかなり定着している。

クリニック・エクスターンシップ登録者数（2007 年度以降）

2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度

2 年 3 年 2 年 3 年 2 年 3 年 2 年 3 年

クリニック 70 62 61 57 69 40 70 55

エクスターンシップ 71 35 80 44 97 27 110 22

２．点検・評価

法律基本科目・法律実務基礎科目については、全体として、基礎→総合→発展のプロセ
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スをたどって学修するシステムとなっており、かつ、学生が不得意科目を進んで履修でき

るような選択の機会も多く設けている。また、多種多様な展開・先端科目を設置するだけ

でなく、研究論文指導・ペーパーオプションや臨床法学教育の科目も設けることによって、

学生が、将来の法曹像を念頭に置きながら、専門知識や実務を修得できるように配慮して

いる。以上の点から、授業科目は体系的かつ適切に配置されていると評価することができ

る。

また、「１．現状」や「５－１科目構成（１）」でも指摘したように、各科目についても、

内容の修正や科目の新設、配当年次や配当学期の見直し等を随時行うことによって、学生

の効率的・効果的な履修を促進し、併せて、教育効果を上げるための施策を着実に進めて

いる。
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５－３ 科目構成（３）〈法曹倫理の開設〉

１．現状

2・3 年次配当の必修科目として「法曹倫理」1 科目（2 単位）を開設している。弁護士倫

理を軸としつつ、裁判官および検察官の倫理を学修する回も 1 回ずつ含み、法曹倫理の基

礎を修得することを目的としている。その内容は次の通りである。

授業計画

第 1 回 法律家とは何か、日本における法律家の役割

第 2 回 受任・辞任と事件処理の倫理

第 3 回 利益相反事件の受任

第 4 回 守秘 義務

第 5 回 相談・助言、調査及び交渉における倫理（1）

第 6 回 相談・助言、調査及び交渉における倫理（2）

第 7 回 誠実義務 と真実義務

第 8 回 報酬及び依頼者との金銭関係

第 9 回 他の弁護士及び相手方との関係

第 10 回 刑事弁護の倫理

第 11 回 国選弁護を巡る諸問題

第 12 回 司法過疎地域における諸問題

第 13 回 裁判官の倫理

第 14 回 検察官の倫理

第 15 回 定期試験

２．点検・評価

開設科目の授業の概要、授業計画等を含めて、開設状況に問題はない。当該科目には、

弁護士教員だけでなく、研究者教員、裁判官経験のある教員、検察派遣教員も参画してい

ることは、法曹倫理を多角的な視点から学ぶという意味で積極的に評価されてよいと思わ

れる。
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５－４ 履修（１）〈履修選択指導等〉

１．現状

本法科大学院は、21 世紀の日本の社会が求める「世界に通用するプロフェッション」と

しての、質の高い優れた法曹と、法曹資格を持った法律専門職（国際公務員・国家公務員・

企業法務担当者・法学研究者）を、一人でも多く育成し、社会に送り出したいと考えてお

り、そのために、既成の枠にとらわれることなく、その能力を発揮できる「挑戦する法曹」、

すなわち、様々な国や文化・階層を超え、多様な価値観のもとに世界の法律問題に正義を

もって向き合える、真のプロフェッションとしての「挑戦する法曹」を、「目指す法曹像」

として紹介している。

そこで、学生が履修科目を選択する際にも、学生が将来目指す法曹に向けて科目を選択

し履修できるよう、本法科大学院のブローシャーや Web ページなどで、上記の「目指す法

曹像」を学生に提示している。また、稲門法曹会、ロースクール稲門会、法務教育研究セ

ンターによる各種の企画や連続講演会等のイベントを開催して、「目指す法曹像」形成のた

めの具体的な情報の提供も行っている。

そして、以上のような法曹になるために必要な科目を学生が適切に履修することができ

るよう、「講義要項」・「科目登録の手引き」「科目配当表・時間割」・「研究科要項」などを

学生に配布して、履修モデルの提示などを行っている。さらに、3 月と 9 月の科目履修登録

時には、それぞれ 2 回ずつ履修相談会を開催し、事務所学務係と教務主任が相談に応じて

いるが、通常時にも、個別面談やメール等を利用しての履修相談に対応している。さらに、

学生間では、高学年の学生が新入生や低学年の学生の相談に乗る自主的な団体

（Welcome-LS）が立ち上がっており、このような組織によっても、相談窓口を設置したり、

メーリングリストを活用しての履修相談が行われている。なお、この団体は、2009 年度よ

り、本法務研究科の承認団体制度の適用を受けている。

また、選択科目については、あらかじめ学生に履修科目の希望をアンケートの形で聴き、

履修希望の多い科目については、クラスの増設やクラス定員の増員等の手段により、学生

ができるだけ希望する科目を履修できるように配慮している。

２．点検・評価

履修選択の理念を明確に設定した上で、そのための情報提供や履修相談等もきめ細かく

行っており、特に問題はないと考えられる。

学生の希望を聴いてクラス増設等の対応をとることは、学生の満足度を高めることにな

る反面、司法試験選択科目の履修を希望する傾向が学生間に根強いために、そのような科

目ばかりが増えることになり、「１．現状」で述べたカリキュラムの理念をゆがめることに

もなりかねない。学生の満足度の上昇とカリキュラムの理念とのバランスをどのように図
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っていくかは、依然として今後の課題である。学生に対しては、本法務研究科の「目指す

法曹像」への理解を深めてもらいつつ、履修科目の適切な選択指導を粘り強く行っていく

必要がある。
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５－５ 履修（２）〈履修登録の上限〉

１．現状

（１）学年別履修単位数は、次の通りである。

・1 年生：学年最高履修単位数 40 単位（春学期 22 単位、秋学期 22 単位）

・2 年生：学年最高履修単位数 36 単位（春学期 20 単位、秋学期 20 単位）

・3 年生：学年最高履修単位数 44 単位（春学期 24 単位、秋学期 24 単位）

（２）2010 年度より、法学未修者に対する教育を充実させる見地から、1 年次における法

律基本科目の履修単位数を 6 単位増やした。その内訳は、民法科目 4 単位、刑法科目 2 単

位である。他方で、会社法 I（2 単位）を 2 年に回したため、1 年次の履修単位数は 4 単位

増となり、最高履修単位数の合計も従来の 36 単位から 40 単位となった。

増加させた民法科目４単位の内容については、2009 年度までのカリキュラムでは、民法

Ⅰ・民法Ⅱで扱われていた。しかし、両科目とも盛りだくさんの内容を含むため、時間の

関係上、早足で授業を進めたり各人の自修にゆだねざるをえない部分もあり、特に民法を

初めて勉強する学生の理解が十分に追いつかない状況も見られた。そこで、民法Ⅰで扱わ

れていた親族相続法の領域、および、民法Ⅱで扱われた契約各論の領域を独立させ、前者

を民法Ⅲ（春学期／2 単位）、後者を民法Ⅳ（秋学期／2 単位）として新設した。これによ

り、これらの領域を授業において丁寧に扱うことが可能となる反面、民法Ⅰ・民法Ⅱにお

いて扱われる領域にも余裕が生まれることとなった。

増加させた刑法科目 2 単位の内容は、2009 年度までのカリキュラムでは 1 年次に扱われ

ていなかった刑法各論の領域である。従来のカリキュラムでは、学生は 1 年次に刑法総論

の領域のみを履修していたが、同領域では理論的な部分が多く、犯罪の具体的なイメージ

がつかみにくいなどの問題もあった。そこで、1 年次に総論・各論を含めて刑法全体を一通

り学修する方が有益であるとの考慮から、刑法Ⅱ（秋学期／2 単位）を新設した。

２．点検・評価

1 年次に履修科目として登録することのできる単位数の上限を年間 40 単位とした点は、

法学未修者に対して手厚い教育を行うために必要な措置である。そして、このような措置

は、「上記 1．現状」で紹介したように、従来のカリキュラムで扱われていた内容を増やさ

ずに、法学未修者がその内容を授業において確実に理解すること（民法科目）、あるいは、

従来のカリキュラムではやや行き届いていなかった、法学未修者が刑法を一通り把握する

機会を確保すること（刑法科目）を目的としている。いずれも、これらの科目への学生の

理解を容易にしようとするものであり、学生の自学自修を阻害しないための工夫・配慮が

なされている。以上のことから、１年生の最高履修単位数を 40 単位としたことは、「年間
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36 単位」を上回る特段の合理的な理由に当たるものと考える。

2 年次に履修科目として登録することのできる単位数の上限は年間 36 単位、修了年度の

年次に履修科目として登録することのできる単位数の上限は年間 44 単位であり、いずれも

適切な範囲におさまっている。

科目登録は Waseda-net Portal システムを使って Web 上で行っているが、このシステム

では、上記の上限を超える履修登録は自動的に排除される仕組みになっている。

なお、補講は休講を補填する措置であり、その範囲を逸脱しての補講などは行われてい

ない。また、補習の類も行われていない。
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第６分野 授業

６－１ 授業

１．現状

（１）授業の計画・準備

① シラバスによる授業計画の提示

学生に対する授業計画の提示は、年度の初めに配布されるシラバスおよび授業期間に随

時内容が更新される教育支援システムによっている。

シラバスは、科目ごとに分野内容の概観、授業内容の概要、使用予定教材、および成績

評価の方法などを提示するものであり、学生に履修選択の指針を与えるとともに、授業期

間中には、現在学習している題目の講義全体における位置づけを学生に把握させるのに資

するものである。また、複数のクラスが開講される必修科目については、教員が単一のシ

ラバスを作成することにより、授業開始前に授業内容と教育方法について確認する機会を

もつことになる。

② 教育支援システム

教育支援システムは、インターネットを介して各回の授業内容、教材を学生に提供し、

予習を促すことにより、効果的な学習を支援するものである。現在、ほとんどの教員が教

育支援システムに習熟している。ただし、少人数のクラスでは、授業の進行に合わせて授

業中に教材を配布したり、メーリングリストにより学生との連絡をとることもできるため、

すべての授業において教育支援システムが利用されているわけではない。

教育支援システムによる予習教材の提供は、一般には、学期が始まる前に全ての授業項

目を一括して掲げ、各回授業の内容をその実施の一週間程度前に掲げることにより行われ

ている。この結果、学生は十分な準備をした上で授業に臨むことができるよう確保されて

いる。また、授業内容の補足文書をシステムに掲げて復習を促すことも行われている。

③ 教材

必修科目のように同一科目を複数の教員が担当する場合には、授業に用いる基本的な教

材を、担当教員が相談の上で決定している。実務的ないし先端的な色彩の濃い科目につい

ては、実務の実態や時事問題も重要になることから、企業のプレスリリースや最新の判例、

さらには学術論文を教材として使用する例がみられる。

教材の提示方法としては、各回の授業内容を詳細に記載したレジュメを教員が作成して、

教育支援システムに掲示する例が多い。レジュメを提示しない授業においても、授業で取

り上げる判例や論文を、判例・文献番号を示すことにより教育システム上に掲載すること

が行われている。さらに、学生にとって印刷に手間がかかり過ぎる教材については、題材

を絞り込んだ上で印刷教材として学生に配布している。
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（２）授業の実施

① 双方向・多方向授業の実践

一般に、法科大学院教育において、双方向・多方向授業の実践が励行されている。本法

科大学院の必修科目については、クラス人数を 50名を目安とし、裁判例や事例を教材とし、

双方向・多方向の授業展開により学生の思考力を醸成することを期している。

もっとも、2004 年度以来の教育経験から、双方向・多方向授業が効果的な科目とそうでな

い科目とがあることが明らかになってきた。一般に、憲法・行政法・民法・刑法科目につ

いては双方向・多方向授業が効果的であり、実際にも、双方向・多方向授業が行われてい

る。これに対し、訴訟法・商法科目は一方向の授業展開が適している部分があり、実際に

も、講義形式と質疑応答を組み合わせた授業が行われている。また、応用演習科目は双方

向・多方向授業が適しており、科目内容を問わず双方向・多方向の授業が多用されている。

なお、授業に際しては必ず出席の確認を行うこととされている。

② 学生の理解度の確認

学生の理解度を確認するために、授業における双方向の講義展開のなかで学生に質問を

発することのほか、小テストや中間テストをしたり、レポートを課して添削をしたりする

ことが比較的多く行われている。また、必修科目において全クラス共通のレポート課題を

出題し、アカデミック・アドバイザーが答案を添削して返却する例や、当該科目の成績優

秀者にヒアリングを実施して、成績優秀者に共通する学習方法を確認する例がみられる。

③ 初学者向けの授業の工夫

1 年生春学期科目の授業においては、初学者向けに授業の工夫が行われている。

民法Ⅰでは、最初の数回の授業で、日常での実例等も交えながら、契約や不法行為など

民法の根幹に関わる制度も説明し、初学者が民法全体を見通しやすくできるようにすると

ともに、教場においては、初学者も気楽に発言することができるよう、雰囲気作りに注意

を払っている。

刑法Ⅰでは、6 月の初め頃、共通の事例問題を教育支援システム上に出題し、全学生が期

限までに解答を作成・提出し、チューターがこれを添削するとともに、アカデミック・ア

ドバイザーが解説会を開いている。これは、初学者が法的な思考パターンや法的な文章に

習熟するための一助とするためのものである。事例を扱う場合において、限界事例ではな

く典型事例から入る、一つの事例には一つの争点しか入れない、その事例のファクターを

一つずつ変化させるなどの工夫も行われている。

憲法Ⅰでは、2010 年度から、純粋未修者向けの授業に純化するために、判例を素材とす

る質疑応答を中心とした授業形式から、憲法の基本的な事柄について教員が解説するスタ

イルへの変更を試みたが、学生から判例についての議論もやりたいという希望が出された
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ため、2 回目以降は、授業の半分程度の時間で教員が問題点の概説をし、残りの時間で基本

判例を質疑応答方式で検討するやり方に変更した。質疑の中では、学生に、何が事案解決

の決め手になるのかを、具体的な事実と関連づけてよく考えること、審査基準といった形

を気にするよりも、具体的事案の中に存在する利益の対立構造を実質的に捉えることの方

が重要であることを強調している。

初学者がオフィスアワーの機会に、授業の内容や返却されたレポートや答案に関して質

問をすることが多いため、各教員において、そのような初学者に対して、授業の意図、出

題の意図や採点基準・結果等について、とりわけ丁寧に説明するなどの対応をしている。

④ 授業の内容・水準の統一確保

複数のクラスを開講している必修科目の授業については、教員が相談した上で同一のシ

ラバス、同一のテキスト、同一の教材を用いることによって、授業の内容の統一を図って

いる。また、必修科目のいくつかにおいては、共通進行表を用いて各教員がレジュメを作

成するようにしており、授業内容の統一がいっそう図られている。

複数クラス開講の必修科目では、定期試験を統一問題で出題することを基本としており、

これによっても授業内容・水準の統一が促される。統一問題を出題する場合、採点基準を

統一し、不合格の答案については教員が合議の上で決定しており、成績評価の公平性も確

保されている。複数のクラスを開講している必修科目の定期試験における出題、採点基準、

合否判定の統一確保は、強く励行されており、現在では、ほぼ達成されている。

（３）授業のフォローアップ

① オフィスアワーの活用

授業の内容や科目の勉強についての学生の質問や相談に教員が応じるオフィスアワーは、

法科大学院教育おいて重要な役割を果たしている。本法科大学院では、専任教員は、当該

学期に授業を持っていると否とに拘らず、一コマの時間帯（90 分）をオフィスアワーとし

て確保することが義務づけられている。また、兼担教員についてもオフィスアワーの開設

が勧められている。

オフィスアワーの利用に、電話やメールでの予約を求める教員もあるが、そうでない教

員の方が多い。オフィスアワーの利用は、授業の内容、クラスの規模、教員・学生のパー

ソナリティによって大きなばらつきがあり、少数の教員のオフィスアワーは活発に利用さ

れているものの、年に 1，2 件の相談しかない教員もいる。

② 定期試験の活用

定期試験は、単に成績評価のためにあるのではなく、学生が限られた時間で問題を解き、

思考結果を文章にまとめる訓練を行う場としても重要である。そこで、本法科大学院では

各教員に対し、定期試験の答案を添削し、学生に返却するよう求め、さらには、定期試験
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の講評を教育支援システムに掲載するか、講評のための授業を開催するよう求めている（別

紙資料）。このような添削や講評を受けることによって、科目内容に対する学生の理解は格

段に進むと考えられる。

また、過去の定期試験の問題は、原則として教育支援システム上に公表されている。学

生の自主的な学習に資するためである。

（４）各科目の状況

以上が全般的な状況であるが、必修科目を中心とした各科目分野の状況はつぎのような

ものである。

① 憲法

憲法関係の授業としては、「憲法Ⅰ」（1 年春学期）、「憲法Ⅱ」（1 年秋学期）、「憲法総合」

（2 年春学期）の 6 単位の必修授業が設けられている。その授業の実施方法は講義中心の 1

年次と判例の事案分析を行う 2 年次では異なるが、ロースクールでの憲法学習の総まとめ

の意味を持つ「憲法総合」に即して説明をすると、2 年春学期に 7 クラスが開設され、7 名

の教員が担当している（なお、1 年次の憲法Ⅰ・Ⅱは 4 クラスを 4 人で担当している）。授

業内容の共通化と水準確保のために、①共通のシラバスを作成して学生に提示し、それに

そって共通の授業を行っていること、②14 回の授業について、各回の授業の「予習案内」

を作成し、あらかじめ学生に掲示していること、それに即して、講義をおこなっているこ

と、③授業の際の学生への質問についても、あらかじめ系統的に質問表を作成し、基本的

にそれに沿って質疑形式の授業を進めていること、④定期試験では統一問題を出題し、採

点基準についても事前に打ち合せていること、⑤採点にあたって、とくに不合格の答案に

ついては相互に答案に目を通して採点の客観性を担保していること、などに努めている。

授業の基本方針として、主要な 14 の論点を取り出し、その論点を中心に講義を進めるが、

具体的には、当該単元の論点に関する重要な憲法判例を一つ選び、その判例（「検討判例」

と呼んでいる）を検討することを通じて、当該分野全般についての質疑応答を行っている。

学生には、①当該単元に関する憲法上の論点を予習課題として提示し、②当該単元にかか

る憲法判例（「検討判例」）をあらかじめ読んでくることを要求している（下級審から最高

裁まで）ほか、③当該「検討判例」に関連する必読判例・参考判例をも提示し、できる限

り予習してくることを要求している。

この結果、学生からは、予習の分量が多すぎるという不満が少なからず出されていた。

そこで 2007 年度以降、取り上げる判例を絞り込み、現在は検討判例のみを印刷教材として

学生に配布している。

各回の授業は、検討判例について、事実、原告・被告の主張、憲法上の争点、裁判所の

判断などについて、教師が質問し、学生に答えさせるという方式で進められている。前述

のように、学生には、約 1 週間前に、あらかじめ「予習案内」を配付している。そのなか

で、当該単元で扱う憲法問題に関する基礎的事項に関する質問と、検討判例・必読判例・
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参考判例を掲げている。また、教員の一部は、さらに「検討判例」の読み方や必読判例の

選定について、予習の際の指示を与えている。

授業は、教員から学生に対する質問と学生の解答とによって進められるが、一部の教員

は、授業のはじめに基礎事項について概説し、授業の最後にまとめを行っている。2010 年

度においては講義が上滑りにならないよう、基礎的事項の確認にこれまで以上に注意を払

うように心がけた。また 1 クラス 40 数名の学生のうち、半数以上に答えさせるように質問

を配分している。学生を指名するほか、任意の発言を求めることも多い。質問は、判決の

事実、当事者の主張、判決の論理について、判決の理解を問うものと、判決の論理や結論

への賛否について自己の意見を述べることを要求するものとに分かれる。いずれも、学生

の法的思考能力を高めるように配慮している。

試験においても、担当教員全員で出題会議をもっている。判例を読ませて、論評させる

（上訴理由を書かせる）という形式をとり、講義の延長上での論述試験を行っている。講

義が質疑形式で行われているため、必然的に試験は、講義の範囲からの出題と知識の確認

というものではなく、新判例を素材とした応用という形式となり、そのため、学生には論

述式の高度の試験となっている。2010 年度には、これまでの試験の方法を再検討し、講義

で取り上げたり指摘したりした判例を素材に問題を作成し、基礎的な事項を確認する問題

も出題するようにすることで学生の理解度の的確な測定が可能となるよう工夫を講じてい

るところである。

採点にあたっても、共通の採点基準を設けて、同一科目での採点の統一化をはかってい

る。とくに不合格答案については、担当教員が相互に答案を読み合って、不合格かどうか

の確認をしている。合格答案については、基本的にクラス担当教員の判断に委ねられてい

ると共に、当該法科大学院の方針として定められている相対評価の割合を遵守することに

努めている。

②行政法

行政法は、2年生の春学期に行政法の基礎理論を学ぶ 7 クラス（担当教員 5 名）、秋学期

に行政訴訟を学ぶ 7クラス（担当教員 4名）を設定している。さらに、行政法に関連する

自治体紛争法、警察法、公務員法、都市と法、行政紛争特別講義を、それぞれ１クラス開

講している。そして 3 年生の段階では行政法応用演習を 5 クラス開講している。春学期の

「行政法」においては行政法の一般原理を、また秋学期は行政争訟に関する基本的制度を、

それぞれ代表判例と最新判例を組み合わせながら学習する形態で進めている。講義の各回

で検討される課題は事前に学生に伝達され、学生はこれを検討するために必要な情報を、

関係参照判例と基本書から引き出して、講義に臨むことになっている。

講義の進め方は、担当教員が検討課題について、アトランダムに学生を指名して質問を

重ねてゆく方法で行っている。この方式をとることで、学生はかなりの時間をかけて教員

の質問に対応する準備をしてきている（多くの学生が、2 年生科目のなかで、最も多くの予
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習時間を費やしているのが行政法であると言っている）。しかし、講義時間の制約のもとで、

講義形式ではない問答形式で授業が進められることで、採り上げる論点の数や幅が限定さ

れざるをえない傾向がある。この点については、授業支援システム（インターネット）を

使って補充している。さらに、授業終了後、30 分から 1 時間の質問時間が続くことも珍し

くない。

さて、必修科目である行政法については、他の必修科目にない特徴がある。それは、法

学部卒業の学生でさえ、学部時代に行政法を勉強した経験がある者は少数であり、法学部

でない学部の卒業生に至っては、行政法という名をもつ実定法がないことさえ知らない者

が少なくないという状況である。

このような状況のなか、短期間（1 年間・4 単位）で行政法的思考能力を養成することは

容易ではない。2009 年秋学期と 2010 年春学期の試験結果を見る限り、担当教員が期待す

る最低限度の学習水準に達している者は全体の 7 割くらいではないかと考えざるをえない

状況がある。水準に達していない者を観察してみると、行政法理論につき、個別項目ごと

に分断された知識は有しているとしても、それぞれの項目が行政法体系のどこに、どのよ

うな重要性をもって存在しているかの理解が極めて不十分であることがわかる。このこと

から、授業では、個別問題を検討しながらも、これが行政法体系のいかなる位置を占める

ものかを常に学生に意識させるよう努力をしている。

行政法の効果的な学習方法について、行政法科目の成績優秀者にヒアリングを実施して

いるが、そのヒアリングから成績優秀者に共通する学習法が確認できるように思われる。

それによれば、学習に使用される最高裁判例についても下級審から精密に読む努力をする

とともに、そこで適用される関連法条を丹念に確認する作業をおこなっているということ

である。このような学習を実践することで、そもそも行政紛争を構成する複雑な諸事実を

どのように整理し、それに行政法理論と法令の規定を、どのように組み合わせて結論に至

るべきものか、という行政法的思考能力が養成されてくるのであろうと考えられる。

もちろん、このような学習法の重要性については、担当教員も講義の中で強調している

ところであるが、他の多くの科目を勉強しなければならない学生諸君には、これを実行す

ることは容易でないようである。法実務の現場からは、行政法の学習について、「条文を読

める法曹を養成してほしい」という強い要請が寄せられており、講義においては、行政法

規の「読み方」の学習について大きな注意を払う必要があることを、担当教員間で確認し

ている。

試験問題については、全担当教員で検討し、統一的な問題と採点基準を作成している。

採点結果についても全教員で協議するが、特に再試験でも単位を与えない答案については、

全教員で当該答案を検討して結果を出す運営をしている。この協議の機会においては試験

結果を基礎にして、半期の行政法教育の成果と問題点についても検討している。なお、こ

れらの検討も踏まえて、試験問題の解説会も実施している。採点については、定期試験の

みでなく、中間試験やレポート作成を実施して、それらも期末の採点結果に反映させてい
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る教員もいる。

③ 民法

民法では、2010 年度からカリキュラムを大幅に改訂した。まず、これまで民法Ⅰの中で

扱われていた家族法関係の講義を独立の必修科目（民法Ⅲ）としたうえ、選択科目である

家族法特殊講義は従来どおり存置した。また、民法Ⅱの中で扱われていた契約各論関係の

講義を独立の必修科目（民法Ⅳ）とした。従来、少ない時間の中で講義しなければならな

かった部分の時間増をはかったものである。さらに、2010 年度から選択科目として中級民

法を新設した。この科目は、法学既修者が増加したことに伴い、民法の基礎的事項を確認

するクラスとして新設したが、法学未修者からの受講の要望も強く、当初の予定を超えて 6

クラス開講されている。

民法の発展・応用的な科目としては、すでに必修科目として民法総合Ⅰが開講されてい

るが、より発展的・応用的な問題を扱う科目として、2011 年度からは民法総合Ⅱが必修科

目として開講される予定である。また、民法応用演習についても大幅なクラス増がはから

れている（2010 年度は 14 クラス）。

シラバスにより授業計画を学生に提示することについては、前回認証評価の段階と同様に

十分に実施されている。

教育支援システムの活用についても、同システムを利用した予習の指示、教材の提示、

復習の指示は当然のこととして実施されている。学生の様々なニーズにできるだけ応える

ために、レジュメの詳細化や教材の差し替えなどの工夫をしている。教材の面でも、種々

の工夫をしている。例えば、①基本的知識の欠如が散見されることを受けて、基本的事項

の質問を中心にしたレジュメを配付する、②授業で扱った問題の考え方の筋道を教材とし

て公表することにより、学生の復習を促し、併せて学生が自発的に文章を書く練習をしや

すくする、③授業で扱う問題は、初学者もいることを考慮して基本的なものにとどめ、学

習の進んでいる者のための応用的な問題は復習課題等で提示する、などである。

講義を双方向・多方向授業の方法により実践することについては、前回認証評価の後に

おいても状況が維持されている。

学生の理解度の確認については、各クラスで小テストの実施、レポート作成とその添削、

口頭での成果発表とそれをめぐる討論、などの多様な試みが行われており、状況はさらに

向上していると思われる。

さらに、初めて民法を勉強する学生や民法の学習に不安を覚えている学生に対しては、

授業で不明な点があれば積極的にオフィスアワーに来て質問するように促している教員が

多い。そして、学生がオフィスアワーにおいて質問を発し、これに教員が答える過程を通

じて、当該学生の理解度を確認することができる。

定期試験の成果の活用についても、添削して返却するにとどまらず、以下のような取組

みも行われている。①レポート･試験の課題について、希望者を対象として、考え方のポイ
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ント等を解説する講義を特に実施する。②レポート･試験答案の返却の際に、各人の学習状

況に沿った助言を与えつつ、激励する。③レポート･試験答案のうち参考となる学生のもの

を掲げることにより、各人が自発的に、自身のレポート・試験答案と参考レポート・試験

答案とを比較し、自身の成果を自己点検・評価するきっかけを作る。④出題の趣旨、採点

基準、講評などを公表する。これらは、学生が試験の結果を反省するために役立つばかり

でなく、学生達が自主ゼミを組んで文章作成などをする際の重要な手がかりともなりうる。

初学者への支援について、民法関連科目では多くの場合、予習の指示に従って教科書を

読み、出された課題についてあらかじめ考えた上で、教場の授業が進められる。このよう

なオーソドックスな授業の進め方であるため、授業に関する限りでは、初学者がついてい

けないということはないであろう。初学者への特別な配慮が必要と感じられるのは、例え

ば、予習する際の教科書の読み方、授業後の復習の仕方などについてであると考えられる。

これらの点に対しては、前述の通り、予習の指示や教材の見直し、オフィスアワーの活用

によるフォロー、レポート添削におけるフォローなど、各教員が様々な工夫を凝らして対

応している。

教員間での情報や経験の交換・共有は、民法関連科目においても相当に進んできた。こ

のことを通じて、学生が到達すべき水準とそれに基づく成績評価についても、一定の共通

理解が得られているように思われる。このプロセスを引き続き推し進めていくべきである。

他方で、以上の共通理解を統一的な基準として定めることが必要かどうか、定めるとした

場合にどこまで具体的な基準とするのか、などの点の議論は未だ不十分であり、今後の重

要な検討課題である。

④ 商法

商法関係の必修科目は、2 年生の春学期に会社法Ⅰ、秋学期に会社法Ⅱおよび商法総合を

展開している。2009 年度までは、会社法Ⅰを１年生の秋学期に、会社法Ⅱを 2 年生の春学

期に配置していたが、民法を一通り学んでから会社法の学習を開始するのが効果的である

ことから、2010 年度からは会社法を 2 年生以降に配置することにした。また、商法総合に

代えて、2011 年度から、会社法総合を 3 年生の春学期に必修科目として開講する予定であ

る。会社法ではⅠで会社の機関、Ⅱで資金調達および基礎的変更を扱っているが、Ⅰにつ

いては初めて会社法を学ぶ者もいることから、丁寧な説明を心がけ、かつ講義形式による

授業部分を多くし、Ⅱでは、対話形式を取り入れるとともに、応用問題にも言及するよう

にしている。

授業の実施状況について、会社法Ⅱを例にとると、7 クラスを 4 名の教員で担当している

が、共通のシラバスを作成して学生に提示し、共通の教科書および判例集を用いて、授業

を行っている。各教員は教育支援システムを用いて、各回の授業範囲を提示し、教員によ

っては詳細なレジュメを提示して、予習課題を明らかにしている。授業の進め方が教員に

よって異なるのは当然であるが、いずれも、会社法の条文・判例・学説の基本的な理解を
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得させることを目的とし、講義形式と対話形式とを組み合わせた方法を採用している。

定期試験は、教員が相談のうえ統一問題を出題し、模範解答についても事前に打ち合わ

せている。採点にあたっては、クラス間で不均衡が生じないように随時相談を行っている。

定期試験の答案は添削をし、受講生に返却するとともに、試験の講評を行っている。

会社法の学習は、企業組織やファイナンスに関する基礎的知識を必要とする部分があり、

その理解が学生にとってまちまちであるため、学生による理解の差が大きい。同一の授業

で、会社法を初めて学ぶ者と学部時代にゼミ等を通じて深く勉強した経験のある者の双方

の知的欲求を満たすことは難しい。この点については、例えば、誰でも学ぶべき課題・教

材と、より専門的な勉強をしたい者向けの課題・教材を分けて提示し、教室においても、

教員が指名して答えさせる問いと学生の挙手を求めて答えさせる問いとを分ける方法で対

応している教員もいる。

選択科目である「商法応用演習」は、10～30 名程度の少人数のゼミ形式で、商法の諸問

題について、より高度な内容を扱っている（11 クラスを 9 名の教員で担当）。演習の内容は

教員により異なるが、いずれも、知識を整理すること、論理的思考力を高めること、およ

び文章表現能力を涵養することを目的としている。

⑤ 民事訴訟法

民事訴訟法関連の科目のうち、まず「民事訴訟法（2010 年度秋学期より基礎民事訴訟法）」

においては、未修者対象であることに鑑み、未修者教育の場合には双方向形式に過度に時

間を割くよりも講義形式を主軸に適宜学生に対する質問を挟み込むやり方を効果的と考え、

そのやり方をとるクラスが多い。また複数のクラスにおいて中間に小テストを行ない、受

講者の達成度を確かめている。また、クラス毎に工夫があり、予め講義レジュメや課題を

教育支援システムに掲示して、課題については授業後にそれに対する模範解答を同システ

ムに掲示したり、質疑をディスカッションの形で同システムに文字化しておいて講義の復

習に供したり、また定期試験後には、基本的には詳細な解説と講評を同システムに掲示す

るが、あるクラスでは自ら作成した模範解答を同システムに掲示している。

「民事法総合Ⅰ（2010 年度秋学期より民事訴訟法総合Ⅰ）」および「民事法総合Ⅱ（2011

年度春学期より民事訴訟法総合Ⅱ）」においては、同一の教材および最小限各クラス共通し

て取り扱う課題について 6 名の教員が全員で協議して決定し、定期試験問題についても研

究者教員・実務家教員全員で検討した共通問題を作成している。定期試験後には、解説あ

るいは自ら作成した模範解答を教育支援システムに掲示している。配当学年が 2～3 年生で

あるこの科目では、学生の予習を前提に、学生への問いかけとその応答をきっかけに議論

を進めるが、教員との双方向の授業が中心になっている。そのほか、民事訴訟法関連の「民

事（手続）法応用演習」においては、授業内容を各担当者が決定し、それがシラバスに従

って提示され、さらに毎回の授業日の少なくとも 1 週間前には課題が教育支援システムに

掲示されている。課題は、各担当者が決定する判例、事例を中心とした事案の民事訴訟法
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上の分析やその文書起案である。講義は、問答や学生の発表報告を主とする双方向の授業

で展開している。成績評価は、定期試験を行なう場合とレジュメを提出させる場合、平常

授業時の発表内容や起案された文書内容から評価する場合がある。

⑥ 刑法

刑法関係の必修科目は、2009 年度までは 1 年春学期の「刑法」（4 単位）と 2 年春学期

の「刑事法総合Ⅰ」（2 単位）であったところ、2010 年度からは 1 年の春学期に「刑法Ⅰ」

（4 単位）、秋学期に「刑法Ⅱ」（2 単位）、2 年の春学期に「刑法総合Ⅰ」（2 単位）、秋学

期に「刑法総合Ⅱ」（2 単位）とカリキュラムが改正され、1 年次に刑法の総論及び各論の

基礎を学び、2 年次に刑法総論・各論の判例分析を行う授業を実施することとし、1 年次

に基礎力を充実させた上で、2 年次に総合・応用力の取得をめざす科目編成とした。2010

年度春学期に実施した「刑法Ⅰ」については、従前の「刑法」と同様、取り上げるべき項

目、論争点、判例を記した「共通進行表」（学生には教育支援システムを通じて事前に公

開されている）に依拠して、全教員が基本的に同じ進度で授業を進めている。なお、1 年

次で取り扱う項目、判例については、次年度の刑法総合Ⅰとの関連性、継続性を意識して

選定し、判例の差し替え等を含めて毎年見直すこととしている。担当教員の多くは、「共

通進行表」に基づいて独自のレジュメも作成し、教育支援システムの共通進行表に添付し

て、それに沿って実際の授業を実施している。

また、初学者（1 年生）のための学習指導の一環として、学期半ば頃に全クラス共通の

課題（簡単な事例問題を読んで刑法上の争点を抽出し検討したものを書いてまとめる練習）

を出題した。これは自宅で作成するものであり、提出後に、教員による解答の手引きを教

育支援システム上に掲示するとともに、アカデミック・アドバイザーによって添削し返却

するというものである。個別にさらに指導を受けたい場合は、答案をもって、アカデミッ

ク・アドバイザーのもとに質問に行き、直接、具体的な指導を受けられるようにしている。

さらに、答案添削後に、若手弁護士によるアカデミック・アドバイザーが講評授業も行っ

ている。定期試験についても、担当教員全員で共通問題を作成し、採点においても、不合

格の決定は全担当教員の協議によることにして、公平を図っており、不合格評価に対する

学生からの不服はほとんどないと聞いている。なお、採点後には、教育支援システムを通

じて定期試験の解説・講評を行っている。講評の内容もまた、教員全員が採点後に集まり、

感想を述べ合ったものをとりまとめたものである。

選択科目である「刑法応用演習」は、10～30 名程度の少人数のゼミ形式で、「刑法」な

らびに「刑事法総合Ⅰ」を履修していること（2010 年度春学期現在）を前提に、高度で

応用的な内容を扱っているが、学生の要望が高いことから、2007 年度から、クラスを増

設すると共に、3 年次のみならず、2 年次秋学期から選択できるものとし、春学期と秋学

期の双方に開設している。内容は、各教員とも、判例、事例研究を中心に行っている。
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⑦ 刑事訴訟法

刑事訴訟法関係科目のうち必修科目として、1 年の必修科目である「基礎刑事訴訟法」、

2 年の必修科目として「刑事訴訟法総合」および「刑事訴訟実務の基礎」がある。

「刑事訴訟法」の科目においては、たとえば各クラスに共通のシラバスを作成し、共通

して取り上げるべき論点（4 点ないし 5 点）、判例（2 点ないし 3 点）を決めて、教育支援

システムに事前に掲載している。シラバスは毎年、秋学期が始まる前に担当者全員で検討

し更新しており、合意のうえ作成したシラバスは、秋学期が始まる前に全ての授業項目（30

回）を一括して教育支援システムにアップ・ロードしている。したがって、シラバスやレ

ジュメまたは教材等の掲載が遅れることはない。授業が始まった後も、学生の要望があれ

ば（たとえば、参考教材が借り出されていて図書館で入手困難など）、適宜、ＰＤＦなど

を教育支援システムにアップ・ロードしている。また、これに加え、担当者が個別に講義

レジュメを作成し、各講義の前に同システムに掲載することで学生が予習できるようにな

っている。

なお、必修科目の試験問題は、例年、担当者全員が出題案を提出し、その中から妥当な

問題案を絞り、共通問題として出題している。

あるクラスの例を紹介しておくと、①事前に 6 頁ないし 8 頁ほどのレジュメを、授業の

3 日ないし 4 日前までに教育支援システムに掲載しており（週 2 回の授業のため、直前の

掲載のほうが良い）。レジュメでは、教科書に記載してある基本事項のまとめが 2 頁ほど、

発展問題と判例が 4 頁ないし 6 頁という比率で作成した。②レジュメには毎回 10 個ない

し 20 個の質問を事前に掲げ、その質問を講義で尋ねるようにしたが、学生の解答に対し

ては、その解答の根拠や発展問題など、関連問題を多く質問するようにした。解答する学

生にはマイクを持たせ、教師と学生の討議内容が全員に伝わるようにした。この措置によ

って、指名された学生が答えられない場合には他の学生が即座に議論に参加することがで

きたようである。③レジュメの基礎知識部分には授業の 3 分の 1 ほどの時間を当て、あと

は発展問題や判例研究に充てるようにした。学生の授業後の質問の態様は、各担当者によ

ってまちまちである。授業の直後は多くの学生が質問に来たものの、オフィスアワーを利

用して研究室まで質問に来る学生は僅かだったと述べる教員もある。他方、１時限と 2 時

限とを続けて同一教員が担当しているクラスでは、2 時限目終了後、2 時限目の受講生の

みならず 1 時限目の受講生も質問に訪れるため、毎回、昼休みの時間（50 分）全てを質

問の対応に費やしたにもかかわらず、さらにオフィスアワーに多くの学生が質問のため研

究室を訪れたという状況もみられる。④かつては定期試験の答案の採点に関する学生の疑

義については可及的に丁寧な対応をしており、質疑があった場合には本人作成の答案の写

しを学生に与え、疑問とされる点に逐一説明をするようにしている。さらに、定期試験で

出題された問題内容についての一般的な質問にも応じている。
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２．点検・評価

授業の計画・準備については、教育支援システムの利用、学生の利用しやすい方法によ

る教材の提示・配布等が進んでおり、これ以上の改善が望めない水準に達している。

授業の実施については、2004 年の法科大学院開設以来の経験を踏まえて、双方向・多

方向授業は、その実践を励行する段階から、科目内容に応じて多様な授業方法が実践され

定着する段階に移ってきたと認められる。双方向・多方向授業は、それが適した科目では

十分に実践されている。授業の内容・水準の統一確保は、少なくとも複数クラス開講の必

修科目については、統一試験、統一された採点基準、合議による合否判定がほぼ達成され

ている。授業のフォローアップのうち、定期試験の活用は、2007 年度の自己点検・評価

年次報告書以降に著しく改善されている。



62

６－２ 理論と実務の架橋（１）〈理論と実務の架橋〉

１．現状

（１）全般的状況

法科大学院は、実務を担う法曹を養成する機関であるから、法科大学院教育においては、

実務を理論的に裏付け、実務を理論に反映させることができるよう教育を行うことが重要

である。ただし、そこにいう実務とは訴訟実務のみを指すのではない。

たとえば、会社法は裁判を通じて執行されるよりも、商取引の実務や会社の日常的な運

営において執行されることが多いから、取引実務や会社実務も「実務」に含まれる。同じ

ように、労働委員会や労働基準監督署も、さらには日々の労使関係も、労働法の実務の場

に含まれる。このような広い意味での実務と理論の相互作用が法の営みの本質であり、法

科大学院教育において重要であることは、2004 年の法科大学院開校以来の実務家教員と研

究者教員の交流、ＦＤ活動を通じて、本研究科においては教員全員の共通理解となってい

る。

理論と実務を架橋する教育としては、臨床科目の開設と実施が挙げられるが、臨床科目

以外の科目においても、次のように、理論と実務の架橋を意識した教育が行われている（具

体的な事例については、（２）を参照）。

第 1 に、1 年生春学期におかれている憲法Ⅰでは、基本判例を読ませる授業を展開してお

り、1 年次の早い時期から「理論と実務の架橋」を意識した取組みを行っている。また、法

律基本科目で判例を取り上げる際には、どの科目においても、複数の判決の結論が異なっ

たのは事案の相違に基づくものか、それぞれの判決が採用した理論の相違に基づくものか

という点を常に意識して判例を読むよう学生を指導している。

第 2 に、法律基本科目において、裁判以外の実務上の素材やそれを加工した事例をも用

い、実務との繋がりを意識した授業が日常的に行われている。また、伝統的な解釈論だけ

ではなく、どのような法律構成・法的手続が当該事案に適しているかといったプランニン

グの問題を法律基本科目の授業においても扱っている。

第 3 に、実務的側面の強い科目においては、研究者教員と実務家教員が組んで授業を行

うとか、外部の実務家を授業協力者として招聘して授業を行うなどの工夫がされている。

また、実務的側面の強い科目の教育を通じて、法律基本科目の基礎理論的な学習の重要性

を再認識させる効果も生まれている。

第 4 として、立法に繋がる研究会に学生を参加させることによって、立法に携わる実務

家の養成に役立てている。

（２）各科目の状況

以上が全般的な状況であるが、必修科目以外の 7 科目について調査した結果はつぎのと

おりであった。
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① 倒産法

倒産法は、実体法と手続法とを組み合わせた理論体系の上に成立していると同時に、わ

が国の経済社会において日常的に生起している倒産現象を踏まえた裁判実務の運用の規律

として用いられるという、実務色の強い法体系である。したがって、授業においても、教

員自身が経験し、あるいは見聞する実務上の諸問題を素材としながら、理論を学生に修得

させ、さらに、よりよい実務上の解決を学生自身が模索できるように努めている。以下は、

その一例である。

倒産法Ⅰ 第 1 回課題

即席食品の製造販売を業とするＡ社は、かねてから業界における過当競争の結果とし

て、業績が不振であったところ、その製品の一部に法律上使用禁止となっている合成保存

料が使用されていることが発見され、行政から処分を受けることとなった。そのために市

場におけるＡ社製品の売れ行きは、一挙に悪化した。

Ａ社に対して 50 億円という多額の融資を行っているＢ銀行は、上記のような状況を把

握するとともに、Ａ社の経営陣が法的整理の申立てを検討しているとの情報を入手した。

Ｂ銀行の顧問弁護士として、Ａ社が選択する可能性のある法的整理手続の種類、それぞれ

の特質およびＢ銀行の権利に与える影響などを簡潔に説明せよ。なお、Ｂ銀行は、その融

資について、Ａ社の主工場敷地建物（時価評価 20 億円）に第 1 順位の根抵当権を設定し、

また、Ａ社は、Ｂ銀行に対して、総額 20 億円の各種預金をしていることを前提とせよ。

さらに、Ａ社が法的整理に代えて、事業再生ＡＤＲの申立てを検討している場合には、

Ｂ銀行としては、どのような対応を考えるべきか。 以上

ここでは、以上の課題に即して、破産法、民事再生法、会社更生法、会社法上の特別清

算手続がどのような特質を有し、また、それが実務上の選択判断にどのような影響を与え

るかを理解させることを目的としている。

上記の課題は、事前に学生に送付し、教場において、それに関する理論的判断枠組を解

説した上で、事後に参考解答を開示するという授業方法を取っている。これは、引き続く

授業でも共通である。

② 租税法

租税法の学習については、租税法の基礎理論を学ぶ租税法基礎の科目を導入科目として

設置し、その発展科目として、所得税、法人税、資産税、国際租税の科目を置いている。

発展科目については、租税実務の最前線で活躍するトップレベルの弁護士、税理士が講義

を担当している。各講義では、講義担当者の実務経験を伝えながら、契約や相続等による

財の移動にともなって発生した租税問題への事後的対処ということでなく、租税問題が契

約や相続の形式を選択する際の事前の前提的考慮要素とされなければならないことを強く

学生に意識させている。

さらに、選択される契約の類型や事業展開の受け皿となる組織類型の差異によって租税
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負担に大きな差異が発生することを、具体的事例を使って学生に切実に確認させることで、

民法や会社法の基礎理論学習の重要性を再認識させる効果も生まれている。基礎理論学習

の重要性を、実務と関連させながら学生に再認識させることは、教育課程における実務と

理論の架橋という目標にとって極めて重要なことであり、租税法教育は、この目標を実行

しやすい法領域であるといえる。

本法科大学院においては租税法についてもアカデミック・アダバイザーが配置されている。

租税法科目受講者は、本法科大学院発足当初は租税知識を有する金融実務経験を持つ学生

の割合が多かったが、現在では租税法学習の経験のない学生が大部分を占めるようになっ

ている。そこで、このアドバイザー役を、租税実体法改正や税務行政の改革動向にも精通

した幅広い租税知識を有する税理士に担当してもらい、法解釈論的学習へのアドバイスの

みでなく、税法領域における最先端の改正・改革動向の情報も学生が得ることのできる体

制を整えたところである。

③ 経済法

経済法に関しては、独占禁止法に関する基礎的な部分を扱った科目がなかったことから、

2 年次の選択科目として、講義形式の科目である「独占禁止法基礎」が 2009 年秋学期から

開講されるに至っている。これによって得られた独占禁止法全般にわたる基礎的な知識を

もとに、3 年次の春学期科目として開講された「独占禁止法Ⅰ」においては、不当な取引制

限の禁止・事業者団体の活動規制・課徴金・排除措置の領域について、また、「独占禁止法

Ⅱ」においては、不公正な取引方法の禁止・私的独占の禁止・知的財産権と独占禁止法の

領域について、それぞれ重要な審決・判例を素材とする詳細な事例研究を行い、実務にお

いて独占禁止法がどのように解釈され、適用されているのかを、問答形式を含む双方向の

授業を通して確認し、定着させた。これらを通じて、独占禁止法上の禁止規定を適用する

上での実務上の問題点をできるだけ深く検討し、個々の要件が実際の事例の中ではどのよ

うな機能を果たすのかを個々の事案に即して検討することとした。その上で、2009 年秋学

期に開講されている「経済法応用演習」及び「経済法実務演習」では、前年度の独占禁止

法Ⅰ・及び独占禁止法Ⅱによる事例研究を基礎として、実際の試験問題やオリジナルの問

題に対して起案を行うものとし、これを添削・講評することによって、経済法に関する法

律文書作成能力を高めるように努めた。

このように、経済法における、基礎理論・事例研究・問題演習の 3 つの段階を踏んでの

教育によって、実務に対応した独占禁止法の解釈・適用能力が身につき、起案によってそ

れを論理的に整理して述べることができるように意を用いた。

④ 知的財産法

知的財産法は本来が実践の法律であって，特許法や商標法といった産業財産権法だけで

なく著作権法においても，実体法中に訴訟法規定や刑事罰規定等が包含されている。した
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がって，知的財産法の教育に当たっては知的財産法の理論面の研究だけでなく，いかにこ

れを運用して活用して行くかといった実務面の教育が欠かせない。そこで本法科大学院に

おいては，特許法（講義名称は工業的創作保護法），著作権法や商標法・不正競争防止法と

いったタイトル自体は実体法を対象とする講義においても，研究者教員と実務家教員が組

んで授業を行うという工夫を行っている。たとえばその内で 2010 年度春学期の工業的創作

保護法は，全 15 回の授業を研究者教員と特許庁からの派遣教員（特許庁審判官）が二人で

担当し，特許発明の技術的範囲の認定とか職務発明の該当性といった理論的な側面につい

ては研究者教員が，特許出願手続きや審判手続きといった手続的・実務的側面については

派遣教員が分担して担当するといった工夫をしている。

また，このような実体法科目以外に，特許紛争処理法や著作権紛争処理法といった，そ

もそも教育目的を理論と実務の架橋に置いた講義も設けている。たとえばその内で 2010 年

度春学期の特許紛争処理法は，全 15 回の授業を，半年前まで裁判官であった弁護士教員と，

弁護士教員，さらには米国ロースクールの正教授であり早稲田大学客員教授の研究者教員

の 3 名で実施するとの贅沢な構成としている。教育内容としては，3 名の教員が実際の事件

をアレンジした仮想記録（特許明細書や相談事項等を含む）を作成し，この一件の具体的

事件を用いながら，最初に弁護士教員が訴訟前における交渉や訴訟に至る準備の手順を，

実際の起案を適宜させるなどして指導し，ついで元裁判官であった弁護士教員が訴訟手続

きの指導や事案に含まれる理論的な問題点の検討を学生に行わせ，判決に至る手順さらに

は上訴や判決執行に至る手順等までを指導した。最後に，知的財産紛争は一国内に留まら

ずに展開して行く場合が多いことを視野に入れて，同様の事案が米国で提訴された場合を

想定して，米国における模擬裁判（口頭弁論）を米国ロースクール教員の指導の下に学生

に実践させた。同学期に並行的に開講された著作権紛争処理法も同様のコンセプトの下に，

弁護士教員と米国ロースクール教員の共同授業として構成されている。

また，本報告の扱う事項外ではあるが，2010 年度春学期にいわば座学として知財の紛争

処理法の講義（特許紛争処理法又は著作権紛争処理法）を受講した学生を対象として，夏

季休業期間中に知的財産を専門的に扱っている弁護士･弁理士事務所 15 箇所ほどと，特許

庁審判部を派遣先とする 2 週間の知的財産法エクスターンシップを実施している。これに

よって，たとえば特許に関しては，実体法科目（工業的創作保護法）を受講して，さらに

理論と実務を架橋する特許紛争処理法を受講した後に，知財エクスターンシップとして実

務の現場において知財の現場を体験するという一連の教育を経ることによって，実践の法

律である知的財産法の総体を自分のものとして体得できることができるであろう。

⑤ 労働法

「理論と実務の架橋」とは何かについて、必ずしも明確な定義や合意があるわけではな

い。実務法曹を養成する法科大学院における労働法の授業において、労働事件が裁判所や

労働委員会で争われた場合にどのようになるのかを意識することは重要であるが、その際
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の実務とは裁判実務だけではない。行政委員会である労働委員会の場も、そして労災認定

を扱う労働基準監督署の場も、労働法にとっては「実務」の場であるので、労働法におい

て実務を意識することになると、裁判例のみならず、労働委員会の救済命令、労働基準署

による指導・勧告・支給（不支給）決定（その前提となる行政の認定基準など）も授業の

教材として使用することなる。

そうは言っても、実務を意識した労働法教育にとってもっとも重要な素材は、労働裁判

例である。そこで、裁判例を使った「理論と実務の架橋」については、労働法担当教官は、

ほぼ全員次のような点に注意をして授業を行っている。

（１）裁判例の読み方

①判決における事実は、生の事実ではなく、裁判官の目を通した、いわば法的なスクリ

ーニングをした事実であることの指摘

②裁判例を読む際には、そこから一般的な法理を抽出するだけでなく、事実への理論の

あてはめが重要であることの指摘を行っている。

（２）判例法理

労働法においては、実定法規がカバーしている領域が限定されているため、いわゆる判

例法理の重要性が強調される。そのため、学生の中には、判例法理なるものを暗記すれば

よいと考える学生がいる。しかし、こうした風潮に対しては、判例法理は、あてはめ可能

な実定法の明文の根拠がないなかで、具体的な紛争を前に、実務家が紛争解決のために格

闘しながら生み出してきた主張（理論）を出発点とするものであること、そして、その主

張（理論）を理解するためには、それを生み出した基礎にある法の一般原則との関係の深

い理解が必要であることを指摘している。

実定労働法規やいわゆる労働法学説についても、「理論と実務の架橋」という観点から、

条文や学説の背景には、法を制定し、学説を展開する（条文・学説の）書き手がイメージ

する紛争類型があり、その解決のために一定の文言や理論があるということを授業におい

て学生に理解させることが重要であると考えている。

⑥ 環境法

2009 年度秋学期、2010 年度春学期環境法Ⅰ・Ⅱの授業で取り扱った内容のうち、「理論

と実務の架橋」に関するものを取り上げたい。

第１に、鞆の浦景観訴訟の本案判決（広島地判平成 21・10・1 判時 2060 号 3 頁）で原

告代理人をつとめた実務家教員に授業にお越しいただき、同訴訟の経緯、判決の意義等に

ついてお話を伺った。鞆の浦の景観についてスライドを駆使して講演いただき、学生も大

変興味を持った。教員からも理論的な面からのコメントをし、理論と実務の架橋をするこ

とが出来た。

第 2 に近時、実務で注目を浴びている環境影響評価に関する裁判例について重点的に扱
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った。環境影響評価法は、元来、訴訟については考慮していないが、環境訴訟を担当する

弁護士によって新たな訴訟形式が編み出されており、実務的な要請を理論的な見地から分

析・整理する必要が高まっている。

第 3 に土壌汚染と土地取引に関する裁判例・裁定を重点的に扱った。土壌汚染に関して

は、不法行為、売買の土地の瑕疵について実務の動向を理論的に分析・検討する必要性が

高まっている。

第 4 として、近時、導入の見込みが高い排出量取引制度に関して、本学の教員および外

部弁護士を招聘し、グローバル COE のシンポジウムを行い、理論的・実務的な観点から検

討した。環境法Ⅰの受講生にも案内し、一部の学生が参加した。

⑦ 国際取引法

国際取引法の授業では、国際取引法の理解の前提となる国際私法や国際民事訴訟法の基

礎事項を確認すると共に、国際取引法プロパーの重要事項について、判例や司法試験問題

を加工した事例問題やオーソドックスな教科書を用いて学生に分かりやすく学ばせ、英米

法等の関連知識を補い、学生の定期試験答案に対しては、添削や今後の学習上のアドバイ

スを書いて返却している。

実務との架橋に関する工夫としては、

（１）国際取引法のオーソドックスな教科書の記述は実務と大きくかけ離れた部分がある

ため、そこを説明する。例えば、（ア）信用状取引は国際支払の中心を占めるとされるが、

現実には 3 割以下であり、その背景に信用状のコストや日本企業が海外親子会社間取引が

主流である事情等があること、（イ）インコタームズで圧倒的に多用される FOB（Free On

Board）や CIF（Cost,Insurance and Freight）は、欄干を持たない最近のコンテナ船には

対応していないにも関わらず、税関書式等の便宜から依然使われ続けていること、などを

図解を元に説明する。

（２）国際取引に関する様々な映画を見せながら、楽しく実務の仕組みを学ばせる。例え

ば、ガンホー（アメリカに進出した日系自動車会社のアメリカ現地人雇用問題を扱ったコ

メディ映画）、アザーピープルズマネー（敵対的な M&A と日本企業による救済を扱ったコ

メディ映画）、エンロン（証券化による巨大会計粉飾事件のドキュメンタリー映画）、銀行

崩壊（デリバティブによる巨大会計粉飾事件のドキュメンタリー映画）など。

（３）授業の余裕があるときは、国際取引に関する専門機関を訪問して実地に学ぶ。例え

ば、JETRO ライブラリーに行って国際契約書式や外国法制を勉強させたり、会社や官庁を

訪問したりする。実際には時間がないため、国際金融法などの専門講義で対応することが

多い。

２．点検・評価
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「実務と理論の架橋を意識した取組み」には、実務家教員と共同での授業担当、外部講

師の招聘、実務教材の使用といった「外から見える取組み」と、判例を取り上げる際の視

点といった「外からは見えない取組み」とがある。前者については、本研究科では活発な

取組みが行われていると言える。
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６－３ 理論と実務の架橋（２）〈臨床科目〉

１．現状

( 1 ) 本法科大学院における臨床法教育科目の概観

本法科大学院においては、臨床法教育の科目としては、民事(行政を含む）、家事、刑事、

労働、女性・子供・ジェンダ一、外国人、商事、障害法（なお家事および女性・子供・ジ

ェンダークリニックは 2010 年秋より家事・ジェンダーと一体化した）の各専門臨床法学教

育(リーガル・クリニック) (本法科大学院では、カリキュラム上、リーガル・クリニックを

「臨床法学教育」と呼んでいるが、混乱を避けるために、本法科大学院のカリキュラム上

の「臨床法学教育」を以下で「リーガル・クリニック」と呼ぶ)とエクスターンシップが設

置されている。(2010 年度現在）

リーガル・クリニックは、実際の依頼者についての、現実に生起している事件について、

本法科大学院の教員の指導監督下で、法律相談や事件担当をすることを意味し、本法科大

学院付設の法律事務所で行うもの(民事、家事・ジェンダー、刑事、労働)と、教員が所属

する外部の法律事務所等で行うもの(商事、外国人)がある。

他方、エクスターンシップは、本法科大学院と契約を締結した、外部の法律事務所、企

業法務部、官公庁、NGO-NPO、国際組織などで、法律実務を行うものである。

これらの臨床法学教育科目は、民事弁護実務、刑事弁護実務、労働訴訟実務の基礎、模

擬裁判などの実務基礎系の科目におけるシミュレーションと有機的に関連しながら実施さ

れている。

(2)各科目の実施状況

① リーガル・クリニックについて

リーガル・クリニックについては、2004 年度から試行プログラムが行われ、2005 年度から

は、民事、家事、刑事、憲法、知財の各プログラムが正規開講され、2006 年度からは、全

科目が正規開講され，その後憲法および知財が廃止、障害法および商事が開講などの変遷

を経ている。

2007 年度からは、2 年生秋学期以降からの受講となり 2 単位が割り当てられている。

2009 年度履修生は民事クリニックが春 11 名、秋 19 名、家事クリニックが春 3 名、秋

12 名、刑事クリニックが春 10 名、秋 9 名、労働クリニックが春 6 名、秋 2 名、知財クリ

ニックが春 2 名、外国人法クリニックが秋 11 名、女性・子供・ジェンダークリニックが春

1 名、秋 2 名、商事クリニックが秋 7 名、障害法クリニックが春 9 名であった。

このうち、前述の通り、民事、家事・ジェンダー、刑事、労働，障害法の各プログラム

は、主に本法科大学院付設法律事務所において教育を実施しているが，その他のクリニッ

クも事務所を利用する場合もある。

民事、家事・ジェンダー、労働の各プログラムは、主に以下のような形で実施されてい
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る。

第一に、教員である弁護士 2 名ほど(原則として実務家教員と研究者教員のペア)と学生

3~4 名が 1 グループを作り、以下の法律相談、事件などを担当する。 クリニック実施に

あたっては、初回に、法律相談における基本的な考え方を話すとともに、守秘義務の重要

性を説明し、守秘義務履行に関する誓約書の提出を義務づけている。

第二に、クリニックごとに、定期的な相談日を設定し、相談者との面談を行い、必要が

あれば事件を受任する。受任の際には、受任の必要性と事件の特質上大学付設事務所とし

て取上げるべき案件かどうかといった点にあわせて、教育的観点から事件の妥当性を判断

し、受任を決定している。相談及び受任に際しては、相談者に本法科大学院及び臨床法学

教育の趣旨を説明し、学生の関与に書面による同意を得ることを前提としている。

また、本法科大学院の Web サイト、大学広報、新聞折込みチラシ、地元商店会等との連

携などの手段によって、本法科大学院付設法律事務所の存在を周知し、相談者が継続的に

来所する体制を整備している。

第三に、学生は、相談段階から教員とともに事件に直接関与し、受任後も教員の指導監

督下に事件の処理を担当する。学生は、相談段階で、相談者とのコミュニケーションの技

法、まったく新しい事案についての事実の間取りと事案分析、その法的論理的構築等を求

められ、担当教員との協議の後、相談者に具体的な回答をする形をとっている。事件受任

後は、具体的な事実調査、証拠収集から、訴状その他の各種文書作成等を行なうなどを担

当する。その過程では、事件に関連する現場に出向いて調査を行うことや、裁判所での裁

判傍聴、相手方との交渉立会等も行っている。すでに多数の事件解決にまで至っており、

可能なかぎり学生には、最初の相談から最終的な事件解決まで担当させているが、事件が

学期を超えて継続している場合には、引継書を作成しての引継などによって、次の学期の

学生に引継を行っている。

第四に、各グループ合同で定期的に事例検討会（カンファレンス）を開催し、担当学生・

班だけでなく、全体で事件の法的問題点、処理方針の適切さなどについて議論検討し、さ

らに、各期末には、学生から、担当した事件の内容と処理状況・費やした時間・学習成果

などについての報告文の提出をさせている。

刑事クリニックの具体的な実施方法としては、学生を 3~4 名前後の班にわけ、各班に教

員がつき、当番弁護士制度を利用して受任した事件について、身柄拘束段階での身柄解放

に向けた法的手続(勾留に対する準抗告、保釈申請等)から、公判準備まで刑事手続のほぼ

全般に関与した。(時期は春学期は夏季休暇中、秋学期は春季休暇中に集中的に行っている）

刑事クリニック実施にあたっては、最初に、刑事法廷の傍聴や警察署の見学などを含む

全体オリエンテーションを行い、参加学生からは守秘義務履行についての誓約書を提出さ

せた。また、各期末には、刑事クリニックに費やした時間やその行った項目等について、

レポートを提出させ、最終回には活動報告会を行った。
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外国人クリニックは、主に実務家教員の法律事務所あるいはクリニック事務所において、

通訳を介した現実の外国人事件を取上げ、法律相談・調査・書面作成・法廷傍聴等を学生

に担当してもらうという形での、教育を実施している。

これらの教育活動の全てには、本法科大学院の研究者教員も参加している。

商事クリニックは、講義と担当教員が実際に体験した事件を素材としたシミュレーショ

ンにより行われている。

障害法クリニックは講義と精神病院や障害者施設などの見学、当事者からのヒアリング

などを組み合わせ，実際に障害者と接することで様々な法的問題点を把握する教育を実施

している。

以上に加えるに、こうした本法科大学院におけるリーガル・クリニック教育の成果は、

各種シンポジウムの開催や各種出版・法律雑誌への投稿などによって、できるだけ客観化

するとともに、学内学外との共通化をはかるべく努力している。（2007 年度以降毎年クリニ

ックの活動内容を集約したクリニック報告書を発行）

② エクスターン教育について

2005 年度から正規に開講され当初 3 年次とされていたが、2 年次にも教育効果が大きい

ことから 2007 年度以降 3 年次または 2 年次に割り当てられ、2 単位とされている。

2009 年度は、8 月中旬から 9 月中旬までの期間において、合計 76 ケ所の法律事務所(外

国法事務弁護士事務所 6 ケ所、韓国の法律事務所 1 ヶ所，学生による自己開拓先 6 ヶ所を

含む)、知財家法律事務所（9 ヶ所）、企業法務部(16 ケ所)、官公庁(11 ケ所)、NGO-NPO

等(10 ケ所)、法テラス(6 ケ所)、司法書士事務所（1 ヶ所）等において実施した。

派遣学生は、合計 153 名であった。

2010 年度は合計 64 ヶ所の法律事務所、企業法務部（12 ヶ所）、官公庁（8 ヶ所，知財を

含むと 9 ヶ所）、NGO 等団体（10 ヶ所），司法書士事務所（1 ヶ所）を受け入れ先として実

施された。

派遣学生は、2 週間または 3 週間のプログラムとしている。

各受入機関には成績評価書を提出してもらい、派遣学生には報告書(実習内容・感想・自

己評価と反省点・要望等)の提出を義務づけている。さらに、エクスターンシップの経験交

流会を開催し、お互いの教育成果の確認及び共通化による教育成果の発展を目指している。

また、各受入機関との間で、エクスターンシップ契約書を締結している。

2008 年度からは自己開拓ガイドラインを策定し、学生本人が希望する派遣先を自分で開

拓する際の基準をより明確にして，その普及に努めており、2008 年度 6 ヶ所、2009 年度 5

ヶ所の法律事務所が新たな受け入れ先となった。

なおエクスターンには，大学の主催する講座以外に 2009 年度から人事院が法科大学院向

けに共通プログラムとして提供する「霞ヶ関法科大学院生インターンシップ」や法テラス

が同様に提供する「法テラスエクスターンシップ」、知財関係科目履修者を対象とした知的
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財産関係エクスターンシップも行われている。(派遣数にはこれらも含まれている）

２．点検・評価

( 1 )開設科目

リーガル・クリニックは、8 科目(年間 18 講座）もの専門クリニックが開設されている。

また、エクスターンシップは、法律事務所だけではなく、企業法務部、官公庁、NGO-NPO、

国際組織、法テラス等を含む 100 を優に超える多彩かつ多くの派遣先が確保され、充実し

たエクスターン教育が実施されており、プログラムとしては卓越したものが準備されてい

る。

(2)実施状況

① 質的工夫

a) リーガル・クリニック

民事・家事クリニック

実務家教員と研究者教員が原則として共同して担当すること、事例検討会での事例につ

いての理論と実務面からの多角的検討、感想報告会の実施・感想報告文の提出による学生

からのフィードバック、さらに、民事弁護実務その他の実務基礎系科目との有機的連携な

どによって、臨床法教育における実務と理論の架橋を意識し、それを実践している。実践

面でも、渉外家事事件への取り組みや島嶼部や生活困窮者の路上における相談活動、多数

の住民たちによるパチンコ店に対する開発許可審査請求等の検討や住民集会での報告等、

理論と実務の両面で、大きな教育的成果を生んでいる。

また、学生にとって過重負荷となるおそれがあると考えられたので、あらかじめ、1 学期

に 90 時間(2 単位分)との消費時間の目安を設定し、学生からは随時学修時間数の報告をし

てもらい、上記目安の前後に収まるようにつとめるなど、学生の過重負荷を避けるように

工夫もされている。

付設法律事務所による宣伝や担当教員の努力等の結果、受任事件数は適正な数が確保で

きている。（クリニックからの受任は春学期相談件数 20 件、秋学期 25 件，これ以外に教員

の持ち込み事件あり）

各班において、従前の班からの引継事件がある場合は、その担当に加え、若干数の新件

の法律相談を行う、逆に、従来からの引継事件がない場合には、法律相談で多めに新件の

法律相談を行うなどすることで、各班の負荷が著しく異なることがないように配慮してい

る。

刑事クリニック

実務家教員と研究者教員の共同がはじまり、また、刑事実務その他の実務基礎系科目と

の有機的連携が行われている。



73

実践的にも、勾留に対する準抗告によって、統計上の平均値を上回る釈放を実現させる

など、刑事弁護活動上での画期的な成果を通じた刑事実務への影響など、実務と理論の両

面から、大きな教育的成果を挙げている。

労働クリニック

相談及び事件受任において、実務家教員と研究者教員の共同が行われており、労働法な

どの法律科目や労働訴訟実務の基礎その他の実務基礎系科目との有機的連携もはかられ、

かつ、担当した事件は新しい労働審判制度等を活用して大きな成果をあげるなど労働訴訟

実務にも影響を及ぼしており、実務と理論の両面から、大きな教育的成果を挙げている。

労働審判は公開とされていないが教員の努力により学生の傍聴が実現している。

付設法律事務所による宣伝や担当教員の努力等の結果、受任事件数は適正な数が確保で

きている。(2009 年度クリニック経由の労働相談は 6 件）

ジェンダークリニック

相談及び事件受任において、実務家教員と研究者教員の共同が行われており、ジェンダ

一等の科目との有機的連携もはかられ、実務と理論の両面から、大きな教育的成果を挙げ

てきたが担当教員の構成等を踏まえて家事と一体化することとした。

外国人クリニック

ワークショップ科目「外国人と法」を履修の前提とし、学外の専門法律事務所で、実務

家教員と研究者教員の共同指導の下で、現実に生起している事例についてクリニックと学

内でのシミュレーションの有機的結合がはかられ、教育成果をあげている。さらにそうし

た実践面・理論面での共同研究教育の成果もまとめられている。

商事クリニック

商事クリニックでは、実際の事件を扱う困難さがあることから、設例を用いたシミュレ

ーションを中心として，学外の専門法律事務所において実務家教員中心に実施されている。

実際の企業再編などに触れるところから，具体的な制度の理解が深まるとともに、実務的

な知識を身につける効果が発揮されている。

障害法クリニック

2009 年度から開講された科目であるが、授業と施設見学、ヒアリングなどを組み合わせ

て障害者の抱える問題の実情を知り，法的問題点を検討し，解決策を模索するところから、

単に訴訟といった側面だけではなく社会システムとして法制度を整備していくことを議論

する中で、そのために必要な多面的問題を検討するなど、教育成果を上げている。
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a) エクスターンシップ

法律事務所以外のエクスターン先に対しては、個々に説明資料の送付や担当者の訪問・

面談によりエクスターンへの理解を深めた上での受け入れを依頼してきた。

学生に対する成績評価書の提出や学生からの報告書の提出等を通じ、エクスターンシッ

プにおける教育についての連携強化ならびに、教育成果の客観化がはかられており、エク

スターンシップ先の多彩化・エクスターンシップ交流会の実施などとあわせ、教育成果の

定着及び共通化による教育成果の発展がはかられている。

② 量的充実

a) リーガル・クリニックについて

クリニックについては履修希望学生数の増加が見込まれたので、常勤・非常勤の実務家

教員の拡充に努めた。

2009 年度の担当教員は民事が春 9 名、秋 9 名、家事が春 4 名、秋 4 名、刑事が春 3 名、

秋 4 名、労働が春秋 2 名、知財が春 3 名、女性・子供・ジェンダーが春 3 名、秋 2 名、商

事が秋 2 名、障害法が春 4 名体制と充実した体制で指導に当たっており、第一希望のクリ

ニックには入れない場合が多少生じているものの，受講希望者全員を受け入れている状況

にある。

学生数名に教員が複数という充実した少人数教育体制の下、実務家教員の実務の一部に

も触れることが出来、将来の具体的な職業イメージの形成にも役立っている。

b) エクスターンシップについて

受け入れ先数は絶対数は少なくないものの、正規履修希望者数が多数に上ることから、

現状では履修希望者に対してエクスターンシップ受け入れ先・人数が不足しており，受け

入れ先の更なる開拓・人数枠の確保が課題となっている。

c) 総参加者数

2009 年度についてみれば、リーガル・クリニック参加者が 104 名、エクスターンシップの

参加者は 153 名となっている。

d)活動報告書

クリニックの参加学生全員からの活動内容報告や参加の感想と担当教官からの活動報告

を集約した活動報告書、全派遣先に関する実習内容や感想、自己評価や反省などを集約し

たエクスターンシッププログラム報告書が毎年発行されている。

e)実施における問題点

2010 年度において残念なことに本学学生 1 名がエクスターン先における法律相談内容を
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ツイッター上に書き込むというトラブルが発生した。固有名詞などは掲載されておらず個

人情報の漏洩に該当するとは言えないもののエクスターン先や相談者に多大な迷惑をかけ

る結果となった。大学は直ちに当該学生に厳正な処分を科すとともに、守秘義務について

研究科内に周知徹底をはかる処置をとった。なお当該派遣先に対しては今後数年間、エク

スターン派遣を自粛することとした。

参考資料

2009 年度エクスターンシップ・プログラム報告書

2010 年度エクスターン・シッププログラム説明会資料

2007 年度民事クリニック報告書

2008 年度民事クリニック報告書

2009 年度クリニック報告書
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第７分野 学習環境及び人的支援体制

７－１ 学生数（１）〈クラス人数〉

１．現状

2009 年度秋学期、2010 年度春学期の、各開設科目毎の履修登録者数は、別紙（全開設科

目毎の履修登録者数）の通りである。

法律基本科目については、同一科目につき、2004 年度は 5 クラス、2005 年度～2009 年

度は 6 クラス、2010 年度は 4 クラス（未修者入学数の入学定員減による。）を開講するこ

とで、原則として 50 名以下としている。ただし、留年者がいるクラスにおいては 50 名を

超えるが、その場合でも 54 名以下となっている。

２．点検・評価

法律基本科目は、すべて 54 名以下となっており、双方向・多方向の授業を行うのに標準

的な 50 人という人数を基本的に満たしている。

法律基本科目以外の科目において、50 名を大きく超える科目と、逆に 5 名未満の科目と

かあるが、これは、法律基本科目以外の科目においては学生の履修希望をできるだけ尊重

したことの結果であって特段問題はないと考える。なお、50 名を大きく超える科目として、

法律基本科目以外の科目である 2010 年度春学期開講の「法曹倫理Ａ～Ｄ」（4 クラス）が

ある。同科目は 1 クラス 76 名～77 名であるが、同科目は、講義形式の科目であり、また、

科目の性格上、この程度の受講者数であっても特に問題はないと考える（なお、次年度は 5

クラス開講の予定である）。
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７－２ 学生数（２）〈入学者数〉

１．現状

2008 年度 2009 年度 2010 年度

入学定員

(A)

入学者数

(B)
B/A

入学定員

(A)

入学者数

(B)
B/A

入学定員

(A)

入学者数

(B)
B/A

300 284 0.95 300 275 0.92 300 257 0.86

入学定員・入学者は、上掲表の通りである。入学者数は、2008 年度～2010 年度の平均で

入学定員の 91%である。

２．点検・評価

入学定員と入学者のバランスは、許容される範囲であると考えている。
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７－３ 学生数（３）〈在籍者数〉

１．現状

在籍者数（2010 年 5 月 1 日現在）

収容定員

（Ａ）

在籍者数

（Ｂ）
Ｂ/Ａ

内数

休学者数
留年者数

(注 2)

４年生

以上

2010 年度入学 300 258(注 1) 0.85 0 1(注１) 0

2009 年度入学 300 263 0.88 16 41 0

2008 年度入学 300 247 0.82 5 23 0

2007 年度入学 － 17 － 3 8 4

2006 年度入学 － 8 － 2 5 7

合 計 900 793 0.88 26 78 11

[注] １ 2010 年度入学者には、2010 年度 1 年次再入学者１名(2008 年 4 月に入学したが

進級できず、2009 年 3 月に退学)を含む。

２ 留年者数は、1 年から 2 年に進級できなかった者もしくは 1 年から 2 年に進級す

るのに２年間かかった者の数。

なお、留年者には、休学や留学によって進級が遅れた者は含めていない。

退学者数（2010 年 5 月 1 日現在）

退学理由

計

就
学
意
欲
低
下

他
の
教
育
機
関

へ
の
入
学

就

職

経
済
的
困
窮

学
力
不
足

疾
病

海
外
留
学

そ
の
他

2010 年度入学 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2009 年度入学 0 4 4 0 0 0 0 4 12

2008 年度入学 0 7 8 2 8 2 1 6 34

2007 年度入学 1 10 10 2 9 5 0 7 44

2006 年度入学 1 2 2 1 2 2 0 2 12

合 計 2 23 24 5 19 9 1 19 102

在籍者は、上掲表（2010 年 5 月 1 日現在）の通りであり、2010 年 5 月 1 日現在で収容
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定員の 88%である。

２．点検・評価

在籍者は、収容定員を上回っていない。
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７－４ 施設・設備（１）〈施設・設備の確保・整備〉

１．現状

本学 27 号館（小野記念館）の地上部分（1～4 階）のほぼすべて及び 8 号館 3 階の法廷

教室が本法科大学院の専用施設として確保されており、必要に応じて他の建物の施設・設

備を利用している。8 号館 3 階の法廷教室は、2 室からなり、1 室（301 号室）は、裁判官

席 9、弁護側席 6、検察側席 6、被告席 1（及び長いす 1）、書記官席 1、廷吏席 1 のほか傍

聴席等 30 を備え、1 室（302 号室）は、円テーブルに 8 席、その他の座席 30 を備える。

両教室とも、通常、法廷に備えられているＡＶ機器を備えている。

27 号館地下の小野記念講堂（学内他箇所との共用施設）には、模擬裁判用の法廷セット

が用意されている。

27 号館には、2 階に各室収容定員 24～79 名の 6 教室、3 階に各室収容定員 23～80 名の

6 教室があり、各授業には常に座席数がクラス定員以上の教室が使用されている。

教室には各受講者に十分な手元スペースのある机が配置されている。各クラスの受講者数

に沿った広さ及び座席配置の教室が使われており、教員と学生がお互いに顔を見ながら議

論ができ、発言者の声を容易に聞き取ることができる。必要に応じて、マイクを使うこと

ができる。各教室には、ホワイトボード、プロジェクター、モニター、教員用 LAN 接続パ

ソコンが配置されており、受講者の各机には電源及び LAN ケーブルのコンセントが配置さ

れ、27 号館は全館無線 LAN 対応となっている。

27号館４階には、本法科大学院専用の独立した自習室4部屋に自習用キャレルが合計164

席用意されており、そのうち 115 席は 24 時間利用可能である。このほか、10 の端末機器

を設置した席がある。これも 24 時間利用可能である。さらに 27 号館に隣接した建物（2

号館 1 階及び関口ビル＝27－10 号館）に本法科大学院生が利用することができる計 208 の

自習用キャレルがある。また、9 号館 2 階「博士課程用自習室」（全 200 席）も利用してい

る。この他に大学全体の共用自習用キャレルをあわせると 1000 席余りになる。さらに、個

室利用の必要がある場合は、中央図書館の閲覧個室（50 室）を一日単位で利用することが

できる。なお、27 号館の教室 1 室（49 席）を授業で使う回数を少なくした上で、日曜・祝

日を含め、学生が個人学習用に使えるように開放している。

自習室の各机には電源及び LAN ケーブルのコンセント（27 号館以外では、一部無線 LAN）

が配置されている。自習室は適度な明るさに保たれている。

27 号館 1、2、3 階の随所に椅子及びテーブルが用意されており（2010 年 9 月 1 日現在、

１階 10 席、２階 26 席、３階 8 席）、学生が自由に自主的に議論・学習に利用している。ま

た、27 号館に隣接した建物（関口ビル＝27－10 号館）にグル－プ学習室が用意されており

（10 名以下のグル－プ学習室３室）、学生グル－プが予約の上、貸し切ることも可能である。

27 号館の教室は、授業が行われていない場合は、学生グル－プが予約の上、貸し切ること

ができる。
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27 号館に隣接した 8 号館に教員の研究室が設置されており、学生が容易に研究室を訪れ

ることができる。研究室のある各階（7 階～12 階）には学生指導室（合計 6 室）が設置さ

れており、オフィスアワーで活用されるほか、教員が複数の学生とコミュニケーションを

とる際に利用することができる。

学生及び教員は、大学全体の LAN ネットワーク（学外からもアクセス可能）を利用する

ことができ、無料で電子メールにより学生・教員及び学生の相互間で連絡をとることがで

きる。さらに、法務研究科独自の教育研究支援システムを通じて、特定の授業の担当教員

及び受講者の間で電子的に連絡をとることも可能である。

27 号館 1 階に複数のコピー器が設置されており、さらに同 4 階の自習室の外側に共用パ

ソコン（上述学内 LAN ネットワーク及び法務研究科教育支援システムに接続されたもの）

及びプリンターが 10 台設置されている。

夜間及び休日に 27 号館に入館するにはカードリーダーに学生証（教職員は身分証明書）

を通すことで、セキュリティーが確保されている。なお、警備員が定期的に館内を巡回し

ている。

学生は目安箱の機能を持ったメーリングリストを利用し、施設等に関して、随時、意見

を述べることができる。このメーリングリストによるメールは、研究科長、教務担当教務

主任、学生担当教務主任及び関係事務職員が閲覧し、必要な対応をとっている。これまで

指摘された主な問題点とその対応は、次のとおりである。学生から、すべての個人用ロッ

カ－のより大型のものへの交換、共用パソコン・プリンターの増設、給湯施設の開放、ウ

ォータークーラやコートハンガーの設置などの要望があり、これらは実現されている。ま

た、事務所のスペースが狭く、多数の学生が一時に用事がある場合に混雑することがあり、

また、学生と職員が個別に面談する場所ないことなど、事務所スペースの拡大が望まれて

いたが、2008 年 3 月より拡大がなされ、それ以降、混雑は緩和され、また、事務所内に学

生と職員が個別に面談する場所として事務カウンター脇に専用テーブルと椅子 2 席が設け

られた。

自習室の増設の要望には、既存の自習室のキャレルの増設に加え、大学が 27 号館隣接建

物（関口ビル＝27－10 号館）の一部を新たに借り上げ、これに対応した。また、自習スペ

ースの確保のため空き教室を最大限活用することとした。さらに、27 号館に学生が飲食に

使うことができるテーブル及び椅子を増設することの要望に対しては、上記のように、27

号館 1、2、3 階の随所に椅子及びテーブルを増設し（2010 年 9 月 1 日現在、1 階 10 席、2

階 26 席、3 階 8 席）、同スペースについては、学生の議論・学習のほか飲食や談話のために

使うことも認めている。

２．点検・評価

基本的に、教育及び学習に必要な施設・設備が適切に確保・整備されていると考えてい
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る。なお、学生一人ひとりの専用キャレルの確保の要望が出されているが、全学的には自

習スペースは確保されているものと思われ、また、専用席（固定席）とすることについて

は、私物の放置による美観上・防犯上の問題から採用しないこととしている。
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７－５ 施設・設備（２）〈図書・情報源の整備〉

１．現状

本法が大学院専用建物（27 号館）に隣接した 2 号館の高田早苗記念研究図書館及び 9 号

館の法律文献情報センターに本法科大学院学生に利用に向けた法律図書（公的判例集、判

例時報、判例タイムズほか法学の教育研究に必要な内外の専門雑誌及び図書）が収蔵され

ている。本法科大学院の学生は、法学部学生読書室や中央図書館をはじめ、学内の他の図

書館を利用することができる。学内のすべての図書館において、図書は一般的な配架基準

にしたがって配列されている。学生は、「購入希望図書カード」により法律文献情報センタ

ーに対して、また「購入希望資料申込書」又は図書館の図書検索システムにより中央図書

館に資料の購入希望を出すことができる。高額でない法律図書（10 万円以下の単行本）の

購入希望は、ほとんどの場合にかなえられている。教員及び図書館職員が出席する図書委

員会が定期的に開催されており、あらかじめ確保された図書購入予算に応じて、利用者の

意見に基づき高額の法律図書、新たな雑誌の定期購読、データベースを追加購入する体制

が整っている。

法律関係のデータベースとしては、①教育研究支援システム（ローライブラリーTKC）

（LEX/DB インターネットほか 24 件）、②大学図書館が提供しているデータベース（第一

法規法情報総合データベースほか欧文や中国文を含む 17 件）、さらに、③27 号館 4 階自習

室脇に設置されている 10 台の端末により、法律文献・書誌全文データベースである Law

Library Information（LLI）（最高裁判例解説ほか 6 件）を利用して外国のものを含む主要

法律雑誌等の記事を参照することができる。このほかにも、大学全体で利用可能な図書館

で提供されている各種・各学問分野のデータベースを利用することができる。以上のデー

タベースの多くは、学生及び教員は、パスワードを入力の上、学内ばかりでなく学外から

もアクセスし、必要な資料を検索しダウンロードすることができる。

２．点検・評価

勉学に必要な図書は完備しており、さらに利用可能なデータベースは充実しており、勉

学に必要な資料の不備はない。上記のデータベースは、LLI を除いて、学外からも利用可能

であることの便宜性は学生に高く評価されている。

図書等に関する学生の希望として、学生から、判例集等の 27 号館への蔵置の希望が出

たが、これらは上記のデータベースにて利用可能であり、隣接の建物に完備しており、そ

のためのスペースもないため 27 号館には蔵置していない。データベースからダウンロード

した資料の印刷のためにプリンターを増設し、トナーの補給などの保守管理にも万全を期

している。印刷については課金をしていないそのための経費は、当初の大学の予想を超え

るもので莫大な額にのぼっている。
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７－６ 教育・学習支援体制

１．現状

教員の教育や学生の学習を支援する人的体制としては、まず法務研究科事務所の職員が

挙げられるが、事務職員は 16 名（内、管理職 1 名、専任 8 名、派遣７名）に過ぎず、しば

しば超過勤務を強いられており、人員が絶対的に不足していることは残念ながら否定でき

ない。

教育支援として学生ＴＡは 2009 年度秋学期では 21 名、2010 年度春学期では 20 名が採

用され、各教員の授業準備など教育上の補助をしている（のべ業務時間は、2009 年度秋

学期は 1,204 時間、2010 年春学期は 1,109 時間）。

教員や学生の教育支援上の人的体制としては、本研究科修了生を中心とする弁護士 35 名

がアカデミックアドバイザー（ＡＡ）として常時下記（７－８）のような活動をしている

ほか、本法科大学院の必修法律基本科目や選択科目「法律基本科目応用演習」における学

生の起案文書の添削にあたったりして、教員の教育支援にも手助けとなっており、教員の

大きな教育上の支えの一つとなっている。

２．点検・評価

上記のように、事務所の事務職員の員数の不足は深刻であり、その改善は最重要課題で

はあるが、教育支援としての TA、AA が需要に対応する程度には確保できており、総合的

に見て、支援の体制は、法科大学院に必要な水準には達しているものとみられる。
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７－７ 学生支援体制（１）〈学生生活支援体制〉

１．現状

（１） 経済的支援

本研究科は、学生に対し下表のとおり、2010 年度に総額 9,090 万円を 189 名の学生に支

給している。本学の奨学金の特徴は貸与ではなく給付型の奨学金が多いことであるが、本

研究科を対象とする給付奨学金も、年々金額・人数とも増加する傾向にある。

2007 年度には「創立 125 周年記念奨学金」が新たに加わり、受給人数および受給総額が

増え、さらに 2009 年度からは早稲田大学の法曹 OB の寄付等により当該年度授業料半額免

除となる稲門法曹奨学金が創設された。2010 年度は、計 123 名が、稲門法曹奨学金を受け

ており、優秀な学生の大きな経済的支えとなっている。

その他の支援体制として大学は複数の学生寮を提供しており、本法科大学院の学生も利

用可能である。現在は主に法務研究科への留学生が利用している。

（２） 身体障害者支援

全学的施設として、「障がい学習支援室」が設置されており、聴覚障害者のためのノート

テイクなど、学生への厚いサポートが行われている。また、専用棟はバリアフリーかつシ

ックハウス対策がなされている。実際に、2007〜2009 年度は聴覚に障害を持つ学生、2006

〜2008 年度は車椅子を利用する学生が在学していた。試験の際にも各種特例を認めるなど

の配慮をしている。

（３） カウンセリング体制、及びハラスメント他の相談

本研究科は、学生が、教職員および教務主任のいずれにも相談することができる体制が

整っており（通常の窓口対応・直接対応以外でも、<From-LS-students@list.waseda.jp>

という研究科長・教務主任と事務所学務係のみが投書を見るメーリングリストが用意さ

れており、学生たちからは顕名・匿名を含めて、2009 年 4 月から 2010 年 7 月末まで

で、およそ 40 件程度の投書があった）、必要な場合は、大学のハラスメント防止委員会の

相談窓口を利用することができる。

また大学の保健センターと連携して、保健センターの「学生相談室（心理・精神衛生・

法律相談等）」や「診療室」「保健管理室」への紹介の他、協力しての学生対応も行ってい

る。

とくに精神面の相談先として、心理専門相談員および精神科医を擁する大学の保健セン

ターで対応している。この面での大学の体制は極めて充実しており、本法科大学院専任の

カウンセリング要員は存在しないものの、大学の関係者に対して、法務研究科特有の、ス

トレスが大きい状況を周知することにより、充実度はさらに大きくなっている。本法科大
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学院学生の保健センター利用率は、他箇所学生に比較して高い。学生担当教務主任や事務

所の職員が、学生からの精神面での相談を受けることも少なくないし、個々の教員がオフ

ィスアワー等で相談されることもあり、その場合も学生担当教務主任に引き続いてのケア

相談を協議することが多い。学生担当教務主任は、全学の学生担当教務主任会で、専門家

による精神面のケアについての講習（アスペルガー症候群など）を受ける機会もある。本

法科大学院学生についてのメンタルケア体制の必要性と背景事情は、全学の学生担当教務

主任会等を通じて大学学生部に周知されており、合わせて保健センターにも共通認識が形

成されている。

こうした相談先については、教育研究支援システムで上記相談 ML を常時掲示している

他、入学時のガイダンスや各種配布物、大学ホームページで学生に周知しているほか、法

務研究科の事務所窓口で常時相談を受けている。

（４） 育児・介護等両立支援

本研究科の学生は、早稲田大学と保育業者が協力して運営する保育所（ポピンズナーサ

リースクール早稲田）を割引料金で利用可能である。また、育児・出産・家族の介護のた

めに、休学または復学を前提とする退学を認めている。介護や、本人の通院等、やむを得

ない事由があると認められる場合には、必修科目・曜日時限のクラス編成について一定の

配慮（クラス変更や科目振り替え）も行っている。

（５） 仕事両立支援

本来、本法科大学院学生は、学修専念義務があるが、特に社会人が入学前に仕事を休職・

退職すべきところ、就業先の事情でどうしても仕事から抜けられないという場合、入学を

諦めるということのないように、未修者には「1 年次 2 年間計画履修制度」を設け、必修単

位数を教務主任と相談しながら 2 年間かけて習得できるよう調整の上、入学年次に限り、

一定時間の就業と学修が両立できるようにした。さらに、既修者の大幅増に合わせ、同様

の制度を既修者にも設けた（「2 年次 2 年間計画履修制度」）。

＊「1 年次 2 年間計画履修制度」（2 年次 2 年間計画履修制度）

未修者の 1 年目の扱いとして、1 年次の秋学期末の時点で 1 年必修

科目（34 単位）のうち修得単位が 18 単位以上である場合には、2 年

次に進級するものとし、2 年目には、2 年次に進級した場合には、１

年次の必修単位の残りを 2 年生配当科目と同時に履修し、1 年次必修

科目全体でのＧＰＡによる進級判定を行う。

既修者の 1 年目の扱いとして、2 年次の秋学期末の時点で 2 年必修

科目（20 単位）のうち修得単位が 12 単位以上である場合には、2 年

次に進級するものとし、2 年目には、3 年次に進級した場合には、2
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年次の必修単位の残りを 3 年生配当科目と同時に履修し、2 年次必修

科目全体でのＧＰＡによる進級判定を行う。

２．点検・評価

経済的支援、カウンセリングを含む精神面の支援、障がい者の支援とも、大学と連携し

ながら極めて充実した支援体制が備わっている。学生生活に関する相談に応じる体制につ

いても、手前味噌であるが、本法科大学院の事務所職員は学生との距離が非常に近く、親

身に話ができる雰囲気があるのが特徴であり、さらに教務担当・学生担当の両教務主任が

頻繁に面談をおこなって、相談に応じており、十分な支援体制が備わっているものと評価

できる。
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７－８ 学生支援体制（２）〈学生へのアドバイス〉

１．現状

（１） 教員によるアドバイス

専任教員が全員オフィスアワーを週 1 コマ設定し、質問や相談に対応しているほか、教

育研究支援システムの質問コーナーやメールによる質問に応じている教員も多い。オフィ

スアワーや利用方法については、教育研究支援システム上で掲示しており、利用は履修学

生に限定されない。

科目履修や学習全体のアドバイスについては、教務担当教務主任・学生担当教務主任の

両名が、面談の上、相談に応じている場合も少なくない。また秋には、教務主任が新司法

試験の結果と本研究科の GPA の相関等をデータを示しながら説明する説明会を開催し、履

修上の指針と動機付けを与えるようにしている。

なお、入学前には、数回オリエンテーションを開催し、2009 年 12 月には未修者向け・

既修者向けに分けて学修指導ガイダンスや個別相談会、さらに 2010 年 2 月から 3 月にかけ

て既修者・未修者と対象を分けて、法務研究科の学修の心構えや現時点で勉強をしておく

べき内容などを解説する導入講義をおこなった他、法情報に関する事前教育をおこなって

いる。

（２） チューターおよびアカデミックアドバイザーによるアドバイス

本学法学研究科博士課程学生や直近の 3 月に修了したばかりの本法科大学院修了生のう

ち特に優秀な者にチューター（2010 年度は 8 名）として、後輩である在学生の学修相談に

対応している。また、本法科大学院修了生を中心とする 29 名の若手法曹を、アカデミック

アドバイザーとして採用し、学修上の疑問に加え、進路選択等について常時相談に応じて

いる。アカデミックアドバイザーは、交替で本研究科棟 3 階のブースに常時詰めて、在学

生の学修相談に載るほか、学生たちの自主ゼミを支援したり、自学自習を妨げないように

配慮しながら社会人・他学部出身者のように自主的なゼミを組みづらい学生のために自ら

ゼミを主催して学習活動を促したりしており、学生にとって大きな教育学習上の支えの一

つとなっている。2009 年度に、チューターおよびアカデミックアドバイザーへのアンケー

トを随時行い調査したところによると、修了生のチューターに対する学生の相談は増加し

ているが、アカデミックアドバイザーへの相談はそうとはいえない状態である。

（３）在学生たちによるアドバイス

入学直後には、在学生が Welcome-LS と称する新入生の歓迎行事を自主的におこなって

おり、その後も継続的に学修方法やロースクールでの生活に関するアドバイスを与える活

動をしていて、本法科大学院は、学生のこうした自主的活動について側面的な支援をおこ

なっている。
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（４） 進路に関するアドバイスや指導

法曹としての就職支援では、毎年 6 月中旬に、ロースクール稲門会主催で、「就職情報交

換会」を開催し、弁護士としての就職活動をした修了生の体験報告を冊子にして配付して

いる。また、学生に進路選択についての情報を提供するため、様々な分野で活躍する法律

家を招いての「連続講演会」を学生および修了生を対象に開催している。2009 年度は 8 回

開催した。

なお、全員が法曹になれるわけではない現状に鑑みれば、法曹以外の分野へのキャリア

プランニングも重要である。そこで、大学のキャリアセンターとの共催で「キャリアパス

ガイダンス」というセミナーを実施しているほか、各方面から本法科大学院に依頼があっ

た求人情報につき、随時掲示板に掲示し、あわせて修了生メーリングリストを活用して、

随時に配信を実施している（2009 年の例では、東京都職員採用試験 I 類 A、国家公務員

I 種相当職員公募、日本経団連職員採用案内、その他メーカー、商社など民間企業の法

務関連部署の求人や法律事務所のパラリーガル等の募集）。

また、学部から就職活動を経ないままロースクールへ進学してくる学生が多く、エクス

ターンシップに赴く際の準備としても法曹としての就職活動のためにも学生側からニーズ

が高いことから、法務教育研究センター主催で、「社会人マナー講座」を実施した（2009

年 6 月）。大変好評であったことから、2010 年度以降の継続開催を予定している。

２．点検・評価

学習方法についてのアドバイス体制は、教員のオフィスアワーに限らず、チューターや

ＡＡにつき、従前より格段に充実した体制が組まれ、順調に機能し始めている。科目担当

教員とＡＡとの連携にやや弱い部分があり、その点の強化は必要である。

進路選択については、従来に比べ、格段に学生へのアドバイス体制は整い、学生や修了

生相互間の情報交換活動への支援や、法曹以外のキャリアプランについても目配りを始め

ており、比較的充実しているものと評価できる。
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第８分野 成績評価・修了認定

８－１ 成績評価〈厳格な成績評価の実施〉

１．現状

(1) 本法科大学院の設定した成績評価の方針

本法科大学院では、授業形式に応じて、学期末試験、双方向・多方向への授業への参加・

貢献の度合い、報告、レポートなどを総合的に評価する方針をとっている。成績評価は、

100 点を満点として素点をもって行うことを原則とし、受講生が 20 名以上のクラスについ

ては、合格となるＡ＋(100～90 点)、Ａ(89～80 点)、Ｂ(79～70 点)、Ｃ(69 から 60 点)は相

対評価とし、Ｆ(59～0 点)、Ｈ(試験不受験)、Ｇ(評価不可能－授業への出席回数が全体の 3

分の 2 を満たさないとき)は絶対評価で行っている。もっとも、2008 年度までは、合格とな

るＡ＋の割合が 10％、Ａが 30％、Ｂが 35％、Ｃが 25％として、不合格を含めずに割合を

決めていたところ、そのような方式では、再試験の実施によりＣ評価が増える結果(後述の

再試験の評価を参照)、最終的に再試験による合格者まで含めて計算するとＢ評価になり得

る相対的位置にいる学生であっても、定期試験の時点での相対評価によりＣ評価を受けざ

るを得ないという不具合が生じるケースが見られた。そこで、その改善策として、2009 年

度からは、Ａ＋とＡは従来どおり、それぞれ 10％、30％とするが、Ｂについてはその割合

を 30％に、Ｃと不合格(Ｆ、Ｈ、Ｇ)についてはあわせて 30％になることを目安(各割合につ

いては 5％以内の増減が認められる)とした評価に変更することとした。そして、学期末毎

に、各クラスにおける該当人数を、「早稲田大学大学院法務研究科 相対評価標準表」によ

り教員に周知し、かつ「成績評価における注意事項」や教務担当教務主任名で「相対評価

の厳正な適用・厳格な成績評価についてのお願い」を科目担当教員に配布して、上記成績

評価の基準の厳守を図っている。ただし、20 人未満の少人数クラスについてはこの割合を

厳格に適用できない事態も想定し得るため、相対評価の趣旨を踏まえつつも、各担当教員

の判断により柔軟に対応することとしている。以上の成績評価の基本的考え方と評価基準

(Ａ＋～Ｆまでの基準点と相対評価の割合を含む)は、「早稲田大学院法務研究科要項」に記

載され、学生に開示されている。

つぎに、合否の判定に関しては、各科目の講義において扱われた題材についての基本的

な理解が得られているかどうかを基準としつつ、基準に達せずにＦ評価を受けた科目につ

いては、一定の上限単位の限度で再試験を受験することを認めている。このＦ評価を受け

た者に対する再試験の評価は、Ｃ(60 点・合格)またはＦ(不合格)のいずれかとしている(な

お、正当な理由による試験欠席者の扱いはこの限りでない)。再試験の上限単位については、

従前は 6 単位であったところ、これによると 2 単位の科目であれば 3 科目受験できるが、4

単位の科目ならば 1 科目しか受験できないといような不均衡が生じることや、2007 年度 1

年生から 2 年次への進級要件としてGPA1.5以上という要件を導入したこと(後述参照)から、

1 年次の 4 単位必修科目につき 2 科目まで再受験を認めることが適当と判断して、2007 年
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度 1 年次入学者以降から 8 単位に改めた。また、再試験の実施時期についても、2007 年度

までは、学期の別を問わず、年度末(3 月)に実施していたところ、2008 年度からは各学期後

(春学期は 9 月、秋学期は 3 月)に当該学期の再試験を実施することに改めた。こうした再試

験についても、「早稲田大学大学院法務研究科要項」と学期毎に掲示される「成績発表およ

び再試験について」に記載され、学生に開示されている。

(2) 各科目別の成績評価基準の設定・開示

上述の基本方針に基づき、各教員は担当科目についての成績評価基準を具体化して設定

している。

まず、各科目の講義において扱われた題材についての基本的な理解が得られているかど

うかが合否の判定基準となるが、すべての科目の講義の内容概要とシラバスについては「講

義要項」に記載され、さらに「教育支援システム」上で、レジュメ等により学習内容や題

材があらかじめ示され、これらが、各科目の到達目標として機能している。

つぎに、各科目においては、学期末試験、双方向・多方向への授業への参加・貢献の度合

い、学習報告、レポートなどを総合的に評価する方針に沿って、それぞれの成績評価を行

うこととしており、各担当科目の成績評価の方法については、あらかじめ「早稲田大学大

学院法務研究科 講義要項」にそれぞれ記載され、学生に開示されている。

また、本法科大学院では、平常点を実効的な評価につなげる方策のひとつとして、授業

担当教員に対して、毎回出席をとることを要請し、座席表や出席カードを利用しての出席

確認を奨励するとともに、教員室の事務員にその集計を依頼できる旨を各学期初めに周知

するなどして、その徹底を図ってきたところ、現在では、ほとんどのクラスにおいて出欠

確認がなされている。もっとも、多くの科目で学生の出席率は大方 9 割以上であることか

ら出席が成績評価に直結するわけではなく、出席を前提とした双方向・多方向への授業へ

の参加・貢献の度合いが成績評価を左右するものであることは言うまでもない。

(3) 成績評価の厳格な実施

上述のように設定した成績評価基準に基づいて、各科目の担当教員は、厳格に成績の評

価を行っている。同一科目について複数のクラスが設定され、複数の教員が担当する場合

には、成績評価の公正を確保する試みがなされている。たとえば、憲法、行政法、刑法系

の必修科目では、学期末試験の問題を統一化し、採点基準についても意思統一が行われ、

さらに、Ｆ評価については、担当教員全員で協議し、決定している。また、民法系の科目

では、問題を同一にしていないものの、科目における到達目標につき担当教員間で合意を

形成した上で成績評価を行っている。また、試験後には、各科目の試験問題や解説・講評

が「教育支援システム」上で公開されており、教員が相互に他教員の試験問題の適切さを

チェックすることができる。さらに、試験後には、試験答案が学生に返却され、学生自身

も、解説講義や教育支援システム上に掲載された解説・講評によって、自己の答案を見直
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し、評価の適正さを確認することができる。

すべての科目に関する成績分布等のデータは、各学期が修了した後の直近の教授会の席

上で教員に配布され、相対評価の遵守が教員相互でチェックできる体制になっている。

再試験についても、定期試験と同様に厳格な評価が行われている。再試験の合格率は、

この 2 年間で、6～7 割台で推移している。

２．点検・評価

各科目の担当教員が実際に成績評価を行うにあたっては、学期末試験、双方向・多方向

への授業への参加・貢献の度合い、学習報告、レポートなどを総合的に評価する形式がと

られているものの、成績評価の中のそれぞれの考慮要素の配点割合までを事前に明らかに

していない場合が多く、そのため、総合評価の内実が不明確であるとの印象も拭いきれな

い。しかし、成績評価の中のそれぞれの考慮要素の配点割合は、授業形式によって異なり

得るだけでなく、当該学期の受講者数や、受講生の授業内容の理解度、授業進度等に応じ

て実際に授業を進行する過程の中で変わり得る可能性があるもので、たとえば学生の理解

を十分にするために当初に予定していたより多くの小テストやレポートなどを学期途中で

実施するなどした結果、それぞれの考慮要素の配点割合を変える必要が生じたり、あるい

は、学生の理解度に応じて双方向授業から講義形式に重点を置く授業形式に途中で変更す

る等したために、成績評価において考慮されるそれぞれの要素の重みも変わり得るもので

あり、あらかじめ形式的に配点評価まで定めておく方が必ずしも適切であるとは言い切れ

ない場合がある。何を考慮要素にするかはあらかじめ明示できても、配点割合まで事前に

設定することは、むしろ際の授業実施状況に見合った適切な成績評価を行うことを困難に

する場合もあり得ると考えられる。

つぎに、相対評価については、その遵守が徹底されていないクラスもみられるが、以前

と比べて減少傾向にある。なお、必修科目について同一科目で複数の教員が担当する際に

相対評価が守られず、評価の差異が大きい場合が一番問題であることから、相対評価の割

合(とくに C 以下)を大きく逸脱したクラスについては成績分布表上の該当数字欄を灰色で

示すとともに、教授会で注意喚起がなされている。
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８－２ 修了認定 〈修了認定の適切な実施〉

１．現状

(1) 修了認定基準と進級要件

修了認定基準は、「早稲田大学大学院学則」において定められ、3 年以上在学し、所定の

単位(2009 年度までは 96～108 単位、2010 年度から 100～112 単位)を取得することが修了

要件となっている。ただし、法学既修者の認定を受けた者は、修了に必要な単位のうち、1

年必修科目(2009 年度までは 30 単位、2010 年度から 34 単位)を修得したものとみなし、1

年を超えない範囲で在学期間を短縮することができる。

1 年生が 2 年生に進級するための要件については、2007 年度新入生から GPA 基準(その

計算方法については別紙参照)を導入し、現在では、その要件は、1 年次終了時に 1 年必修

科目(34単位)のGPA が 1.5 を越えていることとしている。2 年生に進級できなかった者は、

すべての 1 年必修科目を再履修することが求められ、2 年次配当科目を履修することはでき

ない。2 年生に進級できなかった者は、2 年目終了時に 1 年必修科目をすべて修得し、かつ

その GPA が 1.5 を越えている場合のみ、2 年生に進級できる。2 年目終了時に 2 年生に進

級できなかった者は、在学年数満了退学となる。

2007 年度から GPA を導入した理由は、導入以前の学生の成績データ(3 年間)から、1 年

次の成績の GPA が 1.5 以下である者は、その後の 2 年次、3 年次の成績も振るわないこと

が明らかになったことによる。必修科目は、いずれも法務研究科の学生であれば修得して

おかなければならない基礎的な法律知識を学習し、法曹として必要とされる基本的な能力

を養うものであるので、そうした基礎的な科目の成績が全般的に振るわない場合は、仮に

単位を修得できたとしても、その後の応用的・発展的科目の学習に対応できないことがデ

ータからも明らかとなったことから、GPA を軸として進級要件を整備することとした。

2009 年度 1 年次入学生からは、2 年生から 3 年生に進級するための要件にも GPA 基準を

導入し、2 年必修科目(20 単位)の GPA が 1.5 を越えていることとした。3 年生に進級でき

なかった者は、2 年次の必修科目のうちＡ＋またはＡの成績評価を受けた科目を除き、すべ

て再履修することが求められ、3 年次配当科目を履修することはできない。3 年生に進級で

きなかった者は、2 年生の 2 年目終了時に 2 年必修科目をすべて修得し、かつその GPA が

1.5 を越えている場合のみ、3 年生に進級できる。2 年生の 2 年目終了時に 3 年生に進級で

きなかった者は、在学年数満了退学となる。

以上の修了認定基準および進級要件は、「早稲田大学大学院法務研究科要項」、「科目登録

の手引き」に記載し、学生に開示している。

(2) 修了認定の体制と手続き

事務所が各科目の成績をとりまとめ、修了認定予定者リストを教授会に提出し、教授会

は、このリストをもとに、各予定者が所定の単位を修得していることを確認した上で、修
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了認定を行っている。

(3) 修了認定等の適切な実施

2009 年度の修了認定対象者は、238 名であった。このうち、224 名(うち、再試験による

認定者は 11 名)の修了が教授会で認定された。修得単位数の最低は 96 単位、最多は 108 単

位で、平均は 99.16 単位であった。修了が認定されなかった 14 名のうち、11 名は留年決定

者、2 名は休学中で、1 名は在学年数満了退学となった。また、2010 年度の 9 月修了希望

者は、4 名であり、全員の修了が認定された。

2009 年度の 2 年生への進級判定対象者は 290 名(うち、2 年目が 32 名)であった。このう

ち、230 名(うち、2 年目が 23 名)の進級が教授会で決定された。残りのうち、留年決定者

は 43 名、在学年数満了退学決定者は 5 名、秋学期休学者は 12 名であった。なお、3 年へ

の進級判定については 2009 年度 1 年次入学者以降から実施されるため、現在はまだ行って

いない。

２．点検・評価

修了認定された全員が、所定の修了要件(2009 年度は 96～108 単位)を満たしており、上

述した修了認定基準は適正に実施されていると評価できる。また、認定の体制・手続きに

ついても、十分な資料をもとに教授会で審議され、修了要件を満たしていることを確認し

た上で認定が行われており、適切かつ公正であると考えている。
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８－３ 異議申立手続 〈成績評価・修了認定に対する異議申立手続〉

１．現状

成績評価に対する異議申立てに関しては、2007 年度に「成績評価に対する異議申立手続

に関する内規」を定め、ある科目の合否判定に異議のある学生は、異議を申し立てる前に、

当該科目の担当教員に合否判定の説明を求めることとし、その説明によっても疑義が解消

されなかった場合に、学生は異議申立書を提出して法務研究科長に異議を申立てることが

でき、その申立を受けて、担当教員を含めて 2 名以上からなる検討委員会が設置され、再

度の合否判定が行われることとしている。異議申立に関しては、上記内規を「教育支援シ

ステム」上で公開し、学生に開示している。

ところで、合否判定に異議を申立てる前提として、学生に自身の成績評価の正確さを検

証できる機会が与えられなければならないが、定期末試験については、試験後に答案が返

却され、学生は、その答案に記されたコメントや、事後に行われる解説講義または「教育

支援システム」上に掲載された解説・講評により、学生は自らの答案の評価の適正さを確

認することができる。各学期の定期末試験前には、科目担当の教員に対して教務担当教務

主任名で「答案返却およびコメント・解説等の掲示に関するお願い」が配布され、こうし

た措置の徹底が図られている。あわせて、従前から、合否判定にかかわらず、希望する学

生には、各科目担当教員が個別に面談を実施し、対応してきた。こうした機会を通じて、

学生には自己の成績評価の適正さを確認できているものと思われ、異議申立てにまで至っ

たケースはほとんどない。

つぎに、修了認定に対する異議申立手続については、本法科大学院の修了については、

在学期間と単位数の充足(いわゆる単位積み上げ方式)により機械的に認定されるため、異議

申立ての定めや特段の措置を設けてこなかった。もっとも、在学期間の確認や認定単位の

集計上のミスといった不測の事態に備える意味で、現在では、疑義をもった学生は「法務

研究科事務所学務係」に申し出ることとし、適切に対応することとしている。

２．点検・評価

上述のとおり、成績評価に対する異議申立については 2007 年度から制度化したが、実際

には、答案返却や担当教員の個別面談が実施され、十分機能してきた経緯もあって、異議

申立に至らずに学生の疑義が解消されているようである。
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第９分野 法曹に必要なマインド・スキルの養成

９－１ 法曹に必要なマインド・スキルの養成 〈法曹養成教育〉

１．現状

（１）養成目標とする法曹像と必要な資質・能力

早稲田大学大学院法務研究科が養成しようとする法曹像は、＜国を超え、文化を超え、

階層を超えて法の下に正義を貫ける“境界を超える法曹（ボーダーレス･ロイヤー）”＞と、

＜現代の日本と国際社会を「法」のあり様から考え、新たな発展を構想できる“挑戦する

法曹”＞という二つの標語に端的に表れている。“境界を超える法曹”あるいは“挑戦する

法曹”という言葉に象徴される法曹像は、本学の建学の精神と法曹養成に関するこれまで

の経験・実績を踏まえ、司法制度改革審議会の意見書に示された基本理念を実現する方向

で練り上げられたものである。

司法制度改革審議会の意見書は、これからの法曹に必要とされる資質・能力として、豊

かな人間性や感受性、幅広い教養、柔軟な思考力と説得・交渉の能力、社会や人間関係に

対する洞察力と人権感覚、国際的視野と語学力をあげている。しかしながら、これらの資

質・能力のうち多くの部分は、学部修了までに身につけておくべきものと考えられる。し

たがって、法曹となるための「必要条件」と考えられる資質・能力を備えているか否かに

ついては、入学者選抜において判断することとし、本法科大学院における法曹養成は、①

専門的な法知識の確実な修得、②批判的・創造的な思考力と法的な分析能力、③法曹とし

ての責任感・倫理観を涵養することをもって、その基本的な目標としている。

（２）法曹養成の理念・目標を実現するための方策

上述した法曹養成の基本的な理念・目標を実現するため、まず、未修者・既修者のいず

れの入学者選別においても、法曹としての「必要条件」ともいうべき資質・能力を備えて

いるか否かを、書類選考において重点的に審査し、多様なバックグラウンドをもった有為

の人材を選別している。具体的には、適性試験結果・申述書・推薦状・成績証明書・その

他の能力証明等を通じて、法曹となるべき者が備えるべき必要条件であると解される①判

断力・思考力・分析力・表現力等の資質（知的側面）、②教養･各種分野の専門的能力（知

識の側面）、③健全な社会常識・奉仕の精神・正義感（情の側面）、④情熱・気力（意志の

側面）、⑤コミュニケーション能力の 5 つの資質・能力の有無･程度を審査することにより、

入学者の選抜を行っている。

その上で、第 1 年次においては、基礎的な法分野に関する基本的知識の体系的理解と法

的思考力、法情報調査能力等の涵養を主要な教育目標とし、第 2 年次においては、法曹と

しての責任感･倫理観を涵養するとともに、各基本法分野におけるより高度の専門知識の修

得、個々の法分野を超えた総合的な法的分析・推論能力と問題解決能力、コミュニケーシ

ョン能力等の基礎的なスキルの育成に主眼をおき、第 3 年次においては、学生の多様な目
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的意識に対応するために、幅広い分野の先端的･展開的科目および実務基礎科目など、将来

法曹として取り組む専門分野別に必要科目をセットしたワークショップを提供するととも

に、臨床法学教育を重点的に展開することによって、法曹に必要なスキルとマインドにつ

いて一層の深化をはかることを、カリキュラム編成上の基本方針としている。

“境界を超える法曹”あるいは“挑戦する法曹”として活躍するためには、単に法的な

知識を修得するだけでは足らず、事実関係を正確に把握し、法律上の問題点を発見し、的

確な分析･推論を通じて、既存の議論に過度に捕らわれず最も適切な解決策を構築し、かつ、

それらを説得的に表現する能力をも身につけなければならない。そのため、本法科大学院

においては、原則として一方的な講義を行わず、あらかじめ具体的な問題を提示し、これ

をめぐって十分な予習をしてきた学生と教員または学生相互間で議論をする双方向･多方

向授業を行うものとし、これによって、問題解決能力、法情報調査能力、事実調査能力、

法的分析力、表現･説得能力、批判力等を涵養しつつ、同時に、高度な法的知識を修得する

ことを期待している。その他、後述するように、実際に法曹の仕事に接することによって

法曹に期待される社会的役割等を実感し、さらに自覚的に学修をする意欲を高めること等

を目的とした、さまざまな特色ある授業科目を設置している。

カリキュラム外においても、各分野で活躍している法曹･法律実務家を招いての連続講演

会や研究会、数多くの若手法曹をアカデミック・アドバイザーとして配置すること等を通

じて、学生が法曹実務のあり方や法曹･法律実務家の考え方に接する機会を設けている。ま

た、学生達の自主的な企画によるロー・レビューの編集出版や研究会活動等を奨励･支援す

ることにより、自学自修の活性化もはかっている。

（３）法曹養成に係る方策の具体化

上記の理念･目標を実現するための方策がどのように具体的されているかについて、若干

の典型例を摘示する。

① 専門的な法知識の確実な修得

本法科大学院のカリキュラムは、幅広い教養と強い使命感をもって入学した学生に対し

て、基本的なものからより高度に専門的なものへと段階的に専門的法知識を積み上げてい

くこと、理論と実務の架橋をはかるべく理論研究を重視しながら実務的・実践的教育に大

きな比重をかけていること、幅広いニーズに応えるべく多様性に富んだ科目設定をしてい

ること、国際的な交流を重視していることなどの特色を有している。

本法科大学院においては、授業開始前の入学予定者に対して「新入生ガイダンス」にお

いて「教育研究支援システム」の利用方法を教示し、かつ、その供用を開始させることに

よって、本格的授業開始以前に、法令・判例・学術論文等を Web 上で検索し、ダウンロー

ド等をしてこれを活用する能力を身につけさせ、開講後は直ちにこのシステムを通じて法

情報調査等を行わせることで学修の効率化をはかっている。また、未修・既修を問わず、
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入学直後の春学期に「司法制度の基礎理論」、「法解釈の技法と思考」、「リーガル・リサー

チ アンド プレゼンテーション」といった科目を選択できるようにし、そこにおいては、

わが国の司法のおかれている現状や法曹の役割等について概観するほか、インターネット

を通じて、あるいは図書館等を利用して国内外の法情報を調査・検索する方法につき、実

習を含む授業が行われている。

こうして身につけた基礎的な法情報調査能力等を前提として、年次ごとに基礎から応用

へと順次積み重ねていくことによって専門的な法知識を確実に習得させるものとしている。

1 年次には、憲法･民法･刑法･民事訴訟法･刑事訴訟法といった実体法･訴訟法の基本科目

を配置した。そして、2 年次には、「憲法総合」「民法総合」「刑法総合」など法律基本科目

の総合演習的な科目のほか、実務基礎科目として「法曹倫理」「民事訴訟実務の基礎」およ

び「刑事訴訟実務の基礎」を必修とし、「リーガル･カウンセリング アンド ネゴシエー

ション」「民事弁護実務」「家事弁護実務」「刑事弁護実務」「労働訴訟実務の基礎」「企業法

務の実務基礎」等の選択必修科目を配置している。3 年次には、民事法務、刑事法務、福祉・

労働法務、行政法務、企業法務、渉外法務、知的財産法務、税務法務、環境法務の 9 分野

のワークショップを設け、それぞれの分野における高度に専門的な授業科目を多数設置す

るとともに、基礎法･外国法･隣接諸科学･実務基礎系科目に多くの選択科目を用意するほか、

臨床法学教育として、民事、家事･ジェンダー、刑事、労働、外国人、商事、障害の７分野

のリーガル・クリニックおよびエクスターンシップを設けて、実務を経験する機会を提供

している。

このほか、アメリカ、カナダ、ドイツ、フランス、台湾、韓国のロースクール・法学系

大学院および台湾の司法官訓練所との間の交換協定に基づく学生交換によって国際交流を

促進するとともに、慶應義塾大学および上智大学の法科大学院との間で相互に設置科目の

提供を行うことにより、学生の選択の幅をさらに広げている。

上記の実務系･臨床系諸科目のうち、リーガル・クリニックでは、付設の「弁護士法人早

稲田大学リーガル・クリニック」において、実務家教員および研究者教員の指導監督の下

で、学生自身が直接に依頼者から相談を受け、必要に応じて訴訟等における実務を経験し

ている。それらの案件について、学生達は、相談者からの聞き取り等によって事実関係を

把握した上で、法令･判例･学説等の必要な情報を検索・収集・精査・分析し、相談者への

回答や訴状・準備書面等の起案などを行う。こうした経験は、法曹の使命と責任を強く自

覚させるとともに、法情報調査能力のみならず、基礎的法知識・専門的法知識を飛躍的に

豊かなものとし、さらには事実調査能力･問題解決能力･法的分析力･批判的検討能力･創造

力･表現力･コミュニケーション能力等の実務上のスキルを身につけるのに極めて有効に機

能している。エクスターンシップにおいても、弁護士事務所、中央省庁･地方自治体、民間

企業、国際機関等で、具体的な案件の処理を任され、あるいは法情報調査や法律文書の起

案を補佐し、法律実務家から添削その他の指導を受けることによって、同様に、法曹に必

要とされるさまざまなスキルとマインドを飛躍的に発展させ、定着させることになる。
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なお、1 年次から 2 年次、2 年次から 3 年次への進級制度は、各学年で修得することが不

可欠な基礎的な法知識の修得を確実なものとすることに大いに寄与している。

② 批判的・創造的な思考力と法的な分析能力

本法科大学院における授業科目については、裁判例や事例形式の設例を素材として、教

員と学生あるいは学生相互間で議論を行うことによって、学生の理解を深めていくという

双方向･多方向式の授業を行うことを原則としている。2 年次の必修科目とされている「憲

法総合」「民法総合」「刑法総合」などの総合科目では、複数の法律科目を複合的に活用し

なければ解決することのできない事例を素材として、法的問題解決のあり方を検討するこ

とを主目的としている。また、憲法・民法、刑法、民事訴訟法、刑事訴訟法、商法、行政

法などの法律基本科目および労働法、倒産法その他の「応用演習」または「演習」も、こ

れと同様である。「民事訴訟実務の基礎」「刑事訴訟実務の基礎」等の実務系科目において

は、司法研修所の作成に係る事件記録型教材等を用いることにより、より実践的なかたち

で、法的問題の発見から解決に至るプロセスの全体を学修するものとなっている。

設例を素材とする授業の場合は、当該設例における法的な問題の所在を発見し、既存の

判例･学説等の調査･分析を踏まえつつも、それらに過度に捕らわれることなく、その問題

を解決するためにはどのような方法がありうるかを模索し、そのそれぞれの解決策にどの

ような利点と問題点があり、当該事案においてはどの解決策が最も望ましいか等を検討す

べきことになる。裁判例を素材とした授業においても、単に判決の結論を覚えさせるので

はなく、その判決の事実関係を精査させ、事実認定の適否、事実との関係における判決の

結論の当否、当該判決の射程（他の類似判決との異同）等について綿密に検討し、議論す

ることを目的としている。こうした授業を通じて、単に法的知識をより高度なものにする

だけでなく、法曹に必要とされる事実認定能力、法的分析･推論能力、問題解決能力、創造

的･批判的能力等々のスキルとマインドを涵養することが目指されている。

また、「模擬裁判」では、具体的な紛争事例を解決するためにはどのような考え方があり、

それらのさまざまな考え方のどれを選択するか、複数の選択肢の中から選ばれた結論を実

現するためにはどのような作業を行う必要があり、そのためにどのようなスキルとマイン

ドを涵養する必要があるかを、詳細かつ具体的に学修する。また、「臨床法学教育」（リー

ガル・クリニックおよびエクスターンシップ）においては、学生自身が実際に具体的な案

件を処理することを通じて、問題解決に必要とされる法的知識につき綿密な学修をさせる

だけでなく、依頼者の利益をはかるためにはどのような方策を採るべきかを真剣に考えさ

せることにより、批判的･創造的な思考力と法的な分析能力を著しく高め、かつ、基本的あ

るいは専門的な法知識を確実に修得することの重要性を再認識させることになる。

今日では、法的問題解決の手法は訴訟に限られず、ますます多様化している。そうした

現実を背景として、「裁判外紛争処理」「行政紛争特別講義」「国際取引紛争処理法演習」「特

許紛争処理法」「著作権等紛争処理法」など多様な紛争処理方法に係る科目を開設している。
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訴訟であれ、裁判外の紛争解決であれ、事実関係を正確に把握し、それを説得的に表現

することが、当該事実関係に適合的な解決をはかるための不可欠の出発点となる。こうし

た事情を考慮して、「リーガル･カウンセリング アンド ネゴシエーション」「メディエー

ション演習」等の科目を設置し、当事者･関係者からの聞き取りその他の事実調査、口頭及

び文書によるコミュニケーションと説得等のスキルを涵養するため、ロールプレイを含む

さまざまな手法を採用している。刑事分野においても、「刑事証拠法」「捜査法」をはじめ

として事実関係を正確に把握し、これを立証するための手法について詳しく学習する機会

を与えている。「民事訴訟実務の基礎」「刑事訴訟実務の基礎」等は、それらを訴訟手続の

中に的確に位置づけて、効果的に学習することを目的としている。また、「模擬裁判」「リ

ーガル・クリニック」においては、それらのスキルを実践的に体験する場を提供し、大き

な成果をあげている。

このほか、選択必修科目としての「基礎法」（法哲学、法思想史、法史学Ⅰ・Ⅱ、法社会

学Ⅰ・Ⅱなど）、「外国法」（英米法、ドイツ法、フランス法、ＥＵ法、中国法、ロシア法･

東中欧法など）、「隣接科目」（法と公共政策、法と財政学、法と経済学、法律家のための会

計学、法医学）などを通じて、現在の国内法制度を歴史的視点･比較法的視点･経済学的視

点その他多様な視点から批判的に検証し、創造的な解釈論･立法論を展開する素地を養成し

ている。

学生達は多様なバックグラウンドをもっていることから、双方向･多方向方式で行われて

いる授業の中でも多様な批判的･創造的意見が提示され、相互の議論が活性化されて、良い

意味での刺激を与えあっている。また、学生達は、さまざまな研究会・勉強会を組織し、

実務家教員および研究者教員との緊密な連携の下に、判例研究、講演会などを主催し、自

主的に問題解決能力、批判的･創造的思考力、法的分析･推論能力等を高める努力もしてい

る。学生達が自主的に創刊した”Law and Practice”と題する法律誌の発行は、そうした自主

的活動の一つの成果として高く評価することができよう。

法的表現力やコミュニケーション能力の涵養については、既に述べたように、本法科大

学院における授業は、ソクラティックメソッド等の双方向･多方向方式を原則としており、

これを通じて日常的に口頭による議論の能力が養成されている。これ以外に、多くの授業

が、随時、レポートの作成、パワーポイント等を用いたプレゼンテーション等を行わせて

おり、また、「模擬裁判」においては、口頭および文書による表現･コミュニケーションを

実践させている。

「リーガル･カウンセリング アンド ネゴシエーション」、「メディエーション演習」等

においては、コミュニケーションないし交渉の基本的重要事項を整理し学習するとともに、

ロールプレイや法律文書の起案等により、口頭および文書によるコミュニケーションの重

要性と課題等を経験的に認識する機会を設けている。リーガル・クリニックにおいては、

研究者教員および実務家教員の指導監督の下で、相談案件に関する報告書の作成、訴状や

準備書面の起案などをさせている。エクスターンシップにおいても、多くの場合、リーガ
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ル・クリニックと同様の経験をするとともに、その報告書を作成させている。また、2・3

年生で選択必修として履修する法律科目応用演習では、法曹として作成することになる法

律文書（訴状・準備書面等）を念頭に、文章において論理的・説得的な法的議論を展開す

る能力を徹底的に訓練している。

また、外国人留学生のために開講されている英語による講義（年間 8～9 科目開講）は日

本人学生にも開放されており、ここでは英語によるソクラティック・メソッドの授業が展

開されるとともに、英語によるプレゼンテーションも求められている。さらに、「国際性の

涵養」の項で詳述するトランスナショナル・プログラムにおいては、アメリカ・カナダ・

韓国・台湾等から参加する外国人学生とチームを組み、各年度のテーマに即した英語によ

るプレゼンテーションを行うとともに、外国ロースクールから招聘した教授による審査を

受ける体制が整っている。

③ 法曹としての責任感・倫理観の涵養

2 年次の必修科目として「法曹倫理」を設置し、未修・既修を問わず、すべての本法科大

学院学生が法曹の役割・使命・責任等についての基礎を学修するものとしている。この授

業は、弁護士教員だけでなく、裁判官出身教員、検察派遣教員、研究者教員がそれぞれの

関連分野を担当し、事例問題をめぐって教員と学生が議論を展開するなどの方法によって

進められており、弁護士倫理その他の倫理規定をマル覚えするのではなく、法曹倫理の基

本的な諸原則を理解し、かつ、その応用の力を高めることを目指している。

これを基礎として、2・3 年次の選択必修科目として「民事弁護実務」、「家事弁護実務」、

「刑事弁護実務」を、3 年次の選択必修科目として「メディエーション演習」、「模擬裁判」、

1 年次以上の選択必修科目として「法整備支援活動」、選択科目では「裁判外紛争処理」な

どを設置して、法曹の活動の多様性とそれぞれの分野における使命・責任につきさらに踏

み込んだ学修を行うようにしている。これらの実務系諸科目はいずれも実務家教員が担当

しており、教員が実際に体験した事例等をも交えながら授業を進行することによって、法

曹のさまざまな役割・使命と責任のあり方を活き活きと具体的に学修させることを可能に

している。

また、民事、家事･ジェンダー、刑事、労働、外国人、商事、障害の各分野についてリー

ガル・クリニックを実施し、学生に実際の事件を担当させることで、法曹の役割を体験さ

せている。リーガル・クリニックにおいては具体的事件を担当すること等を通じて、参加

学生は、法曹の使命と責任を体得するだけでなく、弁護士へのアクセスの困難性が、依頼

者の経済的困難や弁護士過疎だけを理由とするものではないことなど、今日のわが国にお

ける司法の抱える問題点を認識し、かつ、より良い実務を行うためにはより深く法理論を

修める必要があることを自覚することになる。

さらに、臨床法学教育の一環としてエクスターンシップを設置して、全国各地の法律事

務所のほか中央省庁・自治体・国際機関・民間企業・各種相談機関などに学生を派遣し、
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それぞれの分野での法曹その他の法律実務家の活動を実際に体験させるとともに、それぞ

れの分野における実務を通じてわが国の司法の現状と問題点を認識させている。

リーガル・クリニックおよびエクスターンシップにおいては、学生に、守秘義務契約の

締結その他法曹倫理上必要とされるさまざまな準備を整えた上で、実務家教員および研究

者教員の指導監督の下で、具体的な案件に直接関与させることによって、法曹倫理問題に

つき実践的な体験をする機会を提供している。さらに、報告書の執筆、実務家教員および

研究者教員の参加する事前の準備会および事後の報告会での議論等を通じて、法曹の使

命・責任を自覚させるよう配慮している。

正規授業を補完するものとして、本法科大学院発足以来、さまざまな特色のある活動を

している法曹を招いて「連続講演会」を開催し、法曹の果たす機能の多様性や、現代日本

社会において期待されている法曹の役割などを自覚させるよう努めている。また、若手法

曹約 30 名をアカデミック・アドバイザーとして雇傭し、専用の相談カウンターに配置する

ことによって、随時学生からの質問・相談に応じることができるようにしている。実務家

教員のオフィスアワーなどと併せて、早い段階から日常的に法曹との緊密な接触を保つ機

会を提供することにより、法曹の役割と使命について、その細部に至るまで実感すること

が可能になるものと期待している。

また、さまざまな授業において、担当教員が、裁判傍聴、裁判所・検察庁・弁護士事務

所等の訪問と意見交換などを行い、法曹の役割を具体的に知る機会を提供している。

（４）国際性の涵養

本法科大学院では、国際的に活躍することができる法曹の育成をめざし、国際性の涵養

に配慮した取り組みに力を入れている。

① 英語による授業

本法科大学院では、協定を締結している海外ロースクールからの学生を教育するため、

年間 8～9 科目の英語による授業を提供している。このなかには、「International Trade Law」

「International Entertainment Law」「Comparative Financial Law」など日本人学生にも開放され

ている科目がある。さらに、毎年ペンシルバニア・ロースクールから１名の教員を招聘し、

2 ヶ月間にわたって英語による「英米法基礎」および「英米法演習」の講義・演習を本法科

大学院の学生に提供している。こうした授業では、ソクラティック・メソッドにより英語

で議論をする能力を養うとともに、英語によるレポート提出を求めることにより、英文法

律文書作成のスキルも訓練する機会となっている。

さらに、毎年 3 月には、アメリカ、カナダ、フランス、韓国、台湾などから、教員と学

生を招聘し、1 週間のトランスナショナル・プログラムを開催している。このプログラムは

毎年特定のテーマ（これまで実施されたテーマは、コーポレート・ガバナンス、国際環境

法、国際金融法、医療過誤など）を設定し、学生はこのテーマに関する各国のエキスパー
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トである教員から英語による授業を受講する。これに加えて、学生にはテーマに即したプ

レゼンテーションが求められ、各国の学生が混合した数チームが編成され、そのなかで発

表すべき内容について議論を行い、さらにプレゼンテーションの方法等を練り上げてゆく。

これによって、学生は英語で議論を行う能力、異なる文化的・法的背景を持つ学生・教員

を説得する普遍的なプレゼンテーション能力等の養成を目指す。

② 交換協定に基づく留学・学生派遣

本法科大学院は、アメリカのコロンビア大学、ペンシルバニア大学、コーネル大学、デ

ューク大学、イリノイ大学、ミシガン大学、ワシントン大学、フォーダム大学、スタンフ

ォード大学、ヴァージニア大学のそれぞれのロースクール、カナダのヨーク大学オズグー

ド・ホール・ロースクール、ドイツのブチェリウス・ロースクール、韓国の梨花女子大学・

ロースクール、さらにパリ第二大学大学院、国立台湾大学法律学院、台湾の法務部司法官

訓練所と学生交換協定を結んでいる。

こうした交換協定によって、2005 年から 2010 年の５年間で海外に留学した本法科大学院

の学生は 15 名にのぼる。とくにアメリカに留学した学生は、LL.M.（法学修士）を取得す

るとともに、アメリカにおける Bar Examination も受験することが多く、これまでに８名が

ニューヨーク州の Bar Examination に合格している。

さらに、2010 年度からは、ペンシルバニア大学（アメリカ）、ユニバーシティーカレッジ・

ロンドン（イギリス）、フランクフルト大学（ドイツ）、清華大学（中国）と本法科大学院

がコンソーシアム“Global Forum”を設立し、毎年各大学が持ち回りで加盟大学の学生を集め

た講義・シンポジウムを展開することとなった。第 1 回として開催されたペンシルバニア

大学での講義（テーマは医療保険制度の改革）には、早稲田からも教員と学生が参加し、

今後も毎年のテーマに即して、関心のある学生を本法科大学院から派遣をする計画である。

“Global Forum”は、本法科大学院が開催してきたトランスナショナル・プログラムをより国

際的に拡大する試みであり、学生が国際的環境で活躍する機会はこれまで以上に拡大する

ものと期待される。

また、エクスターンシップには、学生を外国へ派遣するプログラムもある。これまでに

ジュネーブの国際組織、韓国の法律事務所、法整備支援のためにベトナム、ラオス、カン

ボジアへ派遣した実績がある。

③ 外国学生の受入・研修の実施

本法科大学院は交換協定を持つ大学から多くの留学生を受け入れており、その数は過去 5

年間で 60 名を越えている。授業や課外活動を通してこうした学生と交流することにより、

本法科大学院の学生は自然のうちに国際性を涵養する機会を持つことにもなっている。

また、外国の法律家向けの研修も行っている。国連アジア極東犯罪防止研修所および国

際協力機構（JICA）における研修の一貫として、中国、カンボジア、ネパールの若手法律
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家に対し、わが国の法制度と法科大学院制度の状況などについて講義を行っている。また

2010 年からは、スイス・サンクトガレン大学の Executive MBL プログラムの開催校ともな

り、本法科大学院教員がコーディネーターとなって、30 名ほどの学生を 1 週間受け入れ、

講義を行っている。

２．点検・評価

本法科大学院の基本理念と、それを実現するための具体的方策は、司法制度改革の理念

とするところを最も直截に実現しようとするものであって、わが国法科大学院の模範とな

るべきものと自負している。

発足以来 7 年弱の期間を経て、この理念と方策は、本法科大学院の教員と学生に広く共

有されるに至っている。そうしたことの証左として、学生達が、臨床法学教育や交換協定

に基づく外国留学など、直接的には司法試験の受験準備に結びつかない科目に熱心に取り

組み、法曹としての資質を高めようとする意欲が高いこと、各種研究会の組織、ロー･レビ

ューの発刊など、自主的･積極的に、自らを“境界を超える法曹”“挑戦する法曹”へと高

めるための研鑽を積んでいることなどをあげることができるであろう。

また、本法科大学院の国際性についての充実度は、英語による授業に接する機会・留学

の機会など、いずれの点をとっても非常に高いと評価することができる。


